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第 1 章 はじめに 

 

 

1－1 研究課題 

 

ある企業の新製品導入行動は、しばしば同一市場において競争する他の企業の対抗的な新製

品導入行動を促進し、そうした対抗的な新製品導入行動は、さらに最初の企業または別の企業の

対抗的な新製品導入行動を促進する。このような動態的競争、すなわち、市場を巡る企業間の競

争的相互作用は、消費者や市場全体の視点に立つと、優れた新製品の登場や市場の発展を促進す

る好ましいメカニズムとして捉えられる一方、企業の視点に立つと、自社の新製品の成功や生存

を脅かす淘汰のメカニズムとして捉えられる（Schumpeter, 1934, 1942）。そのため、いかに競合

企業の新製品導入行動を予測するかや、いかに製品競争に対応することが高い企業成果の達成

に貢献するか、といった問いは、経営者やマーケターにとって主要な関心事項の 1 つである（Day 

and Reibstein, 1997）。特に、技術革新、グローバリゼーション、および規制緩和によって激しさ

を増す今日の競争環境においては、動態的競争の正確な予測と適切な対応の重要性がますます

高まってきている（Grimm, Lee, and Smith, 2006）。 

 このような実務の現状とは対照的に、製品戦略ないしはマーケティング戦略に示唆を与える

ことを目指した学術研究は、戦略の策定および成果に及ぼす動態的競争の影響にはほとんど着

目してこなかった。例えば、Journal of Marketing Research の編集長や Journal of Marketing

等の編集委員を歴任した Barton A. Weitz は、Journal of Marketing Research の編集者論説に

おいて、以下のように述べている。 

 

「マーケティング・プログラムの有効性は、一般的に消費者と競合企業の両者の反応に依存する。

しかしながら、マーケティング理論や研究は、消費者の反応に関連した問題を重視してきた一方、
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競合企業の反応に関連した問題にはほとんど関心を向けてこなかった。競争的活動の影響を受け

ないマーケティング意思決定を想定することが困難であることを考慮すると、こうした競争的影

響に対する関心の不足は驚くべきことである。」（Weitz, 1985, p. 229, 邦訳は本論著者） 

 

 Weitz（1985）の先駆的な指摘以降も、マーケティング研究者達（e.g., Schnaars, 1991; Heil and 

Walters, 1993; Day and Reibstein, 1997; Montgomery, Moore, and Urbany, 2005; Aboulnasr, 

Narasimhan, Blair, and Chandy, 2008）による同様の指摘が後を絶たないという事実は、彼の指摘

したマーケティング研究の状況が依然として改善されないままであることを示唆している。こ

のようなマーケティング研究の状況を改善する一助となることを目指して、動態的な製品競争

に着目し、その予測と対応に貢献する知見を提供することが本論の主要な研究目的である。 

 そうした研究目的を達成するために、本論は、近年、競争戦略論において多くの経営学者達の

関心を集めている競争ダイナミクス研究の知見を足掛かりとする。競争ダイナミクス研究とは、

外部環境に着目するポジショニング・ビュー（e.g., Porter, 1980）や内部資源に着目するリソース・

ベースト・ビュー（e.g., Barney, 1991）といった代表的な競争戦略論の研究領域とは異なり、企業

の競争的行動や企業間の競争的相互作用1に着目し、それらを促進／抑制する要因やそれらが企

業成果に及ぼす影響を探究してきた研究領域である（Smith, Ferrier, and Ndofor, 2001; Chen and 

Miller, 2012）。ここで言う競争的行動とは、新製品の導入や、既存製品の値下げ、広告キャンペ

ーンの実施、販売経路の拡大など、競争地位の維持・改善を目的に、企業が採用する具体的かつ

                                                   

1  企業間の競争的相互作用を分析対象とする研究には、行動科学的アプローチを採用する研究とゲーム理

論的アプローチを採用する研究が存在する。本論において取り上げる競争ダイナミクス研究とは、前者

のアプローチを採用する研究を指す（Chen and Miller, 2012）。後者のアプローチを同じ研究領域に含めな

いという競争ダイナミクス研究の立場は、後述の通り、彼らの理論的背景に一義的な解の存在を否定し、

数式化に消極的なオーストリア学派経済学（cf. 樫原，2008）があることに起因する。 
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観察可能な行動を指す（Chen, Smith, and Grimm, 1992）。このように具体的かつ観察可能な競争

的行動を分析対象とする競争ダイナミクス研究は、対市場活動であるマーケティング戦略およ

びその学術研究と親和性が高いと考えられる。実際、一部のマーケティング研究者達によって、

競争ダイナミクス研究の知見がマーケティング研究に援用され、その成果は Journal of 

Marketing や Journal of Marketing Research 等の主要なマーケティング学術誌にも掲載され

ている（e.g., Bowman and Gatignon, 1995; Robertson, Eliashberg, and Rymon, 1995; Kuester, Homburg, 

and Robertson, 1999; Shankar, 1999; Jayachandran and Varadarajan, 2006; Kang, Bayus, and 

Balasubramanian, 2010）。 

競争ダイナミクス研究は、その研究課題によって、2 つの研究潮流に大別される。1 つ目の研

究潮流は、動態的競争を促進／抑制する要因、すなわち、企業の競争的行動や企業間の競争的相

互作用を促進／抑制する要因（大半は後者）を探究する研究潮流（以下、研究潮流Ⅰ）であり、2 つ

目の研究潮流は、動態的競争が企業成果に及ぼす影響、すなわち、企業の競争的行動や企業間の

競争的相互作用が企業成果に及ぼす影響（大半は前者）を探究する研究潮流（以下、研究潮流Ⅱ）

である。 

研究潮流Ⅰの既存研究は、主に、動態的競争の基礎にあたる、競合企業の競争的行動に対する

同一市場の企業（以下、焦点企業）の対抗的な競争的行動（以下、反応行動）を促進／抑制する要因

を探究してきた（e.g., MacMillan, Mccaffery, and Van-Wijk, 1985; Smith, Grimm, Gannon, and Chen, 

1991; Chen and MacMillan, 1992; Chen, et al., 1992; Chen and Miller, 1994; Chen, Su, and Tsai, 2007; 

Marcel, Barr, and Duhaime, 2010）。しかし、既存研究は、全ての種類の反応行動の目的が、既に

獲得した利潤機会の維持・防衛であるかのように想定してきた。換言すると、既存研究は、焦点

企業が競合企業の競争的行動に対して知覚する脅威、すなわち、競合企業の競争的行動が自社の

企業成果に及ぼすと知覚する負の影響に動機づけられて採用する種類の反応行動しか描写して

こなかった。現実的には、競合企業が導入した新製品に対する反応行動には、新たな利潤機会の

発見・獲得を目的とし、焦点企業が競合企業の競争的行動に対して知覚する機会、すなわち、競
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合企業の競争的行動に対する反応行動が自社の企業成果に及ぼすと知覚する正の影響に動機づ

けられて採用する種類の反応行動も存在するであろう。そのため、焦点企業の反応行動をよりよ

く描写するためには、異なる競争目的に基づく 2 つのタイプの反応行動を想定する必要がある

と考えられる。その場合、外部環境に対して選択的な注意を向ける企業の情報処理特性（Ocasio, 

1997, 2011）を考慮すると、焦点企業は、両タイプの反応行動を常に偏りなく採用するとは考え

難く、むしろ、競争において既に獲得した利潤機会の維持・防衛という目的を重視するか、新た

な利潤機会の発見・獲得という目的を重視するかに応じて、どちらかのタイプの反応行動を積極

的に採用すると考えられるであろう。そのため、焦点企業の反応行動をよりよく描写するために

は、2 つのタイプの反応行動の相対的な採用傾向、すなわち、反応的競争パターンを促進／抑制

する要因を探究することの方が重要であると考えられる。 

そこで本論は、まず、競合企業の新製品導入行動に対する反応行動として、対抗的な新製品導

入行動（以下、反応製品導入行動）に着目し、機会と知覚する競合企業の新製品よりも脅威と知覚

する競合企業の新製品に対して反応製品導入行動を積極的に採用する傾向を「防衛型の反応的

競争パターン」と、脅威と知覚する競合企業の新製品よりも機会と知覚する競合企業の新製品に

対して反応製品導入行動を積極的に採用する傾向を「攻撃型の反応的競争パターン」と、それぞ

れ定義する。その上で、いかなる要因（焦点企業特性、競合企業特性、および市場特性）が、防衛型

と攻撃型のどちらの反応的競争パターンを促進／抑制するのかに関する仮説群を提唱し、その

経験的妥当性を吟味する。これが本論の 1 つ目の研究課題である。この研究課題に関する、研究

潮流Ⅰの既存研究の研究枠組と本論の研究枠組の対比は、図表 1－1 に示されるとおりである。  

一方、研究潮流Ⅱの既存研究は、主に、企業の競争的行動が当該企業の企業成果に及ぼす影響

を探究してきた（e.g., Miller and Chen, 1994, 1996; Young, Smith, and Grimm, 1996; Ferrier, Smith, 

and Grimm, 1999; Ferrier, 2001; Ferrier and Lee, 2002; Derfus, Maggitti, Grimm, and Smith, 2008; 

Chen, Lin, and Michel, 2010）。しかし、既存研究は、全ての種類の競争的行動の目的が、研究潮

流Ⅰとは逆に、新たな利潤機会の発見・獲得であるかのように想定し、機会の知覚に基づいて採 
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図表 1－1 研究潮流Ⅰの既存研究と本論の研究枠組の対比 

 

用される競争的行動しか描写してこなかった。また、競争的行動の手段として先行行動と反応行

動を区別してこなかった。前者に関して、製品を用いた競争的行動の中には、研究潮流Ⅰの既存

研究が想定しているとおり、既に獲得した利潤機会の維持・防衛を目的に、脅威の知覚に基づい

て採用される種類の競争的行動も存在するであろう。そのため、企業の競争的行動が当該企業の

企業成果に及ぼす影響をよりよく描写するためには、異なる競争目的に基づく 2 つのタイプの

競争的行動を想定する必要があると考えられる。また、後者に関して、伝統的な先発優位・後発

優位に関する既存研究は、イノベーションによって新たな市場の創造を目指す戦略と、模倣によ

って創造された市場に後から参入する戦略は、それぞれ異なるメリットやデメリットを有する

ため、それらの有効性は、戦略を採用する企業や市場の特性によって異なると主張してきた（e.g., 

Carpenter and Nakamoto, 1989; Golder and Tellis, 1993）。同様に、自社主導の先行行動と他社追随

脅威に対する
反応行動の 
積極的な採用 

促進／抑制要因 
機会に対する
反応行動の 
積極的な採用 

防衛型の反応的競争パターン 
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反応行動の 
積極的な採用 

促進／抑制要因 
機会に対する
反応行動の 
積極的な採用 

攻撃型の反応的競争パターン 

本論の研究枠組 

または 

脅威に対する
反応行動の 
積極的な採用 

促進／抑制要因 

既存研究の研究枠組 
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の反応行動もまた、それぞれ異なるメリットやデメリットを有するため、それらの有効性は、企

業および市場の特性によって異なるであろう。そのため、企業の競争的行動が当該企業の企業成

果に及ぼす影響をよりよく描写するためには、異なる競争手段に基づく 2 つのタイプの競争的

行動を想定する必要があると考えられる。 

そこで本論は、まず、競争的行動として、新製品導入行動に着目し、脅威の知覚よりも機会の

知覚に基づいて新製品導入行動を積極的に採用する傾向を「攻撃型の競争パターン」と、機会の

知覚よりも脅威の知覚に基づいて新製品導入行動を積極的に採用する傾向を「防衛型の競争パ

ターン」と、それぞれ定義する。同様に、反応製品導入行動よりも先行製品導入行動を積極的に

採用する傾向を「先行型の競争パターン」と、先行製品導入行動よりも反応製品導入行動を積極

的に採用する傾向を「反応型の競争パターン」と、それぞれ定義する。その上で、攻撃型と防衛

型のどちらの競争パターンが、高い企業成果の達成に貢献するのか、さらには、先行型と反応型

のどちらの競争パターンが、高い企業成果の達成に貢献するのかに関する仮説群を提唱し、その

経験的妥当性を吟味する。これが本論の 2 つ目の研究課題である。この研究課題に関する、研究

潮流Ⅱの既存研究の研究枠組と本論の研究枠組の対比は、図表 1－2 に示されるとおりである。  

 最後に、実証分析に関して、マーケティングの学術雑誌に掲載されている競争ダイナミクス研

究の大半は、質問紙調査によって収集した 1 次データを用いて実証分析を行ってきた（e.g., Heil 

and Walters, 1993; Bowman and Gatignon, 1995; Robertson, et al., 1995; Kuester, et al., 1999; Waarts 

and Wierenga, 2000; Hultink and Langerak, 2001; Jayachandran and Varadarajan, 2006）。他方、経

営学の学術雑誌に掲載されている競争ダイナミクス研究の大半は、市場において実際に観察さ

れた競争的行動に関する 2 次データを用いて実証分析を行ってきた（e.g., Smith, et al., 1991; Chen 

and MacMillan, 1992; Chen, et al., 1992; Chen and Miller, 1994; Miller and Chen, 1994, 1996; Young, 

et al., 1996; Ferrier, et al., 1999; Ferrier, 2001; Ferrier and Lee, 2002; Derfus, et al., 2008; Marcel, et 

al., 2010）。 

 1 次データと 2 次データには、それぞれ異なるメリットとデメリットが存在するものの 
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図表 1－2 研究潮流Ⅱの既存研究と本論の研究枠組の対比 

 

（Debryune, Frambach, and Moenaert, 2010）、本論の実証分析の主要な関心の 1 つは、状況に応じ

て、同一企業であっても異なる反応的競争パターンを示すか否か（実証研究Ⅰ）や、競争パター

ンの有効性が異なるか否か（実証研究Ⅱ）をテストすることにあるため、今回は、同一企業の多様

な状況における複数の新製品導入行動に関するデータが収集できる 2 次データを用いる。 

分析対象産業には、（1）マーケティング・ミックスの 4P の中で、製品を用いた競争が最も盛

んな産業、（2）新製品の成果に関する不確実性が高い産業、および（3）新製品や売上に関する

公開データが豊富な産業という 3 つの条件を満たす清涼飲料水産業を選択する。実証分析にお

いては、2008 年から 2014 年の 7 年間に清涼飲料水産業において導入された 5163 製品を対象

機会に対する 
競争的行動の 
積極的な採用 

攻撃－防衛型の 
競争パターン 

脅威に対する 
競争的行動の 
積極的な採用 

本論の研究枠組 

企業成果 
機会に対する 
競争的行動の 
積極的な採用 

既存研究の研究枠組 

＞
 ＞

 

または 
企業成果 

先行行動の 
積極的な採用 

先行－反応型の 
競争パターン 

反応行動の 
積極的な採用 

＞
 ＞

 

または 
企業成果 

および 
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とする内容分析によって、新製品導入行動のタイプを識別し、その後、内容分析の結果に基づい

て作成したデータ・セットを統計的に分析することによって、仮説群の経験的妥当性を吟味する。 

 以上の議論を要約すると、本論は、激しい競争環境に直面するマーケターの実務的なニーズと

動態的競争下におけるマーケティング戦略への示唆が乏しい学術研究のギャップを埋めるべく、

動態的な製品競争に着目し、その予測と対応に示唆を与えることを目指す。そのために、競争ダ

イナミクス研究の 2 つの研究潮流の知見を踏まえながら、予測と対応というそれぞれの研究目

的に関連した 2 つの仮説群、すなわち、いかなる要因が、防衛型と攻撃型のどちらの反応的競争

パターンを促進／抑制するのかに関する仮説群（実証研究Ⅰ）と、攻撃型と防衛型および先行型

と反応型のそれぞれどちらの競争パターンが、高い企業成果の達成に貢献するのかに関する仮

説群（実証研究Ⅱ）を提唱し、清涼飲料水産業に実際に導入された新製品に関するデータを用い

て、その経験的妥当性を吟味する。 

 

 

1－2 構成 

 

 本論は、図表 1－3 に示されるとおり、次章第 2 章の「競争志向型マーケティング研究の課

題」、第 3 章の「競争ダイナミクス研究の知見」、第 4 章の「実証研究Ⅰ: 製品競争における企業

の反応的競争パターンを促進／抑制する要因」、第 5 章の「実証研究Ⅱ：製品競争における企業

の競争パターンが当該企業の企業成果に及ぼす影響」、および第 6 章「おわりに」によって構成

される。 

次章第 2 章においては、競争志向型マーケティング研究の現状や知見を概観すると共に、残

された課題を指摘する。具体的には、第 1 節において、競争志向型マーケティング研究の現状、

その背景、および現状改善の必要性を確認する。第 2 節において、競争分析に関する伝統的な競

争志向型マーケティング研究の知見を概観し、残された課題を指摘する。第 3 節において、競争 
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図表 1－3 本論の構成 

 

と企業成果に関する伝統的な競争志向型マーケティング研究の知見を概観し、残された課題を

指摘する。そして最後に、第 4 節において、本章の議論を総括する。 

第 3 章においては、第 2 章で指摘した競争志向型マーケティング研究の課題克服のために、

本論が援用する競争ダイナミクス研究の知見を概観する。具体的には、第 1 節において、競争ダ

イナミクス研究の全体像を概観し、その特徴と背景を説明すると共に、2 つの研究潮流の存在を

第 1 章 はじめに 

第 2 章 競争志向型マーケティング研究の課題 

第 3 章 競争ダイナミクス研究の知見 

第 1 節 競争ダイナミクス研究の概観 

第 2 節 研究潮流Ⅰ： 
動態的競争を促進／抑制する要因 

第 3 節 研究潮流Ⅱ： 

動態的競争が企業成果に及ぼす影響 

第 4 章 実証研究Ⅰ：製品競争における 

企業の反応的競争パターンを 

促進／抑制する要因 

第 6 章 おわりに 

第 5 章 実証研究Ⅱ：製品競争における 

企業の競争パターンが当該企業の 

企業成果に及ぼす影響 
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示す。第 2 節において、研究潮流Ⅰ：動態的競争を促進／抑制する要因を探究した既存研究の知

見をレビューする。第 3 節において、研究潮流Ⅱ：動態的競争が企業成果に及ぼす影響を探究し

た既存研究の知見をレビューする。そして最後に、第 4 節において、本章の議論を総括する。 

第 4 章においては、実証研究Ⅰと題し、第 3 章第 2 節で概観した競争ダイナミクス研究の研

究潮流Ⅰの知見を踏まえて、製品競争における企業の反応的競争パターンを促進／抑制する要

因を探究する。具体的には、第 1 節において、製品競争における企業の反応的競争パターンを描

写する上で、競争ダイナミクス研究に残された課題を指摘する。第 2 節において、第 1 節で指

摘した課題を考慮し、実証研究Ⅰの概念枠組を提唱する。第 3 節において、第 2 節で提唱した概

念枠組に基づいて、仮説群を提唱する。第 4 節において、提唱した仮説群の経験的妥当性を吟味

するための実証分析の方法を提示する。そして最後に、第 5 節において、実証分析の結果を示

し、その考察を行う。 

第 5 章においては、実証研究Ⅱと題し、第 3 章第 3 節で概観した競争ダイナミクス研究の研

究潮流Ⅱの知見を踏まえて、製品競争における企業の競争パターンが当該企業の企業成果に及

ぼす影響を探究する。具体的には、第 1 節において、製品競争における企業の競争パターンが当

該企業の企業成果に及ぼす影響を説明する上で、競争ダイナミクス研究に残された課題を指摘

する。第 2 節において、第 1 節で指摘した課題を考慮し、実証研究Ⅱの概念枠組を提唱する。第

3 節において、第 2 節で提唱した概念枠組に基づいて、仮説群を提唱する。第 4 節において、提

唱した仮説群の経験的妥当性を吟味するための実証分析の方法を提示する。そして最後に、第 5

節において、実証分析の結果を示し、その考察を行う。 

最終章第 6 章においては、本論を総括し、その成果および今後の課題を議論する。具体的に

は、第 1 節において、本論の研究課題とそれに対する 2 つの実証研究を振り返り、得られた知

見とそこから導き出される成果を提示する。そして最後に、第 2 節において、本論の限界に言及

し、今後の研究の展望を示す。  
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第 2 章 競争志向型マーケティング研究の課題 

 

 

本章においては、競争視点からマーケティング戦略に示唆を与えることを目指した研究を競

争志向型マーケティング研究と呼称し、そうした研究の現状や知見を概観すると共に、残された

課題を指摘する。具体的には、第 1 節において、競争志向型マーケティング研究の現状、その背

景、および現状改善の必要性を確認する。第 2 節において、競争分析に関する伝統的な競争志向

型マーケティング研究の知見を概観し、残された課題を指摘する。第 3 節において、競争と企業

成果に関する伝統的な競争志向型マーケティング研究の知見を概観し、残された課題を指摘す

る。そして最後に、第 4 節において、本章の議論を総括する。 

 

 

2－1 競争志向型マーケティング研究の重要性と現状 

 

市場の構成員である、消費者、流通業者、そして競合企業は、いずれも、対市場活動であるマ

ーケティング戦略の策定および成果に重要な影響を及ぼす（Day, 1994; Voss and Voss, 2008）。そ

れにもかかわらず、消費者の反応や流通業者との関係に比して、競合企業との競争に対するマー

ケティング研究者達の関心は非常に低いことが多くの研究者によって指摘されている（e.g., 

Weitz, 1985; Schnaars, 1991; Heil and Walters, 1993; Day and Reibstein, 1997; Montgomery, et al., 

2005; Soberman and Gatignon, 2005; Aboulnasr, et al., 2008）。その事実は、消費者行動論や流通論

がマーケティング研究の下位領域としての地位を確立している一方で、競争戦略に関しては、対

市場活動レベルの競争戦略であったとしても、経営学者に研究領域の大部分を奪われていると
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いうマーケティング研究の現状に顕著に表されている2。 

マーケティング研究において競争志向型の研究が十分に蓄積されてこなかった背景には、マ

ーケティング研究者およびマーケターによる顧客志向の過度な強調が、競争志向を含む顧客以

外を重視する他のマーケティング活動の方針を必要以上に排除してきた歴史があるという

（Schnaars, 1991; Dickson, 1992）。マーケティングのテキスト（e.g., 嶋口，1984; 米谷，2001; Kotler 

and Keller, 2005）によると、マーケティング成立期における企業のマーケティング活動の方針は、

生産性の向上を重視する生産志向、製品の品質向上を重視する製品志向、および広告やプロモー

ションによって消費者に購買させることを重視する販売志向といった「作ったものを売る」とい

う考え方が中心的であった。そうしたマーケティング活動の方針を一大転換させたのが、「売れ

るものをつくる」というマーケティング・コンセプトの登場である。マーケティング・コンセプト

の登場以降、顧客を全ての企業活動の中心に据えるという考え方がマーケティングの基本とし

て定着し、それまでの生産志向、製品志向、および販売志向は、しばしば劣った方針であると批

判された3。1980 年代以降には、多くの市場が成熟化し飽和状態となったため、顧客を巡る企業

間の競争が激化した。その結果として、限られた市場のパイをいかに奪うかを重視する競争志向

というマーケティング活動の方針が一時的な注目を集めた。しかし、競争志向に対しても、他社

の後追い的な行動を促す結果、市場にとって全く新しい製品のような革新を阻害し、市場を同質

化させるといった批判が向けられ（Schnaars, 1994）、激しい競争環境においても、あくまで競合

                                                   

2  マーケティング研究者は頻繁にマネジメントや戦略に関する経営学の研究を引用するが、その逆の例は

ほとんど存在しないという Day（1992）の指摘は、戦略論における両者の力関係を明確に表している。 

3  マーケティング・コンセプトや顧客志向に対する批判も存在しないわけではない。例えば、代表的な批判

として、顧客のニーズ表現能力は既存製品に制約されるため、顧客の声を聞き過ぎることは、むしろ革

新的な新製品開発を阻害することにつながるという主張が挙げられる。そうした主張の詳細に関しては、

先駆的な Kaldor（1971）や有名な Christensen（1997）を参照のこと。 
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企業よりも顧客に目を向け、顧客との良好で長期的な関係の構築や、顧客の顕在化していないニ

ーズを汲み取り新たな価値を創造することが重要であると述べられてきた。 

こうした議論の背景には、顧客志向や競争志向のような企業のマーケティング活動の方針は、

いずれか 1 つしか採用することができない代替的な方針であるという前提が存在する（Dickson, 

1992）。しかしながら、Day and Wensley（1983）や Weitz（1985）が主張するように、競争に勝

つためには競合企業よりも顧客のニーズを満たす必要があるため、高い競争志向はむしろ高い

顧客志向につながる、すなわち、顧客志向と競争志向は代替的な方針ではないと考えられる。 

また、顧客志向と競争志向は併存可能な方針であるどころか、顧客と競合企業の両者を考慮し

ないマーケティング戦略は最適な戦略になり得ないと主張し、両者の考え方を持ち合わせるこ

との重要性を強調するマーケティング研究者達も存在する（e.g., 嶋口，1986; Schnaars, 1991; Heil 

and Walters, 1993; Bowman and Gatignon, 1995; Montgomery, et al., 2005）。1990 年以降、多くのマ

ーケティング研究者達の関心を集めてきた市場志向研究も、顧客志向だけでなく競争志向にも

着目する必要性を示唆する研究と見なすことができるであろう。なぜなら、彼らは、高い企業成

果を達成する企業のマーケティング活動の方針として、新たに市場志向という方針を提唱して

いるが、その代表的な 2 つの測定尺度（Narver and Slater, 1990; Kohli, Jaworski, and Kumar, 1993）

には、顧客志向に関連した質問項目だけでなく、競争志向に関連した質問項目が含まれているた

めである。例えば、Narver and Slater（1990）は、市場志向を「買い手に対する優れた価値を創

造するために必要な行動と最も効果的・効率的に考案する組織文化」（p. 21, 邦訳は本論著者）と定

義し、その構成要素として、顧客志向、競争志向、および職能横断的統合を挙げている。他方、

Narver and Slater（1990）よりも行動的な側面に着目した Kohli, et al.（1993）は、市場志向を

「現在および将来の顧客ニーズに関連するマーケティング・インテリジェンスの組織全体での生

成、組織内の普及、およびその反応」（p. 468, 邦訳は本論著者）と定義し、マーケティング・インテ

リジェンスに含まれる情報として顧客に関する情報だけでなく競合企業に関する情報を挙げて

いる。文化的側面と行動的側面という市場志向の捉え方に違いはあるものの、市場志向的な文化
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を有するまたは行動を採用する企業が高い企業成果を達成することができるという Narver and 

Slater（1990）や Kohli, et al.（1993）の主張は、顧客志向および顧客志向に基づく行動の採用と

同様に、競争志向および競争志向に基づく行動の採用が、企業成果に貢献するということを示唆

している。実際、後続研究においても、顧客志向だけでなく、競争志向の有効性が経験的に支持

されている（e.g., Gatignon and Xuereb, 1997; Frambach, Prabhu, and Verhallen, 2003; Im and 

Workman, 2004; Atuahene-Gima, 2005）。 

以上の議論を要約すると、一部のマーケティング研究者達によって、顧客志向および顧客志向

に基づく行動の採用と同様に、競争志向および競争志向に基づく行動の採用が、企業成果に貢献

すると主張されているものの、マーケティング研究の蓄積は、伝統的な顧客志向型の研究に偏り、

競争志向型の研究は乏しい。その結果として、マーケティング研究は、競合企業の情報を収集し、

競合企業の行動に適切に対応することの重要性を主張するだけに留まり、具体的にどのような

情報が競合企業の将来の行動を正確に予測するために重要であるかや、適切な対応とはどのよ

うな対応であるか、といった問いに対して十分な解答を提供することができていないという課

題を抱えている。続く第 2 節および第 3 節においては、こうした課題を克服するために、伝統

的かつ中心的な競争志向型マーケティング研究の考え方や知見を足掛かりに、競争志向型マー

ケティング研究が今後検討すべき方向性を議論する。 

 

 

2－2 競争志向型マーケティング研究の課題Ⅰ：動態的競争への着目 

 

競争志向型マーケティング研究の伝統的かつ中心的な議論の 1 つは、差別化戦略やセグメン

テーション戦略に関連した、いかに競争の激しくない市場やセグメントを選択するか、といった

問いに関する議論であろう。激しい競争環境は、企業間の価格競争を引き起こし、企業の利益を

低下させてしまう。こうした価格競争を回避し、究極的には独占的状態を作り出すことが、競争
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視点から見た差別化戦略やセグメンテーション戦略の目的である。一般的に、上位企業にコスト

構造の面で劣る下位企業ほど、価格競争を回避する必要性が高いため、差別化戦略やセグメンテ

ーション戦略は、しばしば、下位企業、特に、チャレンジャー企業の戦略定石とされてきた（嶋

口，1986; Kotler and Keller, 2005）。 

こうした伝統的な競争志向型マーケティング研究の考え方は、産業組織論の知見を競争戦略

に応用した Porter（1980）に代表されるポジショニング・ビューの考え方に基づいている。彼の

有名な競争要因分析によると、5 つの競争要因、すなわち、既存企業間競争の程度、新規参入の

脅威、売り手の交渉力、買い手の交渉力、および代替品・サービスの脅威の分析を通じて、完全

競争の条件を満たさない産業を選択することによって、企業は持続的な競争優位を獲得するこ

とができるという。 

しかしながら、ポジショニング・ビューは、静態的競争にしか着目していないとして、しばし

ば、批判に晒されている（cf. 沼上，2009）。彼らの競争分析は、静態的競争、すなわち、ある時

点の競争状況のみを分析対象としている。例えば、既存企業間の競争の程度を分析する際に、彼

らは、競合企業の数や、スイッチング・コスト、退出障壁などに着目する。こうした静態的競争

の分析に基づいて魅力的な市場やセグメントを選択したとしても、新規参入や新製品導入行動

が他の既存企業を刺激し、その結果、数多くの反応行動が促進される場合、当該市場や当該セグ

メントはすぐにその魅力を失ってしまう。もちろん、このような動態的競争、すなわち、企業間

の競争的相互作用は、静態的競争、すなわち、競争状況にも影響されると考えられるものの、静

態的競争の分析だけで、主観的な意思決定の結果である動態的競争を予測することは困難であ

る（Jacobson, 1992; Chen and Miller, 1994）。したがって、企業が真に魅力的な参入市場や新製品

導入セグメントの選択に成功するためには、静態的競争の分析だけでなく、動態的競争の分析を

併せて行うことが重要であると指摘することができるであろう。 

実際、同様の指摘がマーケティング研究者達によってもなされている。例えば、Heil and 

Walters（1993）は、新製品に対する競合企業の反応行動の予測を組み込んでいないマーケティ
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ング意思決定が最適な意思決定になることはないと述べており、Clark and Montgomery（1996）

は、ビジネスゲームを用いた実験によって、競合企業の反応行動の予測の正確さが、企業成果に

正の影響を及ぼすということを見出している。 

しかし、Montgomery, et al.（2005）の新製品の導入意思決定に関する探索的な研究によると、

こうしたマーケティング研究者達の主張とは対照的に、多くの実務家は、将来の競合企業の行動

の予測を放棄しているという。彼らは、新製品の導入意思決定に関わった経験を有する社会人ク

ラスの MBA 学生 44 人に対して、過去の具体的な新製品の導入意思決定を想起してもらった上

で、その際の主要な検討事項を自由に回答してもらうという調査を実施した。調査の結果、新製

品の導入意思決定において、競合企業に関する事項を検討した回答者は全体の約 66％で、自社

に関する事項の約 80％、顧客に関する事項の約 75％に次ぐ高い割合であった。他方、競合企業

に関する検討事項の内訳を見ると、過去または現在の競合企業の行動を検討した回答者は約

86％であったのに対し、将来の競合企業の先行行動や反応行動を検討した回答者はそれぞれ約

11％、約 3％しか存在していなかった。こうした結果を踏まえ、次に、Montgomery, et al.（2005）

は 30 名の専門家（コンサルティング会社の経営幹部やマーケティング・サイエンス学会の理事など）お

よび 66 名の経営幹部クラスの MBA 学生にこの調査結果の理由を自由に解釈・説明してもらう

という追加調査を実施した。調査の結果、新製品の導入意思決定において企業が将来の競合企業

の行動の予測を行わない理由として、必要なコストが高い割に精度の高い予測を行うことが困

難であり、動態的競争の分析自体の価値が低く評価されている可能性が最も多く指摘された。こ

れら 2 つの調査結果を踏まえ、Montgomery, et al.（2005）は、マーケティング研究者がマーケ

ティング競争のモデルを開発し、競合企業の将来の行動に関する不確実性を解消することが必

要であると結論づけている。 

以上の議論は、競争志向型マーケティング研究には、図表 2－1 の左側の図に示されているよ

うな従来の競争志向型マーケティング研究が着目してきた静態的競争だけでなく、図表 2－1 の

右側の図に示されているような動態的競争の分析に貢献する知見の提供が求められているとい 
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 図表 2－1 既存研究の着目してきた競争と今後着目すべき競争の比較（静態－動態） 

 

うことを示唆している。 

 

 

2－3 競争志向型マーケティング研究の課題Ⅱ：企業レベルの競争への着目 

 

競争志向型マーケティング研究の伝統的かつ中心的なもう 1 つの議論は、参入順位別戦略や

防衛戦略に関連した、いかに競争することが企業成果に貢献するのか、という問いに関する議論

であろう。参入順位別戦略研究においては、イノベーションによって新たな市場を創造し先発企

業を目指す戦略と、模倣によって創造された市場に後から参入し後発企業を目指す戦略とでは

どちらが有効か、という問いが議論され、それぞれのメリット・デメリットや、イノベーション

戦略または模倣戦略が有効な市場特性や企業特性が、理論的・経験的に探究されてきた（e.g., 

Carpenter and Nakamoto, 1989; Golder and Tellis, 1993）。 

参入順位別戦略研究は、「新規参入企業 対 新規参入企業」の競争枠組に着目し、競争手段と

企業成果の関係を議論してきたのに対して、防衛戦略研究は、「新規参入企業 対 既存企業」の

静態的競争（現在の競争状況） 

市場 

動態的競争（参入・導入後の競争的相互作用） 

市場 
＝既存研究の視点 ＝今後検討すべき視点 

企業A 企業B 

企業C 

企業A 企業B 

企業C 
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競争枠組に着目し、競争手段と企業成果の関係を議論してきた。防衛戦略研究においては、新規

参入に対抗していかにマーケティング・ミックスを変化させることが既存企業にとっての最適な

防衛戦略となり得るのか、という問いが議論され、いくつかの規範的なモデルが提唱されてきた

（e.g., Hauser and Shugan, 1983; Gruca, Kumar, and Sudharshan, 1992）4。 

 参入順位別戦略研究や防衛戦略研究は、競争視点からマーケティング戦略に示唆を与えるこ

とを目指した数少ないマーケティングの研究領域という点で、マーケティング研究に大きな貢

献を成していると考えられる。しかしながら、両研究に共通の課題として、現実の企業が直面し

ている競争状況に比して、彼らの想定する競争状況が非常に限定的である点が指摘できるであ

ろう。参入順位別戦略研究は「新規参入企業 対 新規参入企業」、また、防衛戦略研究は「新規

参入企業 対 既存企業」という競争枠組に着目し、個別製品レベルの競争と企業成果の関係を議

論してきた。 

しかし、現実の市場において最も一般的な競争枠組は「既存企業 対 既存企業」であり、その

ような既存企業間の競争において、企業は、複数の競合企業の攻撃から自社の既存製品や競争地

位を防衛したり、逆に、複数の競合企業に対して攻撃を仕掛けたりといったように同時多発的な

競争を展開している。マーケティング研究において、こうした同時多発的な競争状況における企

業レベルの競争と企業成果の関係は、これまで十分に探究されてこなかった。技術革新、グロー

バリゼーション、および規制緩和によって、企業がこれまで以上に多くの競合企業との競争に直

面しているという現状を考慮すると、いかに競争することが企業成果に貢献するのか、という問

いを議論する上で、企業レベルの競争に着目することの重要性が指摘できるであろう。 

                                                   

4  競争ダイナミクス研究の知見を援用した初期のマーケティング研究は、防衛戦略研究と同様の競争枠組

に着目して、新規参入に対する既存企業の防衛戦略に関する記述的なモデルを構築し、その経験的なテ

ストを試みてきた（e.g., Gatignon, Anderson, and Helsen, 1989; Bowman and Gatignon, 1995; Gatignon, 

Robertson, and Fein,1997; Shankar, 1999）。 
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図表 2－2 既存研究の着目してきた競争と今後着目すべき競争の比較（個別製品－企業） 

 

以上の議論は、競争志向型マーケティング研究には、図表 2－2 の左側の図に示されているよ

うな参入順位別戦略研究および防衛戦略研究が着目する競争状況、すなわち、個別製品レベルの

競争の対応に貢献する知見だけでなく、図表 2－2 の右側の図に示されているような競争状況、

すなわち、企業レベルの競争の対応に貢献する知見の提供が求められているということを示唆

している。 

 

 

「新規参入企業 対 新規参入企業」の競争状況 「既存企業 対 既存企業」の競争状況 

市場 

企業A 

企業C 

企業B 

＝参入順位戦略研究の着目する競争 

「新規参入企業 対 既存企業」の競争状況 

企業A 

市場 

企業C 

企業B 

＝防衛戦略研究の着目する競争 

＝今後着目すべき競争 

市場 

企業A 企業B 

企業C 
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2－4 まとめ 

 

 本章では、第 1 節において、まず、競争志向型マーケティング研究の蓄積が乏しい背景には、

マーケティング研究者およびマーケターによる顧客志向の過度な強調が、競争志向を含む顧客

以外を重視する他のマーケティング活動の方針を必要以上に排除してきた歴史があることを示

した。他方、近年、顧客志向と競争志向は併存可能なマーケティング活動の方針であると考える

マーケティング研究者達によって、顧客志向および顧客志向的な行動の採用だけでなく、競争志

向および競争志向的な行動の採用が、企業成果にとって重要であるという指摘がなされている

ことも示した。最後に、その結果として、マーケティング研究は、競合企業の情報を収集し、競

合企業の行動に適切に対応することの重要性を主張するだけに留まり、具体的にどのような情

報が競合企業の将来の行動を予測するために重要であるかや、適切な対応とはどのような対応

であるか、といった問いに対して十分な解答を提供することができていないという課題を抱え

ていることを確認した。 

 続く第 2 節および第 3 節においては、こうした課題を克服するために、伝統的かつ中心的な

競争志向型マーケティング研究の考え方や知見を足掛かりに、競争志向型マーケティング研究

が今後検討すべき方向性を検討した。第 2 節においては、伝統的な差別化戦略やセグメンテー

ション戦略とその背景にある競争分析の考え方を概観し、従来の競争分析の視点は、理論背景で

あるポジショニング・ビューと同様に、静態的競争、すなわち、競争状況のみに着目しているた

め不十分であることを指摘した。その上で、図表 2－1 の右側の図に示されるような、動態的競

争、すなわち、企業間の競争的相互作用に着目し、その予測に貢献する研究が必要であると主張

した。 

 第 3 節においては、競争と企業成果の関係を議論した数少ない競争志向型マーケティング研

究である参入順位別戦略研究と防衛戦略研究の競争状況の想定を確認し、彼らが着目する「新規

参入企業 対 新規参入企業」および「新規参入企業 対 既存企業」という競争枠組の下で展開さ
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れる個別製品レベルの競争が、限定的な競争状況であることを指摘した。その上で、図表 2－2

の右側の図に示されるような、「既存企業 対 既存企業」という競争枠組の下で展開される企業

レベルの競争を想定し、その対応に貢献する研究が必要であると主張した。 

 以上のような競争志向型マーケティング研究の研究課題を検討する際に、有益な示唆を与え

てくれることが期待される研究領域として、近年、競争戦略論の分野で注目を集める競争ダイナ

ミクス研究が挙げられる。競争ダイナミクス研究は、企業の競争的行動や企業間の競争的相互作

用に着目し、それらを促進／抑制する要因やそれらが企業成果に及ぼす影響を探究してきた研

究領域である。前者、すなわち、企業の競争的行動や企業間の競争的相互作用を促進／抑制する

要因に関する既存研究の知見は、動態的競争の予測と、後者、すなわち、企業の競争的行動や企

業間の競争的相互作用が企業成果に及ぼす影響に関する既存研究の知見は、企業レベルの競争

の対応という競争志向型マーケティング研究の研究課題と、密接に関連している。そこで、次章

第 3 章においては、競争ダイナミクス研究の知見を概観し、その援用可能性を吟味する。 
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第 3 章 競争ダイナミクス研究の知見 

 

 

本章においては、第 2 章で指摘した競争志向型マーケティング研究の課題克服のために、本

論が援用する競争ダイナミクス研究の知見を概観する。具体的には、第 1 節において、競争ダイ

ナミクス研究の全体像を概観し、その特徴と背景を説明すると共に、2 つの研究潮流の存在を示

す。第 2 節において、研究潮流Ⅰ：動態的競争を促進／抑制する要因を探究した既存研究の知見

をレビューする。第 3 節において、研究潮流Ⅱ：動態的競争が企業成果に及ぼす影響を探究した

既存研究の知見をレビューする。そして最後に、第 4 節において、本章の議論を総括する。 

 

 

3－1 競争ダイナミクス研究の概観 

 

3－1－1 特徴 

 

競争ダイナミクス研究とは、具体的かつ観察可能な企業の競争的行動（例えば、新製品の導入や、

既存製品の値下げ、広告キャンペーンの実施、販売経路の拡大）および企業間の競争的相互作用（例え

ば、競合企業の新製品に対抗した新製品の導入や、競合企業の既存製品の値下げに対抗した既存製品の値

下げ、競合企業の広告キャンペーンに対抗した広告キャンペーンの実施、競合企業の販路拡大に対抗した

販売経路の拡大）に着目し、それらの促進／抑制要因やそれらが企業成果に及ぼす影響を探究し

てきた研究領域である（Smith, et al., 2001; Chen and Miller, 2012）。同研究領域は、MacMillan, et 

al.（1985）の商業銀行間の競争的相互作用を対象とした探索的な研究を起源とし、以降、経営学

者やマーケティング学者によって、理論的・経験的な研究が数多く蓄積されてきた（cf. Gatignon 

and Soberman, 2002; Smith, et al., 2001; Chen and Miller, 2012）。 
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競争戦略論における他の代表的な研究領域と比較した競争ダイナミクス研究の特徴は、競争

の捉え方、分析対象、および分析アプローチにある。まず、競争の捉え方に関して、競争ダイナ

ミクス研究は、ポジショニング・ビュー（Porter, 1980）に代表される競争を静態的な状況として

扱う研究とは対照的に、競争を動態的なプロセス、すなわち、企業間の行動レベルの相互作用と

して扱うという特徴を有する5。 

次に、分析対象に関して、競争ダイナミクス研究は、外部環境から企業成果を説明しようと試

みるポジショニング・ビュー（e.g., Porter, 1980）や内部資源から企業成果を説明しようと試みる

リソース・ベースト・ビュー（e.g., Barney, 1991）とは異なり、企業の競争的行動や企業間の競争的

相互作用が、企業成果を規定する重要な要因であると考える。そのため、企業の競争的行動や企

業間の競争的相互作用自体を分析対象として扱うという特徴を有する。 

最後に、分析アプローチに関して、競争ダイナミクス研究は、ゲーム理論的なアプローチを採

用したフォーマル・モデルの構築を目指す研究（e.g., Shapiro, 1989）とは異なり、行動科学的なア

プローチを採用し、主観的な意思決定に基づく企業の競争的行動および競争的相互作用の傾向

や、そうした傾向と企業成果の関係を描写する経験的なモデルの構築を目指すという特徴を有

する。 

以上のような競争の捉え方、分析対象、および分析アプローチに関する特徴によって、競争ダ

                                                   

5  「動態的競争」という用語は、様々な文脈において使用されている。例えば、マーケティング研究におい

ても、時間の経過に伴って変化する企業の競争地位や、製品ライフサイクルの段階、互換的標準の形成・

普及プロセスの段階に応じて、企業が採用する競争戦略や企業の直面する競争環境が異なるという文脈

で、しばしば「動態的競争」や「動態的競争戦略」といった用語が使用されている（e.g., 嶋口, 1986; 米谷

2001）。しかしながら、競争ダイナミクス研究では、そうした時間の経過に伴う内部環境・外部環境の変

化に起因した競争状況の変化ではなく、企業間の行動レベルの相互作用を指す場合に限定して、「動態的

競争」という用語を使用する（Chen and Miller, 2012）。 



第 3 章 競争ダイナミクス研究の知見 

25 

イナミクス研究は、競争戦略論の他の研究領域とは異なる新たな視点や示唆を数多くもたらし、

その発展に貢献してきた（Chen and Miller, 2012）。 

 

3－1－2 背景 

 

 前節で紹介した競争ダイナミクス研究の競争の捉え方、分析対象、および分析アプローチに関

する特徴は、その理論的背景であるオーストリア学派経済学の影響を大きく受けている。オース

トリア学派経済学とは、オーストリアの経済学者 Carl Menger を始祖とする経済学の一学派で

ある。彼らは、完全情報のような非現実的な諸仮定の下で達成される均衡状態を中心的な分析対

象としている新古典派経済学が、不完全情報のような現実的な諸仮定の下で市場がいかに機能

するか、という問いに対して一切の説明を提供しないという点を批判し、現実的な諸仮定の下で

市場を機能させるメカニズムを中心的な分析対象としてきた（e.g., Hayek, 1948; Mises, 1949; 

Kirzner, 1973）。 

オーストリア学派経済学によると、不確実な状況下で、不完全な知識に基づき意思決定を行う

経済主体が、自己の改善を目的に絶えず行動を修正し、知識を獲得していくプロセスこそが、市

場を機能させるメカニズムであるという。例えば、Kirzner（1973）は、経済主体の中でも特に

企業家の役割に着目し、市場の無知から生じる利潤機会を機敏に察知して、獲得しようと試みる

企業家の継続的な行動（彼はこのような行動を「企業家的発見」と呼称する）が、市場を均衡状態に

向かわせるメカニズムであると述べている6。このように、オーストリア学派経済学は、新古典

                                                   

6  オーストリア学派の経済学者の中には、継続的な企業家的発見が必ず市場を均衡状態に向かわせるとい

うわけではないと主張する立場も存在する。例えば、その代表的な論者である Lachmann（1986）は、

企業家が誤り続け、市場全体が累積的で大規模な失敗に陥る事態も考えられるとして、市場が均衡に向

けて調整されるということが理論的に保証できないと主張している（cf. Karen, 1994; 尾近・橋本，2003）。 
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派経済学が捨像してきた経済主体の行動というミクロレベルの要因に着目し、市場のメカニズ

ムを説明してきた。 

 また、オーストリア学派経済学は、継続的な企業家的発見プロセスと競争プロセスは表裏一体

であると考える（Hayek, 1948）。なぜなら、企業家的発見とは、最良な取引よりも悪い取引を買

い手に提案している競合企業を発見し、そのギャップを埋めるように行動することであり、換言

すると、競合企業から利潤機会を奪い取る行動を意味するためである。彼らによると、不完全な

知識によって企業家が誤ることに加え、環境自体も絶えず変化するため、現実の市場において最

良な取引、すなわち、均衡状態が実現することはあり得ないという。そのため、市場には常に無

知から生じる利潤機会が存在し続け、それらの獲得を目指す企業家による継続的な発見によっ

て、競争プロセスもまた停止することはないという（Kirzner, 1973）。 

さらに、オーストリア学派経済学では、状況が経済主体の行動を規定するという状況決定論の

考え方に立つ新古典派経済学とは対照的に、経済主体の主観的な意思決定に基づく行動を想定

する（Mises, 1949）。すなわち、経済主体の知識や、価値観、目的といった内生的要因が、経済主

体の行動に影響を及ぼすと考える。そのため、オーストリア学派経済学では、新古典派経済学が

目指すような一義的な解は導出不可能であると考え、一定の条件の下で比較的安定性が高く、予

測可能な傾向の理解を目指すという方法論的立場をとる（樫原，2008）。 

オーストリア学派経済学の主張や考え方は、企業の戦略において重要ないくつかの示唆を与

えている。まず、オーストリア学派経済学の主張に基づくと、企業家的発見、すなわち、市場の

無知から生じる利潤機会を察知し、獲得しようと試みる競争的行動が、高い企業成果に貢献する

一方、それに対抗する競合企業の企業家的発見、すなわち、反応行動が、自社の企業成果に負の

影響を及ぼすと考えられる（Jacobson, 1992）。また、オーストリア学派経済学の想定に基づくと、

企業の行動は常に均衡状態には達しない不完全な行動であり、それゆえに残された利潤機会を

巡って競争プロセスは停止することがないため、企業の競争優位は本質的に非持続的な性質を

有するものであると考えられる（D’Aveni, 1994）。さらに、オーストリア学派経済学の想定に基づ
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くと、企業の行動は主観的な意思決定の結果であるため、その行動を予測するためには、企業の

意思決定に影響を及ぼす内生的要因を考慮する必要があると考えられる（Chen and Miller, 1994）。 

 以上のような、オーストリア学派経済学の主張およびそこから導かれる戦略上の示唆を理論

的背景にして、企業の競争的行動や企業間の競争的相互作用に着目し、行動科学的なアプローチ

によって、それらの促進／抑制要因やそれらが企業成果に及ぼす影響を探究する研究領域が、競

争ダイナミクス研究である。 

 

3－1－3 2 つの研究潮流 

 

 競争ダイナミクス研究は、その研究課題によって、2 つの研究潮流に大別される。1 つ目の研

究潮流（以下、研究潮流Ⅰ）は、動態的競争を促進／抑制する要因、すなわち、企業の競争的行動

や企業間の競争的相互作用を促進／抑制する要因を探究してきた既存研究によって構成される

（e.g., MacMillan, et al., 1985; Smith, et al., 1991; Chen, et al., 1992; Chen and Miller, 1994; Chen, 1996; 

Gimeno and Woo, 1996; Baun and Korn, 1999; Chen, et al., 2007; Marcel, et al., 2010）。オーストリア

学派経済学において、企業の競争的行動や企業間の競争的相互作用は、企業家的発見や継続的な

企業家的発見プロセスと同義であり、市場を均衡状態に向かわせる好ましいメカニズムとして

捉えられてきた。しかしながら、企業の視点に立った場合、特に、自社の発見・獲得した利潤機

会に対する競合企業の反応行動は、自社の企業成果に負の影響を及ぼすため、可能な限り避けた

り遅らせたりすることが望ましい。そうした実務的な課題を背景に、研究潮流Ⅰの既存研究は、

主に、競争的相互作用、より具体的には、その基礎にあたる反応行動を促進／抑制する要因を探

究してきた。 

 他方、2 つ目の研究潮流（以下、研究潮流Ⅱ）は、動態的競争が企業成果に及ぼす影響、すなわ

ち、企業の競争的行動や企業間の競争的相互作用が企業成果に及ぼす影響を探究してきた既存

研究によって構成される（e.g., Miller and Chen, 1994, 1996; Young, et al., 1996; Ferrier, et al., 1999; 
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Ferrier, 2001; Ferrier and Lee, 2002; Derfus, et al., 2008; Chen, et al., 2010）。オーストリア学派経済

学において、企業家的発見、すなわち、市場の無知から生じる利潤機会を機敏に察知し、獲得し

ようと試みる企業家の行動が、企業に高い利潤をもたらすと主張されている。また、企業家的発

見とは、競合企業から利潤機会を奪い取るという点で競争的行動であるとも述べられている。し

たがって、彼らの主張に基づくと、積極的な競争的行動を採用する企業ほど、新たな利潤機会の

発見や知識の獲得を通じて、高い企業成果を達成することができると予測される。また、その傾

向は、動態的競争が促進され、獲得した利潤機会の持続性が低い今日のような激しい競争環境に

おいて、より顕著であると予測される。そうした予測に基づいて、研究潮流Ⅱの既存研究は、主

に、企業の競争的行動が当該企業の企業成果に及ぼす影響を探究してきた。 

このように競争ダイナミクス研究には、研究課題に応じた 2 つの研究潮流が存在する。そこ

で、次節第 2 節においては、研究潮流Ⅰ、すなわち、動態的競争を促進／抑制する要因を探究す

る既存研究の知見を、続く第 3 節においては、研究潮流Ⅱ、すなわち、動態的競争が企業成果に

及ぼす影響を探究する既存研究の知見を、それぞれレビューする。 

 

 

3－2 研究潮流Ⅰ：動態的競争を促進／抑制する要因 

 

3－2－1 研究潮流Ⅰの概念枠組 

 

 研究潮流Ⅰの既存研究は、動態的競争を促進／抑制する要因、すなわち、企業の競争的行動や

企業間の競争的相互作用を促進／抑制する要因を探究してきた。その際、既存研究は、企業が、

競争的行動全般を積極的に採用する程度である「競争性」や、競争的行動の中でも対抗的な競争
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的行動、すなわち、反応行動を積極的に採用する程度である「反応性」を説明対象としてきた7。

特に、後者の反応性は、企業間の競争的相互作用のメカニズムを理解する上で基礎となる概念で

あり、前述のとおり、研究潮流Ⅰの既存研究の中心的な説明対象である。既存研究において、競

争性や反応性は、競争的行動全般または反応行動の採用数（e.g., Chen, et al., 1992; Chen and Miller, 

1994; Chen and Hambrick, 1995; Hambrick, Cho, and Chen, 1996; Young, et al., 1996; Ferrier, 2001; 

Chen, et al., 2007）、競争的行動全般または反応行動の激しさ（e.g., Heil and Walters, 1993; Robertson, 

et al., 1995; Chen, 1996; Gimeno and Woo, 1996; Hambrick, et al., 1996; Shankar, 1999; Baum and Korn, 

1999; Kuester, et al., 1999; Hultink and Langerak, 2001; Chen, et al., 2010）、競争的行動全般または

反応行動の採用スピード（e.g., MacMillan, et al., 1985; Smith, et al., 1991; Chen and MacMillan, 1992; 

Chen, et al., 1992; Bowman and Gatignon, 1995; Chen and Hambrick, 1995; Hambrick, et al., 1996; 

Kuester, et al., 1999; Hultink and Langerak, 2001; Marcel, et al., 2010）、反応行動の採用可能性

（Robinson, 1988; Smith, et al., 1991; Chen and MacMillan, 1992; Robertson, et al., 1995; Waarts and 

Wierenga, 2000; Jayachandran and Varadarajan, 2006; Debruyne, et al., 2010; Kang, et al., 2010; 

Marcel, et al., 2010）といった複数の次元によって測定されてきた。 

 また、研究潮流Ⅰの既存研究は、競争性や反応性を直接的に規定する内生的要因として、企業

の認知（awareness）、動機（motivation）、および能力（capability）の 3 つの要因に着目してきた。

すなわち、既存研究によると、企業が競争的行動全般または反応行動を採用すべき対象となる機

会や脅威を認知した場合、競争的行動全般または反応行動を採用する必要性を高く知覚した場

合、および効果的な競争的行動全般または反応行動を採用することが自社にとって可能である

                                                   

7  既存研究が扱っている競争性や反応性以外の説明対象には、反応手段の一致性（Smith, et al., 1991; Chen 

and MacMilan, 1992; Robertson, et al., 1995）および反応行動の幅（Kuester, et al., 1999）がある。しかしな

がら、これらの説明対象を扱う既存研究は、研究潮流Ⅰにおいては例外的であり、大半は、競争性や反

応性を説明対象としてきた（その中でも中心的な説明対象は後者）。 
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と高く知覚した場合に、当該企業の競争性や反応性は高まるという（Chen and Miller, 1994）。提

唱者の Chen and Miller（1994）によって、それぞれの頭文字から AMC 枠組と名付けられたこ

の枠組は、同研究潮流の多くの既存研究によって用いられてきた（cf. Chen and Miller, 2012）8。 

注記すべき点として、反応性を説明対象とする既存研究には、競合企業の競争的行動を攻撃的

な行動、焦点企業の反応行動を防衛的な行動とする暗黙裡の前提が存在する点が挙げられる。そ

うした前提に基づき、反応性を説明対象とする既存研究は、反応行動を採用する目的として、既

に獲得した利潤機会の維持・防衛を、反応行動を採用する動機として、脅威の知覚、すなわち、

既に獲得した利潤機会を奪われると知覚する程度を、それぞれ想定している（e.g., Chen, et al., 

1992; Chen and Miller, 1994; Kuester, et al., 1999; Jayachandran and Varadarajan, 2006; Chen, et al., 

2007; Marcel, et al., 2010）。 

 最後に、既存研究は、認知、動機、および能力への影響を通じて、焦点企業の競争性や反応性

を促進／抑制する要因を検討してきた。これらの要因は、4 つの次元に分類することができる。

1 つ目の次元は、市場特性に関する要因であり、市場ごとの焦点企業の競争性や反応性の差異を

説明する要因が探究されてきた。2 つ目の次元は、焦点企業特性に関する要因であり、焦点企業

ごとの競争性や反応性の差異を説明する要因が探究されてきた。3 つ目の次元は、競合企業特性

に関する要因であり、2 企業間、すなわち、焦点企業と競合企業のペアごとの競争性や反応性の

差異を説明する要因が探究されてきた。4 つ目の次元は、競争的行動特性に関する要因であり、

競争的行動ごとの焦点企業の反応性の差異を説明する要因が探究されてきた。 

 以上の議論を踏まえた研究潮流Ⅰの概念枠組は、図表 3－1 に示されるとおりである。次節以

降では、焦点企業の競争性や反応性を促進／抑制する要因に関する既存研究の知見を 4 つの次 

                                                   

8  全ての既存研究が、AMC 枠組に依拠することを明示し、認知、動機、および能力のそれぞれの観点から

包括的に競争性や反応性を議論しているわけではない。しかし、各既存研究が扱う説明変数とその影響

は、後述のとおり、AMC 枠組に基づいて整理することが可能である。 
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図表 3－1 研究潮流Ⅰの概念枠組 

 

元、すなわち、市場特性、焦点企業特性、競合企業特性、および競争的行動特性ごとに概観する。 

 

3－2－2 研究潮流Ⅰの知見：競争性や反応性を促進／抑制する市場特性 

 

焦点企業の競争性や反応性を促進／抑制する市場特性に関して、図表 3－2に示されるとおり、

既存研究は、成長率（Robinson, 1988; Miller and Chen, 1994; Bowman and Gatignon, 1995; Kuester, 

et al., 1999; Hultink and Langerak, 2001）、多様性（Miller and Chen, 1994）、集中度（Robinson, 1988; 

Bowman and Gatignon, 1995; Kuester, et al., 1999）、競争度（Bowman and Gatignon, 1995; Kuester, 

et al., 1999; Chen, et al., 2010）、および水平的な協調メカニズム（Young, et al., 1996）の影響を理

論的・経験的に吟味してきた。 

第 1 に、市場の成長率に関して、焦点企業の競争性を説明対象とする Miller and Chen（1994）

は、市場の成長率が高いほど、自社の競争的行動が成功するのではないかという期待が高いため、

焦点企業は競争的行動全般を採用する容易性を知覚しやすいと予測している。その上で、市場の

成長率は、焦点企業の当該市場における競争性に正の影響を及ぼすと主張し、そうした正の影響 
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図表 3－2 焦点企業の競争性や反応性を促進／抑制する市場特性 

 

を経験的にも見出している。また、同様の影響は、焦点企業の反応性を説明対象とする他の既存

研究においても見出されている（Robinson, 1988; Kuester, et al., 1999）。他方、焦点企業の反応性

を説明対象とする Hultink and Langerak（2001）は、市場の成長率が低いほど、市場の競争圧

力が高いため、焦点企業は反応行動を採用する必要性を知覚しやすいと予測している。その上で、

市場の成長率は、焦点企業の当該市場における反応性に負の影響を及ぼすと主張し、そうした負

の影響を経験的にも見出している。また、同様の影響は、焦点企業の反応性を説明対象とする他

の既存研究においても見出されている（Bowman and Gatignon, 1995）。 

第 2 に、市場の多様性に関して、焦点企業の競争性を説明対象とする既存研究は、市場の多様

性が高いほど、外的な情報探索が促進される可能性が高いため、焦点企業は競争的行動全般の対

象となる機会や脅威を認知しやすいと予測している。その上で、市場の多様性は、焦点企業の当

該市場における競争性に正の影響を及ぼすと主張し、そうした正の影響を経験的にも見出して
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いる（Miller and Chen, 1994）。 

第 3 に、市場の集中度に関して、焦点企業の反応性を説明対象とする既存研究は、市場の集中

度が高いほど、企業間の協調的行動や相互自制が生じる可能性が高いため、焦点企業は反応行動

を採用する必要性を知覚しにくいと予測している。その上で、市場の集中度は、焦点企業の当該

市場における反応性に負の影響を及ぼすと主張している（Robinson, 1988; Bowman and Gatignon, 

1995; Kuester, et al., 1999）。ただし、既存研究の経験的テストの結果は、そうした負の影響を支

持する結果（Kuester, et al., 1999）と、支持しない結果（Robinson, 1988; Bowman and Gatignon, 

1995）が混在している。 

第 4 に、市場の競争度（スイッチング・コスト、技術革新のスピード、価格感度を含む）に関して、

焦点企業の競争性および反応性を説明対象とする既存研究は、市場の競争度が高いほど、獲得し

た利潤機会や競争優位が非持続的になる可能性が高いため、焦点企業は競争的行動全般や反応

行動を採用する必要性を知覚しやすいと予測している。その上で、市場の競争度は、焦点企業の

当該市場における競争性や反応性に正の影響を及ぼすと主張している（Bowman and Gatignon, 

1995; Kuester, et al., 1999; Chen, et al., 2010）。ただし、既存研究の経験的テストの結果は、そうし

た正の影響を支持する結果（Chen, et al., 2010）と、支持しない結果（Bowman and Gatignon, 1995; 

Kuester, et al., 1999）が混在している。 

第 5 に、市場の水平的な協調メカニズム、すなわち、市場における業界団体や企業間の提携の

数に関して、焦点企業の競争性を説明対象とする既存研究は、市場に水平的な協調メカニズムが

多いほど、そうした協調関係を維持しようというインセンティブが働く可能性が高いため、焦点

企業は競争的行動全般を採用する必要性を知覚しにくいと予測している。その上で、市場の水平

的な協調メカニズムは、焦点企業の当該市場における競争性に負の影響を及ぼすと主張し、そう

した負の影響を経験的にも見出している（Young, et al., 1996）。 

以上のレビューの要約として、焦点企業の競争性や反応性を促進／抑制する市場特性を AMC

枠組に基づき整理した結果は、図表 3－3 に示されるとおりである。 
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図表 3－3 既存研究が扱ってきた市場特性の AMC 枠組に基づく整理 

説明対象 要因 影響（主張） 既存研究 

認知への影響を通じて競争性や反応性を促進／抑制する要因 

競争性 多様性 促進 Miller and Chen, 1994 

動機の知覚への影響を通じて競争性や反応性を促進／抑制する要因 

競争性 

反応性 
成長率 抑制 

Bowman and Gatignon, 1995; Hultink 

and Langerak, 2001 

反応性 集中度 抑制 
Robinson, 1988; Bowman and Gatignon, 

1995; Kuester, et al., 1999 

競争性 

反応性 

競争度 

（スイッチング・コスト・技術革新

のスピード・価格感度を含む） 

促進 
Bowman and Gatignon, 1995; Kuester, et 

al., 1999; Chen, et al., 2010 

競争性 協調メカニズム 抑制 Young, et al., 1996 

能力の知覚への影響を通じて競争性や反応性を促進／抑制する要因 

競争性 成長率 促進 
Robinson, 1988; Miller and Chen, 1994; 

Kuester, et al., 1999 

 

3－2－3 研究潮流Ⅰの知見：競争性や反応性を促進／抑制する焦点企業特性 

 

焦点企業の競争性や反応性を促進／抑制する焦点企業特性に関して、図表 3－4 に示されると

おり、既存研究は、規模／シェア（Robinson, 1988; Smith, et al., 1991; Miller and Chen, 1994; Bowman 

and Gatignon, 1995; Chen and Hambrick, 1995; Kuester, et al., 1999）、資源／能力（Smith, et al., 1991; 

Bowman and Gatignon, 1995; Debruyne, et al., 2010）、年齢（Miller and Chen, 1994）、競争経験（Smith, 

et al., 1991; Miller and Chen, 1994）、企業成果（Miller and Chen, 1994; Jayachandran and Varadarajan, 

2006）、外部志向性（Smith, et al., 1991）、市場依存度（Robinson, 1988; Chen and MacMillan, 1992; 

Robertson, et al., 1995; Kuester, et al., 1999）、トップ・マネジメント・チーム（以下、TMT）の異質性

（Hambrick, et al., 1996; Chen, et al., 2010）、および水平的な協調メカニズム（Young, et al., 1996）

の影響を理論的・経験的に吟味してきた。 

第 1 に、焦点企業の規模／シェアに関して、焦点企業の競争性および反応性を説明対象とす 
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図表 3－4 焦点企業の競争性や反応性を促進／抑制する焦点企業特性 

 

る既存研究は、焦点企業の規模／シェアが大きいほど、意思決定プロセスが複雑になる可能性が

高いため、当該企業は競争的行動全般や反応行動を採用する困難性を知覚しやすいと予測して

いる。その上で、焦点企業の規模／シェアは、当該企業の市場における競争性や反応性に負の影

響を及ぼすと主張し、そうした負の影響を経験的にも見出している（Robinson, 1988; Smith, et al., 

1991; Miller and Chen, 1994; Bowman and Gatignon, 1995; Kuester, et al., 1999）。例外的に、焦点企

業の反応性を説明対象とする Chen and Hambrick（1995）は、焦点企業の規模／シェアが大き

いほど、多様な反応行動を可能にする余剰資源を豊富に有する可能性が高いため、当該企業は反

応行動を採用する容易性を知覚しやすいと予測している。その上で、焦点企業の規模／シェアは、

当該企業の反応性に正の影響を及ぼすと主張し、そうした正の影響を経験的にも見出している。
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しかしながら、焦点企業の規模／シェアが反応性に及ぼす正の影響を見出している既存研究は、

彼らのみである。 

 第 2 に、焦点企業の資源／能力に関して、焦点企業の反応性を説明対象とする既存研究は、焦

点企業の資源／能力が高いほど、一方では現状への満足によって当該企業は反応行動を採用す

る必要性を知覚しにくいが、他方では余剰資源によって当該企業は反応行動を採用する容易性

を知覚しやすいと予測している。その上で、焦点企業の資源／能力は、当該企業の反応性に正お

よび負の両方の影響を及ぼすと主張し、そうした両方の影響を経験的にも見出している（Smith, 

et al., 1991; Debruyne, et al., 2010）。 

 第 3 に、焦点企業の年齢に関して、焦点企業の競争性を説明対象とする既存研究は、焦点企業

の年齢が高いほど、規模／シェアと同様に、意思決定プロセスが複雑になる可能性が高いため、

当該企業は競争的行動全般を採用する困難性を知覚しやすいと予測している。その上で、焦点企

業の年齢は、当該企業の競争性に負の影響を及ぼすと主張し、そうした負の影響を経験的にも見

出している（Miller and Chen, 1994）。 

 第 4 に、焦点企業の競争経験（TMT の経験を含む）に関して、焦点企業の競争性および反応性

を説明対象とする既存研究は、焦点企業の競争経験が豊富なほど、競争に関する知識やノウハウ

が豊富である可能性が高いため、当該企業は競争的行動全般や反応行動の対象となる機会や脅

威を認知しやすく、かつ競争的行動全般や反応行動を採用する容易性を知覚しやすいと予測し

ている。その上で、焦点企業の競争経験は、当該企業の競争性や反応性に正の影響を及ぼすと主

張し、そうした正の影響を経験的にも見出している（Smith, et al., 1991; Miller and Chen, 1994）。 

 第 5 に、焦点企業の企業成果に関して、焦点企業の競争性を説明対象とする Miller and Chen

（1994）は、焦点企業の企業成果が高いほど、現状に満足してしまう可能性が高いため、当該企

業は競争的行動全般を採用する必要性を知覚しにくいと予測している。その上で、焦点企業の企

業成果は、当該企業の競争性に負の影響を及ぼすと主張し、そうした負の影響を経験的にも見出

している。他方、焦点企業の反応性を説明対象とする Jayachandran and Varadarajan（2006）



第 3 章 競争ダイナミクス研究の知見 

37 

は、焦点企業の企業成果が高いほど、一方では現状への満足によって当該企業は反応行動を採用

する必要性を知覚しにくいが、他方では余剰資源によって当該企業は反応行動を採用する容易

性を知覚しやすいと予測している。その上で、焦点企業の企業成果は、当該企業の反応性に正お

よび負の両方の影響を及ぼすと主張し、そうした両方の影響を経験的にも見出している。 

 第 6 に、焦点企業の外部志向性に関して、焦点企業の反応性を説明対象とする既存研究は、焦

点企業の外部志向性が高いほど、外部情報探索が積極的に行われる可能性が高いため、当該企業

は反応行動の対象となる脅威を認知しやすいと予測している。その上で、焦点企業の外部志向性

は、当該企業の反応性に正の影響を及ぼすと主張し、そうした正の影響を経験的にも見出してい

る（Smith, et al., 1991）。 

 第 7 に、焦点企業の市場依存度に関して、焦点企業の反応性を説明対象とする既存研究は、焦

点企業の市場依存度が高いほど、生存を脅かす危機に対して機敏である可能性が高いため、当該

企業は反応行動の対象となる脅威を認知しやすく、かつ反応行動を採用する必要性を知覚しや

すいと予測している。その上で、焦点企業の市場依存度は、当該企業の反応性に正の影響を及ぼ

すと主張し、そうした正の影響を経験的にも見出している（Robinson, 1988; Chen and MacMillan, 

1992; Robertson, et al., 1995）。 

 第 8 に、焦点企業の TMT の異質性、すなわち、TMT メンバーの職能、専攻、および在職期

間の異質性に関して、焦点企業の競争性および反応性を説明対象とする既存研究は、焦点企業の

TMT の異質性が高いほど、一方では多様な視点からの情報探索によって当該企業は競争的行動

全般や反応行動の対象となる機会や脅威を認知しやすいが、他方では意思決定の際のコンフリ

クトによって当該企業は競争的行動全般や反応行動を採用する困難性を知覚しやすいと予測し

ている。その上で、焦点企業の TMT の異質性は、当該企業の競争性や反応性に正および負の両

方の影響を及ぼすと主張し、そうした両方の影響を経験的にも見出している（Hambrick, et al., 

1996; Chen, et al., 2010）。 

 第 9 に、焦点企業の水平的な協調メカニズム、すなわち、市場における業界団体や提携企業の 
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図表 3－5 既存研究が扱ってきた焦点企業特性の AMC 枠組に基づく整理 

説明対象 要因 影響（主張） 既存研究 

認知への影響を通じて競争性や反応性を促進／抑制する要因 

競争性 

反応性 

競争経験 

（TMT の経験を含む） 
促進 Smith, et al., 1991; Miller and Chen, 1994 

反応性 外部志向性 促進 Smith, et al., 1991 

反応性 市場依存度 促進 

Robinson, 1988; Chen and MacMillan, 

1992; Robertson, et al., 1995; Kuester, et 

al., 1999 

競争性 

反応性 
TMT の異質性 促進 Hambrick, et al., 1996 

動機の知覚への影響を通じて競争性や反応性を促進／抑制する要因 

反応性 資源／能力 抑制 Smith, et al., 1991; Debruyne, et al., 2010 

競争性 

反応性 
企業成果 抑制 

Miller and Chen, 1994; Jayachandran and 

Varadarajan, 2006 

反応性 市場依存度 促進 

Robinson, 1988; Chen and MacMillan, 

1992; Robertson, et al., 1995; Kuester, et 

al., 1999 

能力の知覚への影響を通じて競争性や反応性を促進／抑制する要因 

競争性 

反応性 
規模／シェア 抑制 

Robinson, 1988; Smith, et al., 1991; Miller 

and Chen, 1994; Bowman and Gatignon, 

1995; Kuester, et al., 1999 

反応性 資源／能力 促進 Smith, et al., 1991; Debruyne, et al., 2010 

競争性 年齢 抑制 Miller and Chen, 1994 

競争性 

反応性 

競争経験 

（TMT の経験を含む） 
促進 Smith, et al., 1991; Miller and Chen, 1994 

反応性 企業成果 促進 Jayachandran and Varadarajan, 2006 

競争性 

反応性 
TMT の異質性 抑制 Hambrick, et al., 1996; Chen, et al., 2010 

競争性 水平的な協調メカニズム 促進 Young, et al., 1996 

 

数に関して、焦点企業の競争性を説明対象とする既存研究は、焦点企業が有する水平的な協調メ
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カニズムが多いほど、豊富かつ多様な競争資源を有する可能性が高いため、当該企業は競争的行

動全般を採用する容易性を知覚しやすいと予測している。その上で、焦点企業の水平的な協調メ

カニズムは、当該企業の競争性に正の影響を及ぼすと主張し、そうした正の影響を経験的にも見

出している（Young, et al., 1996）。 

以上のレビューの要約として、焦点企業の競争性や反応性を促進／抑制する焦点企業特性を

AMC 枠組に基づき整理した結果は、図表 3－5 に示されるとおりである。 

 

3－2－4 研究潮流Ⅰの知見：競争性や反応性を促進／抑制する競合企業特性 

 

焦点企業の競争性や反応性を促進／抑制する競合企業特性に関して、図表 3－6 に示されると

おり、既存研究は、規模／シェア（Bowman and Gatignon, 1995; Chen, et al., 2007）、資源／能力

（Bowman and Gatignon, 1995; Chen, et al., 2007）、新規性（Shankar, 1999; Waarts and Wierenga, 

2000）、攻撃性（Shankar, 1999; Waarts and Wierenga, 2000; Hultink and Langerak, 2001; Chen, et al., 

2007）、成功可能性（Waarts and Wierenga, 2000）、資源の類似性（Chen, 1996; Chen, et al., 2007）、

戦略の類似性（Gimeno and Woo, 1996）、および市場の共通性（Chen, 1996; Gimeno and Woo, 1996; 

Baum and Korn, 1999; Shankar, 1999; Kang, et al., 2010）の影響を理論的・経験的に吟味してきた。 

第 1 に、競合企業の規模／シェアに関して、焦点企業の反応性を説明対象とする Chen, et al. 

（2007）は、競合企業の規模／シェアが大きいほど、当該企業の競争的行動が、他の企業の注目

を集める可能性および市場に大きな影響を及ぼす可能性が高いため、焦点企業は、当該企業の競

争的行動を認知しやすく、かつ当該企業に対する反応行動を採用する必要性を知覚しやすいと

予測している。その上で、競合企業の規模／シェアは、焦点企業の当該企業に対する反応性に正

の影響を及ぼすと主張し、そうした正の影響を経験的にも見出している（Chen, et al., 2007）。他

方、焦点企業の反応性を説明対象とする Bowman and Gatignon（1995）は、競合企業の規模／

シェアが大きいほど、当該企業に対する反応行動に必要なコストが高いため、焦点企業は当該企 
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図表 3－6 焦点企業の競争性や反応性を促進／抑制する競合企業特性 

 

業に対する反応行動を採用する困難性を知覚しやすいと予測している。その上で、競合企業の規

模／シェアは、焦点企業の当該企業に対する反応性に負の影響を及ぼすと主張し、そうした負の

影響を経験的にも見出している。 

第 2 に、競合企業の資源／能力に関して、焦点企業の反応性を説明対象とする既存研究は、競

合企業の資源／能力の優位性が高いほど、当該企業の競争的行動が、他の企業の注目を集める可

能性および市場に大きな影響を及ぼす可能性が高いため、焦点企業は、当該企業の競争的行動を

認知しやすく、かつ当該企業に対する反応行動を採用する必要性を知覚しやすいと予測してい

る。その上で、競合企業の資源／能力は、焦点企業の当該企業に対する反応性に正の影響を及ぼ

すと主張し、そうした正の影響を経験的にも見出している（Chen, et al., 2007）。 

能力 

認知 

動機 

促進／抑制要因 内生的要因 意思決定 

焦点企業の 
競争性や反応性 

・数 
・激しさ 
・スピード 
・採用可能性 

競合企業特性 

競争的行動特性 

市場特性 

焦点企業特性 

・規模／シェア 
・資源／能力 
・新規性 
・攻撃性 
・成功可能性 
・資源の類似性 
・戦略の類似性 
・市場の共通性 



第 3 章 競争ダイナミクス研究の知見 

41 

第 3 に、競合企業の新規性に関して、焦点企業の反応性を説明対象とする既存研究は、競合企

業が新規参入企業である場合、当該企業の競争的行動が他の企業の注目を集める可能性が高く、

かつ当該企業に対する反応行動が従来の既存企業間の関係性に悪影響を及ぼす可能性が低いた

め、焦点企業は、当該企業の競争的行動を認知しやすく、かつ当該企業に対する反応行動を採用

する必要性を知覚しやすいと予測している。その上で、競合企業の新規性は、焦点企業の当該企

業に対する競争性に正の影響を及ぼすと主張し、そうした正の影響を経験的にも見出している

（Shankar, 1999）。 

第 4 に、競合企業の攻撃性、すなわち、当該企業による激しい競争的行動の採用実績に関し

て、焦点企業の反応性を説明対象とする既存研究は、競合企業の高いほど、当該企業の競争的行

動が、他の企業の注目を集める可能性および市場に大きな影響を及ぼす可能性が高いため、焦点

企業は、当該企業の競争的行動を認知しやすく、かつ当該企業に対する反応行動を採用する必要

性を知覚しやすいと予測している。その上で、競合企業の攻撃性は、焦点企業の当該企業に対す

る競争性に正の影響を及ぼすと主張し、そうした正の影響を経験的にも見出している（Shankar, 

1999; Waarts and Wierenga, 2000; Hultink and Langerak, 2001; Chen, et al., 2007）。 

第 5 に、競合企業の成功可能性、すなわち、当該企業による優れた競争的行動の採用実績に関

して、焦点企業の反応性を説明対象とする既存研究は、競合企業の成功可能性が高いほど、攻撃

性と同様に、当該企業の競争的行動が、他の企業の注目を集める可能性および市場に大きな影響

を及ぼす可能性が高いため、焦点企業は、当該企業の競争的行動を認知しやすく、かつ当該企業

に対する反応行動を採用する必要性を知覚しやすいと予測している。その上で、競合企業の成功

可能性は、焦点企業の当該企業に対する競争性に正の影響を及ぼすと主張し、そうした正の影響

を経験的にも見出している（Waarts and Wierenga, 2000）。 

第 6 に、企業間の資源の類似性に関して、焦点企業の反応性を説明対象とする Chen et al.

（2007）は、企業間の資源の類似性が高いほど、互いをライバルとして認識する可能性が高いた

め、焦点企業は、競合企業の競争的行動を認知しやすく、かつ競合企業に対する反応行動を採用
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する必要性を知覚しやすいと予測している。その上で、企業間の資源の類似性は、焦点企業の競

合企業に対する反応性に正の影響を及ぼすと主張したが、そうした正の影響は経験的には見出

されていない。他方、焦点企業の競争性および反応性を説明対象とする Chen（1996）は、反応

行動に関しては、企業間の資源の類似性が高いほど、競合企業の競争的行動に対する効果的な反

応行動に必要な資源を有している可能性が高いため、焦点企業は当該企業に対する反応行動を

採用する容易性を知覚しやすいと予測している。その上で、企業間の資源の類似性は、焦点企業

の競合企業に対する積極的な反応行動の採用に正の影響を及ぼすと主張している。他方、先行行

動に関しては、企業間の資源の類似性が高いほど、競合企業の効果的な反応行動による報復の懸

念を抱く可能性が高いため、焦点企業は当該企業に対する先行行動を採用する必要性を知覚し

にくいと予測している。その上で、企業間の資源の類似性は、焦点企業の競合企業に対する積極

的な先行行動の採用に負の影響を及ぼすと主張している。ただし、彼は、経験的テストは行って

いない。 

第 7 に、企業間の戦略の類似性に関して、焦点企業の競争性を説明対象とする Gimeno and 

Woo（1996）は、企業間の戦略の類似性が高いほど、破壊的な競争を避けようと協調的行動を採

用する可能性が高いため、焦点企業は競合企業に対する競争的行動全般を採用する必要性を知

覚しにくいという戦略グループ研究（e.g., Newman, 1978）の主張と、企業間の戦略の類似性が高

いほど、企業間の代替性が高く、かつ模倣の容易性も高いため、焦点企業は競合企業に対する競

争的行動全般を採用する必要性や容易性を知覚しやすいという差別化研究（e.g., Hotelling, 1929）

やリソース・ベースト・ビュー（e.g., Barney, 1991）の主張を対立仮説として提唱し、経験的テスト

を行った。その結果、企業間の戦略の類似性は、焦点企業の競合企業に対する競争性に弱い正の

影響を及ぼすことが見出されている。 

第 8 に、企業間の市場の共通性、すなわち、参入市場が企業間で重複している程度に関して、

焦点企業の競争性を説明対象とする既存研究は、企業間の市場の共通性が高いほど、お互いが他

の市場における報復行動を懸念して、相互自制を働かせる可能性が高いため、焦点企業は競合 
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図表 3－7 既存研究が扱ってきた競合企業特性の AMC 枠組に基づく整理 

説明対象 要因 影響（主張） 既存研究 

認知への影響を通じて競争性や反応性を促進／抑制する要因 

反応性 規模／シェア 促進 Chen, et al., 2007 

反応性 資源／能力 促進 Chen, et al., 2007 

競争性 新規性 促進 
Shankar, 1999; Waarts and Wierenga, 

2000 

競争性 攻撃性 促進 

Shankar, 1999; Waarts and Wierenga, 

2000; Hultink and Langerak, 2001; Chen, 

et al., 2007 

競争性 成功可能性 促進 Waarts and Wierenga, 2000 

競争性 資源の類似性 促進 Chen, et al., 2007 

競争性 戦略の類似性 促進 Gimeno and Woo, 1996 

反応性 市場の共通性 促進 
Chen, 1996; Baum and Korn, 1999; Kang, 

et al., 2010 

動機の知覚への影響を通じて競争性や反応性を促進／抑制する要因 

反応性 規模／シェア 促進 Chen, et al., 2007 

反応性 資源／能力 促進 Chen, et al., 2007 

競争性 新規性 促進 
Shankar, 1999; Waarts and Wierenga, 

2000 

競争性 攻撃性 促進 

Shankar, 1999; Waarts and Wierenga, 

2000; Hultink and Langerak, 2001; Chen, 

et al., 2007 

競争性 成功可能性 促進 Waarts and Wierenga, 2000 

競争性 資源の類似性 混在 Chen, 1996; Chen, et al., 2007 

競争性 戦略の類似性 促進 Gimeno and Woo, 1996 

競争性 

反応性 
市場の共通性 混在 

Chen, 1996; Gimeno and Woo, 1996; 

Baum and Korn, 1999; Shankar, 1999; 

Kang, et al., 2010 
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図表 3－7 既存研究が扱ってきた競合企業特性の AMC 枠組に基づく整理（つづき） 

説明対象 要因 影響（主張） 既存研究 

能力の知覚への影響を通じて競争性や反応性を促進／抑制する要因 

反応性 規模／シェア 抑制 Bowman and Gatignon, 1995 

反応性 資源の類似性 促進 Chen, 1996 

競争性 戦略の類似性 促進 Gimeno and Woo, 1996 

 

企業に対する競争的行動全般を採用する必要性を知覚しにくいと予測している。その上で、企業

間の市場の共通性は、焦点企業の競合企業に対する競争性に負の影響を及ぼすと主張し、そうし

た負の影響を経験的にも見出している（Gimeno and Woo, 1996; Shankar, 1999）。他方、焦点企業

の競争性を説明対象とする Baum and Korn（1999）は、企業間の市場の共通性が高いほど、あ

る水準までは互いをライバルとして認識する可能性が高いため、焦点企業は競合企業の競争的

行動を認知しやすく、かつ競合企業に対する競争的行動を採用する必要性を知覚しやすいが、あ

る水準を超えると相互自制が働く可能性が高いため、焦点企業が競合企業に対する競争的行動

全般を採用する必要性を知覚しにくいと予測している。その上で、市場の共通性は、焦点企業の

競合企業に対する競争性に逆 U 字の影響を及ぼすと主張し、そうした逆 U 字の影響を経験的に

も見出している。また、焦点企業の競争性および反応性を説明対象とする Chen（1996）や Kang, 

et al.（2010）は、反応行動に関しては、企業間の市場の共通性が高いほど、今後の抑止力として

逸脱者は報復を受ける可能性が高いため、焦点企業は競合企業に対する反応行動を採用する必

要性を知覚しやすいと予測している。その上で、企業間の市場の共通性は、焦点企業の競合企業

に対する積極的な反応行動に正の影響を及ぼすと主張し、そうした影響を経験的にも見出して

いる。他方、先行行動に関しては、企業間の市場の共通性が高いほど、相互自制が働く可能性が

高いため、焦点企業が競合企業に対する先行行動を採用する必要性を知覚しにくいと予測して

いる。その上で、企業間の市場の共通性は、焦点企業の競合企業に対する積極的な先行行動の採
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用に負の影響を及ぼすと主張し、そうした影響を経験的にも見出している。 

以上のレビューの要約として、焦点企業の競争性や反応性を促進／抑制する競合企業特性を

AMC 枠組に基づき整理した結果は、図表 3－7 に示されるとおりである。 

 

3－2－5 研究潮流Ⅰの知見：反応性を促進／抑制する競争的行動特性 

 

焦点企業の反応性を促進／抑制する競争的行動特性に関して、図表 3－8 に示されるとおり、

既存研究は、注目度（MacMillan, et al., 1985; Chen and Miller, 1994）、影響範囲（Chen, et al., 1992; 

Hultink and Langerak, 2001）、激しさ（Robinson, 1988; Hultink and Langerak, 2001）、革新性

（MacMillan, et al., 1985; Robinson, 1988; Kuester, et al., 1999; Waarts and Wierenga, 2000）、成功可

能性（MacMillan, et al., 1985）、焦点企業の主力事業に対する影響の大きさ（Chen, et al., 1992; Heil 

and Walters, 1993; Chen and Miller, 1994; Robertson, et al., 1995 Kuester, et al., 1999; Waarts and 

Wierenga, 2000; Marcel, et al., 2010）、複雑性／実行コスト（MacMillan, et al., 1985; Chen, et al., 

1992; Heil and Walters, 1993; Chen and Miller, 1994; Bowman and Gatignon, 1995）、不可逆性（Chen 

and MacMillan, 1992）、焦点企業との適合性（MacMillan, et al., 1985）、手段／タイプ（Robinson, 

1988; Smith, et al., 1991; Chen and MacMillan, 1992; Chen, et al., 1992）の影響を理論的・経験的に

吟味してきた。 

第 1 に、競争的行動の注目度に関して、焦点企業の反応性を説明対象とする既存研究は、競争

的行動の注目度が高いほど、焦点企業は当該行動を認知しやすいと予測している。その上で、競

争的行動の注目度は、焦点企業の当該行動に対する反応性に正の影響を及ぼすと主張し、そうし

た正の影響を経験的にも見出している（MacMillan, et al., 1985; Chen and Miller, 1994）。 

第 2 に、競争的行動の影響範囲に関して、焦点企業の反応性を説明対象とする既存研究は、競

争的行動の影響範囲が広いほど、すなわち、ターゲットが広いほど、焦点企業は当該行動を認知

しやすいと予測している。その上で、競争的行動の注目度は、焦点企業の当該行動に対する反応 
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図表 3－8 焦点企業の反応性を促進／抑制する競争的行動特性 

 

性に正の影響を及ぼすと主張し、そうした正の影響を経験的にも見出している（Chen, et al., 1992; 

Hultink and Langerak, 2001）。 

第 3 に、競争的行動の激しさに関して、焦点企業の反応性を説明対象とする Hultink and 

Langerak（2001）は、競争的行動が激しいほど（例えば、大幅な値下げや集中的なプロモーション）、

焦点企業は当該行動に対して反応行動を採用する必要性を知覚しやすいと予測している。その

上で、競争的行動の激しさは、焦点企業の当該行動に対する反応性に正の影響を及ぼすと主張し、

そうした正の影響を経験的にも見出している。他方、焦点企業の反応性を説明対象とする

Robinson（1988）は、競争的行動が激しいほど、ある水準までは焦点企業は当該行動に対して反

応行動を採用する必要性を知覚しやすいが、ある水準を超えると焦点企業は当該行動に対して
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反応行動を採用する困難性をより知覚しやすいと予測している。その上で、競争的行動の激しさ

は、焦点企業の当該行動に対する反応性に逆 U 字の影響を及ぼすと主張し、そうした逆 U 字の

影響を経験的にも見出している。 

第 4 に、競争的行動の革新性に関して、焦点企業の反応性を説明対象とする既存研究は、競争

的行動の革新性が高いほど、焦点企業は当該行動に対して反応行動を採用する必要性を知覚し

やすいと予測している。その上で、競争的行動の革新性は、焦点企業の当該行動に対する反応性

に正の影響を及ぼすと主張し、そうした正の影響を経験的にも見出している（MacMillan, et al., 

1985; Robinson, 1988; Waarts and Wierenga, 2000）。他方、焦点企業の反応性を説明対象とする

Kuester, et al.（1999）は、競争的行動の革新性が高いほど、一方では焦点企業は当該行動に対

して反応行動を採用する必要性を知覚しやすいが、他方では焦点企業は当該行動に対して反応

行動を採用する困難を知覚しやすいと予測している。その上で、競争的行動の革新性は、焦点企

業の当該行動に対する反応行動の激しさには正の影響を及ぼすが、反応行動の採用スピードに

は負の影響を及ぼすと主張し、それぞれの影響を経験的にも見出している。 

第 5 に、競争的行動の成功可能性に関して、焦点企業の反応性を説明対象とする既存研究は、

競争的行動の成功可能性が高いほど、焦点企業は当該行動に対する反応行動を採用する必要性

を知覚しやすいと予測している。その上で、競争的行動の成功可能性は、焦点企業の当該行動に

対する反応性に正の影響を及ぼすと主張し、そうした正の影響を経験的にも見出している

（MacMillan, et al., 1985）。 

第 6 に、競争的行動の焦点企業の主力事業に対する影響の大きさに関して、焦点企業の反応

性を説明対象とする既存研究は、競争的行動の焦点企業の主力事業に対する影響が大きいほど、

焦点企業は当該行動に対する反応行動を採用する必要性を知覚しやすいと予測している。その

上で、競争的行動の焦点企業の主力事業に対する影響の大きさは、焦点企業の当該行動に対する

反応性に正の影響を及ぼすと主張し、そうした正の影響を経験的にも見出している（Chen, et al., 

1992; Heil and Walters, 1993; Chen and Miller, 1994; Robertson, et al., 1995; Kuester, et al., 1999; 
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Waarts and Wierenga, 2000; Marcel, et al., 2010）。 

第 7 に、競争的行動の複雑性／実行コストに関して、焦点企業の反応性を説明対象とする既

存研究は、競争的行動の複雑性／実行コストが高いほど、焦点企業は当該行動に対する反応行動

を採用する困難性を知覚しやすいと予測している。その上で、競争的行動の複雑性／実行コスト

は、焦点企業の当該行動に対する反応性に負の影響を及ぼすと主張し、そうした負の影響を経験

的にも見出している（MacMillan, et al., 1985; Chen, et al., 1992; Heil and Walters, 1993; Chen and 

Miller, 1994; Bowman and Gatignon, 1995）。 

第 8 に、競争的行動の不可逆性、すなわち、採用後の変更や中止が困難である程度に関して、

焦点企業の反応性を説明対象とする既存研究は、競争的行動の不可逆性が高いほど、焦点企業は

当該行動に対する反応行動を採用する困難性を知覚しやすいと予測している。その上で、競争的

行動の不可逆性は、焦点企業の当該行動に対する反応性に負の影響を及ぼすと主張し、そうした

負の影響を経験的にも見出している（Chen and MacMillan, 1992）。 

第 9 に、競争的行動の焦点企業との適合性に関して、焦点企業の反応性を説明対象とする既

存研究は、競争的行動の焦点企業との適合性が高いほど、焦点企業は当該行動に対する反応行動

を採用する容易性を知覚しやすいと予測している。その上で、競争的行動の焦点企業との適合性

は、焦点企業の当該行動に対する反応性に正の影響を及ぼすと主張し、そうした正の影響を経験

的にも見出している（MacMillan, et al., 1985）。 

第 10 に、競争的行動のタイプ／手段に関して、焦点企業の反応性を説明対象とする既存研究

は、競争的行動が戦術的なタイプの行動（例えば、値下げや新たなプロモーション）である場合より

も戦略的なタイプの行動（例えば、新製品導入や新たな流通チャネルの開拓）である場合の方が、焦

点企業は当該行動に対する反応行動を採用する困難性を知覚しやすいと予測している。その上

で、戦略的なタイプの競争的行動は、焦点企業の当該行動に対する反応性に負の影響を及ぼすと

主張し、そうした負の影響を経験的にも見出している（Smith, et al., 1991; Chen, et al., 1992）。ま

た、焦点企業の反応性を説明対象とする Chen and MacMillan（1992）は、競争的行動が価格以 
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図表 3－9 既存研究が扱ってきた競争的行動特性の AMC 枠組に基づく整理 

特性 要因 影響（主張） 既存研究 

認知への影響を通じて競争性や反応性を促進／抑制する要因 

反応性 注目度 促進 
MacMillan, et al., 1985; Chen and Miller, 

1994 

反応性 影響範囲 促進 
Chen, et al., 1992; Hultink and Langerak, 

2001 

動機の知覚への影響を通じて競争性や反応性を促進／抑制する要因 

反応性 激しさ 促進 
Robinson, 1988; Hultink and Langerak, 

2001 

反応性 革新性 促進 

MacMillan, et al., 1985; Robinson, 1988; 

Kuester, et al., 1999; Waarts and 

Wierenga, 2000 

反応性 成功可能性 促進 MacMillan, et al., 1985 

反応性 
焦点企業の 

主力事業への影響 
促進 

Chen, et al., 1992; Heil and Walters, 1993; 

Chen and Miller, 1994; Robertson, et al., 

1995 Kuester, et al., 1999; Waarts and 

Wierenga, 2000; Marcel, et al., 2010 

反応性 手段（価格） 促進 Chen and MacMillan, 1992 

反応性 手段（買収） 抑制 Robinson, 1988 

能力の知覚への影響を通じて競争性や反応性を促進／抑制する要因 

反応性 激しさ 抑制 Robinson, 1988 

反応性 革新性 抑制 Kuester, et al., 1999 

反応性 複雑性／実行コスト 抑制 

MacMillan, et al., 1985; Chen, et al., 1992; 

Heil and Walters, 1993; Chen and Miller, 

1994; Bowman and Gatignon, 1995 

反応性 不可逆性 抑制 Chen and MacMillan, 1992 

反応性 焦点企業との適合性 促進 MacMillan, et al., 1985 

反応性 手段（戦略） 抑制 Smith, et al., 1991; Chen, et al., 1992 

反応性 手段（価格） 促進 Chen and MacMillan, 1992 
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外を用いた行動である場合よりも価格を用いた行動である場合の方が、焦点企業は当該行動に

対する反応行動を採用する容易性を知覚しやすく、かつ反応行動を採用する必要性を知覚しや

すいと予測している。その上で、価格を用いた競争的行動は、焦点企業の当該行動に対する反応

性に正の影響を及ぼすと主張し、そうした正の影響を経験的にも見出している。さらに、焦点企

業の反応性を説明対象とする Robinson（1988）は、競争的行動として新規参入を想定し、新規

参入の手段が非買収の場合よりも新規参入の手段が買収の場合の方が、焦点企業は当該行動に

対する反応行動を採用する必要性を知覚しにくいと予測している。その上で、買収による新規参

入は、焦点企業の当該行動に対する反応性に負の影響を及ぼすと主張し、そうした負の影響を経

験的にも見出している。 

以上のレビューの要約として、焦点企業の競争性や反応性を促進／抑制する競争的行動特性

を AMC 枠組に基づき整理した結果は、図表 3－9 に示されるとおりである。また、ここまでに

レビューしてきた焦点企業の競争性や反応性を促進／抑制する要因を探究した既存研究の被説

明変数、説明変数、分析結果、および分析対象は、図表 3－10 に要約されるとおりである。 
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図表 3－10 研究潮流Ⅰの既存研究の概要 

研究 被説明変数 説明変数 [分析結果] 分析対象 

MacMillan, 

Mccaffery, and Van-

Wijk（1985） 

・反応行動の採用スピード 

・行動の可視性 [＋] 

・行動の成功可能性 [＋] 

・行動の焦企への影響力 [＋] 

・行動の複雑性 [－] 

・行動の革新性 [－] 

・行動の焦企との不適合 [－] 

米国商業銀行 2企業が 1965年から 1980年の

間に採用した 11 の新製品に対する反応行動 

Robinson（1988） 
・反応指標（マーケティング・ミックス

による報復的な反応の有無） 

・市場の成長率 [＋] 

・市場の集中度 [n.s.] 

・焦企の規模 [n.s.] 

・焦企の市場依存度 [＋] 

・行動の激しさ [逆 U 字] 

・行動の革新性 [＋] 

・行動の手段（買収）[－] 

PIMS のデータベースから収集した 115 の新

規参入と既存企業の反応行動 

Smith, Grimm, 

Gannon, and Chen

（1991）  

・反応行動の手段の一致 

・反応行動の採用可能性 

・反応行動の採用スピード 

・反応行動の採用順位 

・焦企の余剰資源 [n.s.／－／＋／n.s.] 

・焦企の外的志向 [n.s.／＋／＋／－] 

・焦企の構造的複雑性 [n.s.／－／n.s.／＋] 

・焦企の TMT の教育 [＋／n.s.／n.s.／n.s.] 

・焦企の TMT の経験 [n.s.／－／n.s.／＋] 

・行動のタイプ（戦略）[n.s.／n.s.／－／－] 

米国航空産業の 32 企業が 1979 年から 1986

年の間に実施した 191 の先行行動と 418 の反

応行動 

Chen and 

MacMillan（1992） 

・反応行動の採用可能性 

・反応行動の採用スピード 

・反応行動の手段の一致 

・焦企の市場依存度 [＋／－／＋] 

・行動の不可逆性 [－／－／n.s.] 

・行動の手段（価格）[＋／＋／＋] 

米国航空産業の 32 企業が 1979 年から 1986

年の間に実施した 856 の先行行動と 203 の反

応行動 

Chen, Smith, and 

Grimm（1992） 

・反応行動の採用企業数 

・反応行動の採用平均スピード 

・行動の影響範囲 [＋／n.s.] 

・行動の焦企への影響力 [＋／－] 

・行動の実施要件 [－／－] 

・行動のタイプ（戦略） [－／－] 

米国航空産業の 32 企業が 1979 年から 1986

年の間に実施した 191 の先行行動と 418 の反

応行動 
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図表 3－10 研究潮流Ⅰの既存研究の概要（つづき） 

研究 被説明変数 説明変数 [分析結果] 分析対象 

Heil and Walters

（1993） 
・反応行動の激しさ 

・行動の激しさ [＋] 

・行動の焦企への影響力 [＋] 

・行動のコスト [n.s.] 

米国製造業の 106 企業に想起させた主要な競

合企業の新製品導入行動とそれに対する反応

行動 

Chen and Miller

（1994） 
・反応行動の採用企業数 

・行動の注目度 [＋] 

・行動の影響力 [＋] 

・行動の反応困難性 [－] 

米国航空産業の 32 企業が 1979 年から 1986

年の間に実施した 780 の先行行動と 222 の反

応行動 

Miller and Chen

（1994） 
・競争的慣性（競争性の逆数） 

・市場の成長率 [－] 

・市場の多様性 [－] 

・焦企の競争性 [－] 

・焦企の企業成果 [＋] 

・焦企の規模 [＋] 

・焦企の年齢 [＋] 

米国航空産業の 32 企業が 1979 年から 1986

年の間に実施した 963 の競争的行動 

Bowman and 

Gatignon（1995） 
・反応行動の採用スピード 

・市場の成長率 [＋] 

・市場の集中度 [n.s.] 

・市場の技術変化のスピード [n.s.] 

・市場のスイッチング・コスト [n.s.] 

・焦企のシェア [＋] 

・焦企の生産能力 [n.s.] 

・競企のシェア [－] 

・競企の生産能力 [n.s.] 

・行動の複雑性 [－] 

PIMS のデータベースから収集した競合企業

の新製品に対する 220 の反応行動 

Chen and 

Hambrick（1995） 

・先行行動の採用数 

・先行行動の採用スピード 

・反応行動の採用数 

・反応行動の決定スピード 

・反応行動の採用スピード 

・焦企の規模 [＋／＋／－／－／n.s.] 
米国航空産業の 18 企業が 1979 年から 1986

年の間に実施した 21 タイプの競争的行動 
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図表 3－10 研究潮流Ⅰの既存研究の概要（つづき） 

研究 被説明変数 説明変数 [分析結果] 分析対象 

Robertson, 

Eliashberg, and 

Rymon（1995） 

・反応行動の採用可能性 

・反応行動の激しさ 

・反応行動の手段の一致 

・市場の特許保護のレベル [＋／＋／＋] 

・焦企の市場依存度 [＋／n.s.／n.s.] 

・行動（事前告知）の影響力 [＋／n.s.／n.s.] 

・行動（事前告知）の信頼性 [n.s.／＋／n.s.] 

米国・英国の 346 名のマネージャーに想起さ

せた最近の競合企業の新製品導入に関する事

前告知とそれに対する反応行動 

Chen（1996） 
・先行行動の激しさ 

・反応行動の激しさ 

・競企の市場共通性 [－／＋（実証分析無し）] 

・競企の資源類似性 [－／＋（実証分析無し）] 
 

Gimeno and Woo

（1996） 
・競争的行動の激しさ 

・競企の市場共通性 [－] 

・競企の戦略的類似性 [＋] 

米国航空産業の 48 企業の 3171 市場における

1984 年から 1988 年の間の企業間競争 

Hambrick, Cho, 

and Chen（1996） 

・先行行動の採用数 

・先行行動の激しさ 

・先行行動の採用スピード 

・反応行動の採用数 

・反応行動の激しさ 

・反応行動の採用スピード 

・焦企の TMT 異質性 [＋／＋／－／－／＋／－] 

米国航空産業の 32 企業が 1979 年から 1986

年の間に実施した 1027 の先行行動と 418 の

反応行動 

Young, Smith, and 

Grimm（1996） 
・競争的行動の採用数 

・焦企の水平的な協調メカニズム [＋] 

・市場の水平的な協調メカニズム [n.s.] 

米国コンピューターソフトウェア産業の 19企

業が1983年から1991年の間に実施した1903

の競争的行動 
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図表 3－10 研究潮流Ⅰの既存研究の概要（つづき） 

研究 被説明変数 説明変数 [分析結果] 分析対象 

Baum and Korn

（1999） 
・競争的行動の激しさ 

・MMC [逆 U 字] 

・相対的な MMC [－] 

カリフォルニア通勤航空産業の 15 企業が

1979 年から 1984 年の間に実施した 138 の参

入行動と 68 の撤退行動 

Kuester, Homburg, 

and Robertson

（1999） 

・製品を用いた反応行動の激しさ 

・価格を用いた反応行動の激しさ 

・反応行動の採用スピード 

・反応行動の幅 

・市場の成長率 [＋／無／＋／無] 

・市場の集中度 [－／無／－／－] 

・市場の価格感度 [n.s.／＋／n.s.／＋] 

・焦企の規模 [－／－／－／無] 

・焦企の退出コスト[n.s.／無／無／無] 

・行動の革新性 [＋／－／－／無] 

・行動の焦企への影響力[n.s.／無／＋／無] 

米国製造業の 186 企業に想起させた主要な競

合企業の新製品導入行動とそれに対する反応

行動 

Shankar（1999） ・反応行動の激しさ 

・競企の新規性 [＋] 

・競企の市場共通性 [－] 

・競企の攻撃性 [－] 

米国製薬産業の 1970 年代から 1980 年代の間

の 23 の新規参入と 59 の既存企業による反応

行動 

Waarts and 

Wierenga（2000） 

・反応行動の採用可能性 

 

【媒介変数】 

・行動に対する脅威の知覚 [＋] 

・競企の新規性 [n.s.] 

・競企の攻撃性[＋] 

・競企の成功可能性[＋] 

・行動の革新性 [n.s.] 

・行動の焦企への影響力 [＋] 

米国の 79 名のマーケティング・マネージャー

による最近導入された競合企業の新製品に対

する評価とその新製品に対する反応製品導入

の意思決定 

Hultink and 

Langerak（2001） 

・反応行動の激しさ 

・反応行動の採用スピード 

 

【媒介変数】 

・行動の激しさ [＋／n.s.] 

・行動の影響力 [n.s.／＋] 

・行動のコスト [＋／n.s.] 

・市場の成長率 [n.s.／n.s.／n.s.] 

・競企の攻撃性 [＋／＋／＋] 

・行動の影響範囲 [n.s.／＋／－] 

・行動の激しさ（価格）[n.s.／n.s.／＋] 

・行動の激しさ（広告）[n.s.／n.s.／＋] 

・行動の激しさ（製品）[＋／＋／n.s.] 

オランダの 73 企業のマーケティング・マネー

ジャーおよび経営幹部による最近導入された

主要な競合企業の新製品に対する評価とその

新製品に対する反応製品導入の意思決定 
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図表 3－10 研究潮流Ⅰの既存研究の概要（つづき） 

研究 被説明変数 説明変数 [分析結果] 分析対象 

Jayachandran and 

Varadarajan

（2006） 

・反応行動の採用可能性 

 

【媒介変数】 

・行動の認知 [＋] 

・反応の動機 [＋] 

・反応の能力 [＋] 

・焦企の企業成果 [n.s.／－／＋] 

米国小売業の 227 SBUの競合企業の競争的行

動に対する認知や評価の傾向とそれらに対す

る反応行動の採用傾向 

Chen, Su, and Tsai

（2007） 

・競争的行動の採用数 

 

【媒介変数】 

・競争的緊張 [＋] 

・競企の攻撃性 [＋] 

・競企の相対的規模 [＋] 

・競企の競争能力の優位性 [＋] 

・競企の競争能力の類似性 [n.s.] 

米国航空産業の 13企業の各企業に対する知覚

と各企業に対して 1991 年から 1992 年に採用

した競争的行動 

Chen, Lin, and 

Michel（2010） 
・競争的行動の激しさ 

・市場の競争の激しさ [＋] 

・焦企の TMT の統合度 [＋] 

台湾の 104 企業 281 名の経営幹部が評価する

環境、自社の TMT 特性、および自社の競争的

行動の激しさ 

Debruyne, 

Frambach, and 

Moenaert（2010） 

・反応行動の採用可能性 

 

【媒介変数】 

・行動の焦企への影響力 [＋] 

・行動の成功可能性 [＋] 

・反応の能力 [＋] 

・焦企の MTG資源 [無／－／＋] 

・焦企の金銭的資源 [無／－／＋] 

・焦企の技術的資源 [無／n.s.／n.s.] 

ビジネスゲームを用いた実験における MBA

学生 44名の競合企業の新製品に対する評価と

反応行動の意思決定 

Kang, Bayus, and 

Balasubramanian

（2010） 

・新製品を用いた先行行動の採用可能性 

・価格を用いた先行行動の採用可能性 

・新製品を用いた反応行動の採用可能性 

・価格を用いた反応行動の採用可能性 

・MMC [－／－／＋／n.s.] 

米国 PC 産業の 45 企業が 1995 年から 1999

年の間の新製品および価格を用いた競争的行

動 

Marcel, Barr, and 

Duhaime（2010） 

・反応行動の採用可能性 

・反応行動の採用スピード 
・行動の重要性 [＋／＋] 

米国航空産業の 10 企業が 1993 年から 1999

年の 7 年間に実施した 271 の先行行動と 599

の反応行動 
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3－3 研究潮流Ⅱ：動態的競争が企業成果に及ぼす影響 

 

3－3－1 研究潮流Ⅱの概念枠組 

 

 研究潮流Ⅱの既存研究は、動態的競争が企業成果に及ぼす影響、すなわち、企業の競争的行動

や企業間の競争的相互作用が企業成果に及ぼす影響を探究してきた。その際、既存研究の大部分

は、企業が競争的行動を積極的に採用する程度である競争性を、企業成果の説明変数として扱っ

てきた9。また、既存研究において、競争性は、競争的行動の採用数（Young, et al., 1996; Ferrier, 

et al., 1999; Ferrier, 2001; Ferrier and Lee, 2002; Derfus, et al., 2008; Chen, et al., 2010）、競争的行動

の激しさ（Ferrier, 2001; Chen, et al., 2010）、競争的行動の採用スピード（Ferrier, et al., 1999; Derfus, 

et al., 2008; Chen, et al., 2010）といった複数の次元によって測定されてきた。注記すべき点とし

て、研究潮流Ⅰの既存研究の大半は、競争性の中の反応性を取り上げ、中心的な説明対象として

扱っていたのに対し、研究潮流Ⅱの既存研究の大半は、全体的な競争性を中心的な企業成果の説

明変数として扱っている点が挙げられる10。 

                                                   

9  既存研究が扱っている競争性以外の説明変数には、競争的行動の複雑性（Miller and Chen, 1996; Ferrier, 

et al., 1999; Ferrier, 2001; Ferrier and Lee, 2002）、競争的行動の予測困難性（Ferrier, et al., 1999; Ferrier, 2001; 

Ferrier and Lee, 2002）、および 2 企業間の競争的行動の類似性（Ferrier, et al., 1999; Ferrier and Lee, 2002）

がある。しかし、後者 2 つは、既存研究において企業成果への有意な影響がほとんど見出されていない。

他方、競争的行動の複雑性に関しては、新たな利潤機会の発見・獲得という観点よりも競合企業の利潤

機会の収奪という観点から、企業成果に正の影響を及ぼすと主張され、そうした正の影響が経験的にも

見出されている。 

10 例外的な研究として、Smith, et al.（1991）は、企業の反応性と収益率の関係を探究し、反応可能性およ

び反応順位が当該企業の収益性に正の影響を及ぼすことを見出している。また、Boyd and Bresser（2008）
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 研究潮流Ⅱの既存研究は、競争性が高い企業成果の達成に貢献すると主張してきた。また、そ

うした主張の根拠として、オーストリア学派経済学、オーストリア学派経済学の主張を発展させ

たハイパー・コンペティション仮説（D’Aveni, 1994）、および組織学習や組織生態学の主張を発展

させたレッド・クイーン理論（Barnett and McKendrick, 2004）の主張を引用してきた。 

 第 3 章第 1 節第 2 項で概観したとおり、オーストリア学派経済学においては、（1）市場の無

知から生じる利潤機会を機敏に察知し、獲得しようと試みる企業家的行動が、企業に高い利潤を

もたらすこと、（2）そうした企業家的行動はそれまで取引を提供していた競合企業から利潤機会

を奪う競争的行動であること、および（3）不確実な知識に基づく企業家的行動には誤りが内包

されているため、市場には常に無知から生じる利潤機会が存在し続けることが述べられていた

（e.g., Kirzner, 1973）。（1）および（2）の主張に基づくと、積極的な競争的行動を採用する企業ほ

ど、新たな利潤機会および知識の発見・獲得や、競合企業の利潤機会の収奪を通じて、相対的に

高い企業成果を達成することができると予測される。 

他方、（3）の主張は、獲得した利潤機会が、競合企業の新たな競争的行動によって奪われる可

能性を有する非持続的なものであることを示唆している。この獲得利潤の非持続性に着目し、そ

れゆえに積極的な競争的行動が、企業成果に貢献すると主張するのが、D’Aveni（1994）に代表

されるハイパー・コンペティション仮説である。彼は、競争優位は本質的に非持続的であるが、

今日の多くの市場が直面している非常に激しい競争環境（彼はこのような環境をハイパー・コンペテ

ィションと呼称する）においては、その傾向がますます強くなっていると主張する。そのため、彼

は、ハイパー・コンペティションに直面する今日の企業は、持続的な競争優位の構築を目指すの

ではなく、常に新たな利潤機会の発見・獲得を試みることによって、非持続的な競争優位の連鎖

を築くことが重要であると主張する。 

                                                   

は、企業の反応行動のタイミングと株式市場における当該企業の企業成果の関係を探究し、反応行動の

タイミングと株式市場における反応企業の企業成果が、逆 U 字の関係にあることを見出している。 
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図表 3－11 研究潮流Ⅱの概念枠組 

 

 他方、焦点企業の競争的行動が、競合企業の利潤機会の収奪によって、焦点企業に利潤をもた

らす点に着目し、競合企業よりも高い企業成果を達成するためには、競合企業よりも積極的な競

争的行動を採用する必要性があると示唆するのが、Barnett and McKendrick（2004）をはじめ

とするレッド・クイーン理論である11。レッド・クイーン理論自体の主要な関心は、企業間の競争

的相互作用がもたらす企業の組織的な進化や市場の発展にあるものの、競争ダイナミクス研究

においては、停止することのない競争プロセスにおいて、競合企業よりも高い成果を達成したい

のであれば、競合企業よりも競争的行動を積極的に採用し、常に、競合企業よりも先頭を走り続

けなければならないという示唆として解釈され、積極的な競争的行動の有効性の根拠として、し

ばしば用いられている（e.g., Derfus, et al., 2008）。 

 このように、既存研究は、オーストリア学派経済学、ハイパー・コンペティション仮説、およ

びレッド・クイーン理論の主張を根拠に、企業の競争性が当該企業の企業成果に貢献すると主張

し、そうした主張を経験的にテストしてきた。以上の議論を踏まえた研究潮流Ⅱの概念枠組は、

                                                   

11 レッド・クイーン理論の起源は、生物学者の VanValen が、種が生き残るためには進化し続けなければな

らないことのアナロジーとして、作家 Lewis Caroll の『鏡の国のアリス』に登場する赤の女王の『同じ

ところに留まりたいのならば、あなたは走り続けなければならい。どこかに行きたいのならば、少なく

とも 2 倍の速さで走らなければならい』という台詞を用いたことにある。 

焦点企業の競争性 

・数 
・激しさ 
・スピード 

新たな知識の発見・獲得 

新たな利潤機会の発見・獲得 

競合企業の利潤機会の収奪 

焦点企業の企業成果 
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図表 3－11 に示されるとおりである。次節では、研究潮流Ⅱの既存研究の知見を特に実証分析に

着目して概観する。 

 

3－3－2 研究潮流Ⅱの知見 

 

 企業の競争性が当該企業の企業成果に及ぼす影響に関する実証研究は、比較的最近の 1990 年

後半から登場し始めた。その先駆的な研究は、Young, et al.（1996）である。Young, et al.（1996）

は、米国コンピューターソフトウェア産業の企業が 1983 年から 1991 年の 9 年間に採用した

1903 の競争的行動（具体的には、新製品導入行動およびマーケティング・プロモーション行動）に関す

るデータを収集し、企業の競争性（競争的行動の採用数によって測定）が、当該企業の企業成果（ROA・

ROS）に及ぼす影響を調査した。その際、彼らは、ポジショニング・ビュー（e.g., Porter, 1980）に

おいて扱われる産業レベルの競争性（産業全体の競争的行動の採用総数によって測定）が、企業成果

に及ぼす影響も併せて検討した。分析の結果、彼らは、企業レベルの競争性が、当該企業の企業

成果に正の影響を及ぼす一方、産業レベルの競争性は、企業成果に負の影響を及ぼすことを見出

した。 

Ferrier, et al.（1999）は、米国 41 産業のリーダーとチャレンジャーが 1987 年から 1993 年の

7 年間に採用した 4876 の競争的行動（具体的には、新製品導入行動、新たな価格行動、新たなマーケ

ティング・プロモーション行動、新たな生産能力拡大行動、新たな法的行動、および新たなシグナリング行

動）を識別し、チャレンジャーと比較したリーダーの競争性（競争的行動の採用数および採用スピー

ドによって測定）が、2 企業間の市場シェアの差の縮小および競争地位の逆転可能性に及ぼす影響

を調査した12。分析の結果、彼らは、チャレンジャーに比したリーダー企業の競争性が、2 企業

                                                   

12 ここでいう採用スピードとは、一方の企業の競争的行動の何日後に、他方の企業が競争的行動を採用し

たかによって測定した変数であり、後者の競争的行動が反応行動であるか否かの識別は行われていない。 
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間の市場シェアの差の縮小および競争地位の逆転可能性に負の影響を及ぼすことを見出した。 

Ferrier（2001）は、米国 16 産業の上位 2 企業が 1987 年から 1993 年の 7 年間に採用した競

争的行動（具体的には、新製品導入行動、新たな価格行動、新たなマーケティング・プロモーション行動、

新たな生産能力拡大行動、新たなサービス行動、および新たなシグナリング行動）を識別し、企業の競

争性（競争的行動の採用数および継続期間によって測定）が、当該企業の企業成果（市場シェアの変化

率）に及ぼす影響を調査した。分析の結果、彼らは、企業の競争性が、当該企業の企業成果に正

の影響を及ぼすことを見出した。 

Ferrier and Lee（2002）は、米国 11 産業の上位 2 企業が 1987 年から 1993 年の 7 年間に採

用した競争的行動（具体的には、新製品導入行動、新たな価格行動、新たなマーケティング・プロモーシ

ョン行動、新たな生産能力拡大行動、新たなサービス行動、および新たなシグナリング行動）を識別し、

焦点企業の競争性（競争的行動の採用数によって測定）が、当該企業の企業成果（株価）および競合

企業の企業成果（株価）に及ぼす影響を調査した。分析の結果、彼らは、焦点企業の競争性が、

当該企業の企業成果には有意な影響を及ぼさない一方、競合企業の企業成果に負の影響を及ぼ

すことを見出した。 

Derfus, et al.（2008）は、米国 11 産業の 56 企業が 1993 年から 1998 年の 6 年間に実施した

4474 の競争的行動（具体的には、製品の導入行動、価格行動、マーケティング・プロモーション行動、

生産能力拡大行動、および地理的に新しい市場への参入行動）を識別し、企業の競争性（競争的行動の

採用数によって測定）が、当該企業の企業成果（ROS・ROA）に及ぼす影響を調査した。その際、

彼らは、焦点企業の競争性が、同一産業の競合企業の競争性（競争的行動の採用数および採用スピ

ードによって測定）に及ぼす影響および同一産業の競合企業の競争性が、焦点企業の企業成果に及

ぼす影響も併せて検討した。分析の結果、彼らは、焦点企業の競争性が、当該企業の企業成果に

直接的な正の影響を及ぼす一方、同一産業の競合企業の競争性の正の影響を通じて、当該企業の

企業成果に間接的な負の影響を及ぼすことを見出した。 

最後に、Chen, et al.（2010）は、台湾の 104 企業の 281 名の経営幹部に対して自社の競争性



第 3 章 競争ダイナミクス研究の知見 

 61 

 
第

3
章
 
競
争
ダ
イ
ナ
ミ
ク
ス
研
究
の
知
見

 
 

（具体的には、直接的な競合企業集団に比した市場拡大行動、新製品導入行動、および新サービス提供行動

の採用数と採用スピード）に関する質問紙調査を行い、企業の競争性が、当該企業の企業成果（利

益率・ROE）に及ぼす影響を調査した。分析の結果、彼らは、企業の競争性が、当該企業の企業

成果に正の影響を及ぼすことを見出した。 

 以上のように、競争性が高い企業成果の達成に貢献するという研究潮流Ⅱの主張は、経験的に

も概ね支持されてきた。ここまでにレビューしてきた企業の競争性や反応性が当該企業の企業

成果に及ぼす影響を探究した既存研究の被説明変数、説明変数、分析結果、および分析対象は、

図表 3－12 に要約されるとおりである。 
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図表 3－12 研究潮流Ⅱの既存研究の概要 

研究 被説明変数 説明変数 [分析結果] 分析対象 

Smith, Grimm, 

Gannon, and Chen

（1991）  

・焦点企業の利益率 

・焦企の反応行動の採用数 [＋]  

・焦企の模倣的な反応行動の採用数 [n.s.]  

・焦企の平均的な反応行動の採用スピード [－]  

・焦企の平均的な反応行動の採用順位 [－]  

米国航空産業の 32 企業が 1979 年から

1986 年の間に採用した 191 の競争的行動

とそれに対する 418 の反応行動および各

企業の企業成果 

Miller, and Chen

（1996） 
・焦点企業の R/ASM（収益/輸送能力） ・焦企の競争パターンの単純性（複雑性の逆数） [－] 

米国航空産業の 18 企業が 1979 年から

1986 年の間に採用した 21 タイプの競争

的行動および各企業の企業成果 

Young, Smith, and 

Grimm（1996） 

・焦点企業の ROS 

・焦点企業の ROA 

・焦企の競争的行動の採用数 [＋／＋] 

・市場の競争的行動の採用総数 [－／－] 

米国コンピューターソフトウェア産業に

おいて 1983 年から 1991 年の間に採用さ

れた 1903の競争的行動と各企業の企業成

果 

Ferrier, Smith, and 

Grimm（1999） 

・2 企業間の市場シェアの差の縮小 

・2 企業間の順位の変動可能性 

・リーダーの競争的行動の相対的な採用数 [－／－] 

・リーダーの競争的行動の相対的な採用スピード [－／－] 

・リーダーの競争的行動の相対的な単純さ [＋／＋] 

・2企業間の競争的行動の非類似性 [n.s.／n.s.] 

米国 41 産業のリーダーとチャレンジャー

が 1987 年から 1993 年の間に採用した競

争的行動と 2 企業間の企業成果の差 

Ferrier（2001） ・焦点企業の市場シェアの変化率 

・焦企の競争的行動の採用数 [＋] 

・焦企の競争的行動の持続時間 [－] 

・焦企の競争的行動の複雑性 [n.s.] 

・焦企の競争的行動の予測困難性 [n.s.] 

米国 16 産業のリーダーとチャレンジャー

が 1987 年から 1993 年の間に採用した競

争的行動と各企業の相対的な企業成果 

Ferrier and Lee

（2002） 

・焦点企業の株価 

・競合企業の株価 

・焦企の競争的行動の採用数 [n.s.／－] 

・焦企の競争的行動の複雑性 [U 字／U 字] 

・焦企の競争的行動の予測困難性 [n.s.／n.s.] 

・2 企業間の競争的行動の非類似性 [U 字／U 字] 

米国 11 産業のリーダーとチャレンジャー

が 1987 年から 1993 年の間に採用した競

争的行動と各企業の企業成果 
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図表 3－12 研究潮流Ⅱの既存研究の概要（つづき） 

研究 被説明変数 説明変数 [分析結果] 分析対象 

Boyd and Bresser

（2008） 

・競合企業の株価の変化 

・焦点企業の株価の変化 
・焦企の反応行動の採用スピード [－／逆 U 字] 

米国小売産業の 17 企業が 1994 年から

2000 年の間に採用した 60 の競争的行動

とそれに対する 105 の反応行動および各

企業の企業成果 

Derfus, Maggitti, 

Grimm, and Smith

（2008） 

・焦点企業の ROS 

・焦点企業の ROA 

 

【媒介変数】 

・競合企業の競争的行動の採用数 

[－／－] 

・競合企業の競争的行動の採用スピード 

 [－／－] 

・焦企の競争的行動の採用数 [＋／＋／＋／＋] 

米国11産業の56企業が1993年から1998

年の間に採用した競争的行動と各企業の

企業成果 

Chen, Lin, and 

Michel（2010） 

・焦点企業の利益率 

・焦点企業の ROE 

・焦企の競争的行動の激しさ [＋／＋] 

・市場の競争の激しさ [n.s.／n.s.] 

台湾の 104 企業の 281 名の経営幹部が評

価する自社の競争的行動の激しさと客観

的な成果企業 
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3－4 まとめ 

 

本章では、まず第 1 節において、第 2 章で指摘した競争志向型マーケティング研究の問題状

況を改善するために、本論が援用する競争ダイナミクス研究の全体像を概観した。その中で、競

争ダイナミクス研究には、2 つの研究潮流、すなわち、企業の競争的行動や企業間の競争的相互

作用を促進／抑制する要因を探究してきた研究群（研究潮流Ⅰ）と、企業の競争的行動や企業間

の競争的相互作用が企業成果に及ぼす影響を探究してきた研究群（研究潮流Ⅱ）に大別されるこ

とを確認した。 

続く第 2 節において、研究潮流Ⅰの既存研究の知見をレビューした。その中で、既存研究は、

4 つの次元、すなわち、市場特性、焦点企業特性、競合企業特性、および競争的行動特性から、

3 つの焦点企業の内生的要因、すなわち、認知、動機、および能力を通じて、焦点企業の競争性

や反応性を促進／抑制する要因を探究してきたこと（中心的な分析対象は後者の反応性）、その結果、

競争性や反応性を促進／抑制する要因が数多く見出されてきたことを確認した。 

最終第 3 節において、研究潮流Ⅱの既存研究の知見をレビューした。その中で、既存研究は、

主に、企業の競争性が、当該企業の企業成果に及ぼす影響を探究してきたこと、そして、実証研

究の結果が、競争性が企業成果に正の影響を及ぼすという彼らの主張を概ね支持してきたこと

を確認した。 

 これらの競争ダイナミクス研究の知見を踏まえて、次章第 4 章および続く第 5 章において、

製品競争に関する本論の仮説を提唱する。まず、次章第 4 章においては、実証研究Ⅰと題し、第

2 章で指摘した競争型マーケティング研究の課題である動態的競争の予測に貢献する知見の提

供を目指して、製品競争における企業の反応的競争パターン（すなわち、2 つのタイプの反応製品導

入行動の相対的な採用傾向）を促進／抑制要因を探究する。その際、競争ダイナミクス研究の研究

潮流Ⅰの知見を単純に援用するだけでなく、製品競争における企業の反応的競争パターンを描

写する上で、競争ダイナミクス研究の研究潮流Ⅰに残された課題を指摘し、その克服も同時に試
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みる。 

また、続く第 5 章においては、実証研究Ⅱと題し、第 2 章で指摘した競争型マーケティング

研究のもう 1 つの課題である企業レベルの競争の対応に貢献する知見の提供を目指して、製品

競争における企業の競争パターン（すなわち、4 つのタイプの新製品導入行動の相対的な採用傾向）が、

当該企業の企業成果に及ぼす影響を探究する。その際、実証研究Ⅰと同様に、競争ダイナミクス

研究の研究潮流Ⅱの知見を単純に援用するだけでなく、製品競争における企業の競争パターン

が当該企業の企業成果に及ぼす影響を説明する上で、競争ダイナミクス研究の研究潮流Ⅱに残

された課題を指摘し、その克服も同時に試みる。 
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第 4 章 実証研究Ⅰ：製品競争における 

企業の反応的競争パターンを促進／抑制する要因 

 

 

本章においては、実証研究Ⅰと題し、第 3 章第 2 節で概観した競争ダイナミクス研究の研究

潮流Ⅰの知見を踏まえて、製品競争における企業の反応的競争パターンを促進／抑制する要因

を探究する。具体的には、第 1 節において、製品競争における企業の反応的競争パターンを描写

する上で、競争ダイナミクス研究に残された課題を指摘する。第 2 節において、第 1 節で指摘

した課題を考慮し、実証研究Ⅰの概念枠組を提唱する。第 3 節において、第 2 節で提唱した概念

枠組に基づいて、仮説群を提唱する。第 4 節において、提唱した仮説群の経験的妥当性を吟味す

るための実証分析の方法を提示する。そして最後に、第 5 節において、実証分析の結果を示し、

その考察を行う。 

 

 

4－1 問題意識 

 

第 3 章第 2 節で概観したとおり、競争ダイナミクス研究の研究潮流Ⅰの既存研究は、市場特

性、焦点企業特性、競合企業特性、および競争的行動特性といった様々な次元から企業の競争的

行動や企業間の競争的相互作用を促進／抑制する要因を探究してきた。特に、研究潮流Ⅰの既存

研究の中心的な説明対象は、企業間の競争的相互作用のメカニズムを理解する上で基礎となる

反応性、すなわち、反応行動の積極的な採用の程度であり、多くの既存研究が、企業の反応性を

促進／抑制する要因を探究してきた（e.g., MacMillan, et al., 1985; Smith, et al., 1991; Chen and 

MacMillan, 1992; Chen, et al., 1992; Chen and Miller, 1994; Chen, et al., 2007; Marcel, et al., 2010）。 
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しかし、前述のとおり、反応性を説明対象とする既存研究は、全ての種類の反応行動の目的が、

既に獲得した利潤機会の維持・防衛であるかのように想定してきた。換言すると、既存研究は、

焦点企業が競合企業の競争的行動に対して知覚する脅威、すなわち、競合企業の競争的行動が自

社の企業成果に及ぼすと知覚する負の影響に動機づけられて採用する種類の反応行動しか描写

してこなかった。現実的には、競合企業が導入した新製品に対する反応行動には、新たな利潤機

会の発見・獲得を目的とし、焦点企業が競合企業の競争的行動に対して知覚する機会、すなわち、

競合企業の競争的行動に対する反応行動が自社の企業成果に及ぼすと知覚する正の影響に動機

づけられて採用する種類の反応行動も存在するであろう。そのため、焦点企業の反応行動をより

よく描写するためには、異なる競争目的に基づく 2 つのタイプの反応行動を想定する必要があ

ると考えられる。その場合、外部環境に対して選択的な注意を向ける企業の情報処理特性（Ocasio, 

1997, 2011）を考慮すると、焦点企業は、両タイプの反応行動を常に偏りなく採用するとは考え

難く、むしろ、競争において既に獲得した利潤機会の維持・防衛という目的を重視するか、新た

な利潤機会の発見・獲得という目的を重視するかに応じて、どちらかのタイプの反応行動を積極

的に採用すると考えられるであろう。そのため、焦点企業の反応行動をよりよく描写するために

は、2 つのタイプの反応行動の相対的な採用傾向、すなわち、反応的競争パターンを促進／抑制

する要因を探究することの方が重要であると考えられる。 

そこで本論は、まず、競合企業の新製品導入行動に対する反応行動として、対抗的な新製品導

入行動（以下、反応製品導入行動）に着目し、機会と知覚する競合企業の新製品よりも脅威と知覚

する競合企業の新製品に対して反応製品導入行動を積極的に採用する傾向を「防衛型の反応的

競争パターン」と、脅威と知覚する競合企業の新製品よりも機会と知覚する競合企業の新製品に

対して反応製品導入行動を積極的に採用する傾向を「攻撃型の反応的競争パターン」と、それぞ

れ定義する。その上で、いかなる要因（焦点企業特性、競合企業特性、および市場特性）が、防衛型

と攻撃型のどちらの反応的競争パターンを促進／抑制するのかに関する仮説群を提唱し、その

経験的妥当性を吟味する。 
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本論の実証研究Ⅰは、第 2 章第 2 節において競争志向型マーケティング研究が今後取り組む

べき課題として指摘した、動態的競争、すなわち、企業間の競争的相互作用の予測に貢献する知

見の提供（図表 2－1 を併せて参照）を目指した研究である。したがって、本論の実証研究Ⅰの知

見は、競争志向型マーケティング研究の課題を克服し、その発展の一助に成り得ると期待するこ

とができるであろう。 

 

 

4－2 概念枠組 

 

4－2－1 反応的競争パターンを構成する反応製品導入行動のタイプ 

 

 第 3 章第 2 節第 1 項で指摘したとおり、競争ダイナミクス研究は、反応行動の動機として、

競合企業の競争的行動に対する脅威の知覚を想定してきた。また、第 3 章第 2 節第 3 項で概観

したとおり、競争ダイナミクス研究は、そうした動機を高めることを通じて、焦点企業の反応性

を促進／抑制する競合企業の競争的行動の特性として、激しさ（Robinson, 1988; Hultink and 

Langerak, 2001）、革新性（MacMillan, et al., 1985; Robinson, 1988; Kuester, et al., 1999; Waarts and 

Wierenga, 2000）、成功可能性（MacMillan, et al., 1985）、焦点企業の主力事業に対する影響の大き

さ（Chen, et al., 1992; Heil and Walters, 1993; Chen and Miller, 1994; Robertson, et al., 1995; Kuester, 

et al., 1999; Waarts and Wierenga, 2000; Marcel, et al., 2010）、および手段／タイプ（例えば、価格を

用いた競争的行動か否か、買収による参入か否か）（Smith, et al., 1991; Chen and MacMillan, 1992; Chen, 

et al., 1992）を扱ってきた。これらの特性のうち新製品導入行動と関連した特性は、革新性、成

功可能性、および焦点企業の主力事業への影響の大きさであろう。その中でも、本論は、新製品

が脅威として知覚されるか、機会として知覚されるかを規定する新製品導入行動の特性として、

焦点企業の主力事業に対する影響の大きさに着目する。なぜなら、競合企業が導入した新製品の 
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図表 4－1 異なる競争目的に基づく反応製品導入行動 

 

革新性や成功可能性は、現在の競争地位に及ぼす影響の大きさに着目すると脅威の知覚を高め

る要因と見なすことができる一方、市場自体を拡大させる可能性の大きさに着目すると機会の

知覚を高める要因と見なすことができ（Aboulnasr, et al., 2008; Semadeni and Anderson, 2010）、焦

点企業が、革新性や成功可能性の高い新製品に対してどちらの見方を採用するか、すなわち、そ

うした新製品を脅威と知覚するか、機会と知覚するかは、もう 1 つの特性である焦点企業の主

力事業に対する影響の大きさによって規定されると考えられるためである。 

具体的には、革新性や成功可能性が同じであれば、標的とする顧客に占める自社の既存顧客の

大きさから、焦点企業の主力事業に対する影響が大きい新製品、すなわち、焦点企業にとっての

主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品を、焦点企業は脅威と知覚しやすいと考えられ

る。他方、革新性や成功可能性が同じであれば、標的とする顧客に占める自社の新規顧客の大き

さから、焦点企業の主力事業に対する影響が小さい新製品、すなわち、焦点企業にとっての非主

力カテゴリーに導入された競合企業の新製品を、焦点企業は機会と知覚しやすいと考えられる。 

以上の議論を踏まえると、競合企業の新製品導入カテゴリーが焦点企業にとっての主力カテ

市場 

焦点 
企業 

競合 
企業 

主力カテゴリー 

非主力カテゴリー 

脅威 

機会 

新 反応 

新 反応 

既存顧客 

新規顧客 
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ゴリーと一致する場合、当該製品は機会としてよりも脅威として知覚されやすい一方、競合企業

の新製品導入カテゴリーが焦点企業にとっての主力カテゴリーと一致しない場合、すなわち、非

主力カテゴリーに導入される場合、当該製品は脅威としてよりも機会として知覚されやすいと

考えられる。そこで本論は、図表 4－1 に示されるとおり、焦点企業による脅威の知覚に基づい

た反応製品導入行動は、焦点企業にとっての主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品に

対して観察されやすく、焦点企業による機会の知覚に基づいた反応製品導入行動は、焦点企業に

とっての非主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品に対して観察されやすいと想定する。 

 

4－2－2 反応的競争パターンとその促進／抑制要因に関する概念枠組 

 

企業の情報処理や意思決定に関する既存研究は、有限な情報処理能力・資源によって、企業は

全ての外的課題（例えば、新製品）に対して情報処理や意思決定を行うことができないため（March 

and Simon, 1958）、外的課題を分類し、優先順位をつけ、優先順位の高い分類の外的課題に対し

て選択的な情報処理や意思決定を行うことによって、そうした限界を克服すると主張している

（Hambrick, 1981）。その際、最も一般的な外的課題の分類の方法は、脅威と機会の 2 分法である

という（Dutton and Jackson, 1987）。また、各分類（例えば、脅威や機会）の情報処理や意思決定に

おける優先順位は、企業が何を重視しているかに依存するという（Ocasio, 1997, 2011）。 

このような企業の情報処理や意思決定における外的課題の選択的偏向という特徴を踏まえる

と、焦点企業が、2 つの競争目的（すなわち、既に獲得した利潤機会の維持・防衛および新たな利潤機

会の発見・獲得）のどちらを重視するかによって、反応製品導入に関する情報処理や意思決定にお

いて、脅威または機会のどちらを優先するかが異なるであろう。その結果、焦点企業が、機会と

知覚しやすい自社にとっての非主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品よりも、脅威と

知覚しやすい自社にとっての主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品に対して反応製品

導入行動を積極的に採用する傾向、すなわち、「防衛型の反応的競争パターン」を示すのか、脅 
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図表 4－2 反応的競争パターンとその促進／抑制要因に関する概念枠組 

 

威と知覚しやすい自社にとっての主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品よりも、機会

と知覚しやすい自社にとっての非主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品に対して反応

製品導入行動を積極的に採用する傾向、すなわち、「攻撃型の反応的競争パターン」を示すのか

が異なると考えられる。したがって、2 つの競争目的の相対的な重視度に影響を及ぼす要因（焦

点企業特性、競合企業特性、および市場特性）が、防衛型または攻撃型どちらかの反応的競争パター

ンを促進／抑制すると考えられる。以上の議論を踏まえて提唱される反応的競争パターンとそ

の促進／抑制要因に関する概念枠組は、図表 4－2 に示されるとおりである。 

 

 

4－3 仮説提唱 

 

4－3－1 焦点企業特性に関する仮説 

 

本論は、2 つの競争目的（すなわち、既に獲得した利潤機会の維持・防衛および新たな利潤機会の発

反応的競争パターンの 
促進／抑制要因 

既に獲得した 
利潤機会の 
維持・防衛 

脅威の偏重 
主力カテゴリーに
導入された新製品 
に対する反応性 

新たな 
利潤機会の 
発見・獲得 

機会の偏重 
非主力カテゴリーに
導入された新製品 
に対する反応性 

競争目的 情報処理および 
意思決定 

反応対象 

焦点企業特性 

競合企業特性 

市場特性 

反応的競争パターン 
（防衛型（上＞下）／攻撃型（上＜下）） 

相対的な競争目的 
の重視度に影響を 

及ぼす要因 
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見・獲得）の相対的な重視度に影響を及ぼす焦点企業特性として、企業行動論や競争戦略論の既

存研究において企業の目的に影響を及ぼすことが指摘されている 3 つの焦点企業特性、すなわ

ち、焦点企業の競争地位、戦略タイプ、および企業成果を取り上げ、焦点企業の反応的競争パタ

ーンに及ぼす影響を吟味する。 

まず、焦点企業の競争地位に関して、競争地位が高い焦点企業ほど、現状維持によって高い企

業成果を達成することができるため、企業内に慣性が生じやすく（Miller and Chen, 1994）、競争

において既に獲得した利潤機会の維持・防衛という目的を重視する傾向が強いであろう。その結

果、競争地位が高い焦点企業ほど、脅威と知覚しやすい自社にとっての主力カテゴリーに導入さ

れた競合企業の新製品に対して反応製品導入行動を採用する可能性が高いと考えられる。他方、

競争地位が低い焦点企業ほど、現状維持を改善しなければ高い企業成果を達成することができ

ないため、企業内に慣性が生じにくく（Miller and Chen, 1994）、競争において新たな利潤機会の

発見・獲得という目的を重視する傾向が強いであろう。その結果、競争地位が低い焦点企業ほど、

機会と知覚しやすい自社にとっての非主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品に対して

反応製品導入行動を採用する可能性が高いと考えられる。以上の議論を踏まえ、次の仮説を提唱

する。 

 

 仮説 1  競争地位が高い焦点企業ほど、競争において新たな利潤機会の発見・獲得という目

的よりも、既に獲得した利潤機会の維持・防衛という目的を相対的に重視しやすい

ため、自社にとっての非主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品よりも、自

社にとっての主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品に対して反応製品導入

行動を採用する可能性が高い。 

 

次に、焦点企業の戦略タイプに関して、企業行動や戦略に関する既存研究は、戦略タイプは企

業の支配的なルーティンを形成することによって当該企業が戦略において何を重視するかに重
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大な影響を及ぼすと主張している（Ansoff, 1965; Miles and Snow, 1978）。Miles and Snow（1978）

の有名な戦略分類によると、企業の戦略タイプは、防衛型、探索型、分析型、および受身型とい

う 4 つのタイプに分類されるという。彼らによると、防衛型とは、狭い製品・市場領域におい

て、新たな機会の探索よりも、既存事業の効率性を重視する企業の戦略タイプであり、探索型と

は、既存事業の効率性を犠牲にしても、絶えず新たな利潤機会を探索する企業の戦略タイプであ

り、分析型とは、防衛型と探索型の中間に位置するような企業の戦略タイプであり、受身型とは、

これら 3 つの安定した戦略タイプに成りきれておらず、環境の変化に振り回され一貫した戦略

を有さない企業の戦略タイプであるという。受身型を除く 3 つの戦略タイプを考えた場合、戦

略タイプが防衛型に近い焦点企業ほど、既存事業の維持・改善に対するコミットメントが強いた

め、競争において既に獲得した利潤機会の維持・防衛という目的を重視する傾向が強いであろう。

その結果、戦略タイプが防衛型に近い焦点企業ほど、脅威と知覚しやすい自社にとっての主力カ

テゴリーに導入された競合企業の新製品に対して反応製品導入行動を採用する可能性が高いと

考えられる。他方、戦略タイプが探索型に近い焦点企業ほど、新たな事業機会の発見・獲得に対

するコミットメントが強いため、競争において新たな利潤機会の発見・獲得という目的を重視す

る傾向が強いであろう。その結果、戦略タイプが探索型に近い焦点企業ほど、機会と知覚しやす

い自社にとっての非主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品に対して反応製品導入行動

を採用する可能性が高いと考えられる。以上の議論を踏まえて、次の仮説を提唱する。 

 

 仮説 2  戦略タイプが防衛型に近い焦点企業ほど、競争において新たな利潤機会の発見・獲

得という目的よりも、既に獲得した利潤機会の維持・防衛という目的を相対的に重

視しやすいため、自社にとっての非主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品

よりも、自社にとっての主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品に対して反

応製品導入行動を採用する可能性が高い。 
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最後に、焦点企業の企業成果に関して、企業行動に関する既存研究によると、企業は、成果が

要求水準を満たしている間は、現状の行動を採用し続ける一方、成果が要求水準を満たさなくな

ると、現状に不満を抱き、新たな解決策の探索を行うという（Cyert and March, 1963; March, 1991）。

彼らの主張に基づくと、高い企業成果を達成している焦点企業ほど、現状の行動を維持すること

に対するコミットメントが強いため、競争において既に獲得した利潤機会の維持・防衛という目

的を重視する傾向が強いであろう。その結果、高い企業成果を達成している焦点企業ほど、脅威

と知覚しやすい自社にとっての主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品に対して反応製

品導入行動を採用する可能性が高いと考えられる。他方、低い企業成果に陥っている焦点企業ほ

ど、新たな解決策を探索することに対するコミットメントが強いため、競争において新たな利潤

機会の発見・獲得という目的を重視する傾向が強いであろう。その結果、低い企業成果に陥って

いる焦点企業ほど、機会と知覚しやすい自社にとっての非主力カテゴリーに導入された競合企

業の新製品に対して反応製品導入行動を採用する可能性が高いと考えられる。以上の議論を踏

まえて、次の仮説を提唱する。 

 

 仮説 3  高い企業成果を達成している焦点企業ほど、競争において新たな利潤機会の発見・

獲得という目的よりも、既に獲得した利潤機会の維持・防衛という目的を相対的に

重視しやすいため、自社にとっての非主力カテゴリーに導入された競合企業の新製

品よりも、自社にとっての主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品に対して

反応製品導入行動を採用する可能性が高い。 

 

4－3－2 競合企業特性に関する仮説 

 

また、2 つの競争目的（すなわち、既に獲得した利潤機会の維持・防衛および新たな利潤機会の発見・

獲得）の相対的な重視度は、同一の焦点企業であっても、競争相手に応じて変化すると考えられ
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る。そこで、本論は、2 つの競争目的の相対的な重視度に影響を及ぼす競合企業特性として競合

企業の規模を取り上げ、焦点企業の反応的競争パターンに及ぼす影響を吟味する。 

競合企業の規模に関して、規模が大きい競合企業ほど、当該企業の新製品が導入カテゴリーに

及ぼす影響が大きく、また当該企業との競争に要するコストが高いため（Bowman and Gatignon, 

1995; Chen, et al., 2007）、そのような競合企業との競争において、焦点企業は、既に獲得した利

潤機会の維持・防衛という目的を重視しやすいであろう。その結果、競合企業の規模が大きいほ

ど、焦点企業は、脅威と知覚しやすい自社にとっての主力カテゴリーに導入された競合企業の新

製品に対して反応製品導入行動を採用する可能性が高いと考えられる。他方、規模が小さい競合

企業ほど、当該企業の新製品が導入カテゴリーに及ぼす影響が小さく、また当該企業との競争に

要するコストが低いため（Bowman and Gatignon, 1995; Chen, et al., 2007）、そのような競合企業

との競争において、焦点企業は、新たな利潤機会の発見・獲得という目的を重視しやすいであろ

う。その結果、競合企業の規模が小さいほど、焦点企業は、機会と知覚しやすい自社にとっての

非主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品に対して反応製品導入行動を採用する可能性

が高いと考えられる。以上の議論を踏まえ、次の仮説を提唱する。 

 

 仮説 4  競合企業の規模が大きいほど、焦点企業は、当該企業との競争において新たな利潤

機会の発見・獲得という目的よりも、既に獲得した利潤機会の維持・防衛という目

的を相対的に重視しやすいため、自社にとっての非主力カテゴリーに導入された競

合企業の新製品よりも、自社にとっての主力カテゴリーに導入された競合企業の新

製品に対して反応製品導入行動を採用する可能性が高い。 

 

4－3－3 市場特性に関する仮説 

 

さらに、2 つの競争目的（すなわち、既に獲得した利潤機会の維持・防衛および新たな利潤機会の発
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見・獲得）の相対的な重視度は、同一の焦点企業であっても、市場状況に応じて変化すると考え

られる。そこで、本論は、2 つの競争目的の相対的な重視度に影響を及ぼす市場特性として市場

の成長率を取り上げ、焦点企業の反応的競争パターンに及ぼす影響を吟味する。 

市場の成長率に関して、成長率の低い市場ほど、焦点企業は、生存の脅威を知覚しやすく、ま

た新たな取り組みの成功可能性を低く知覚しやすいため（Miller and Chen, 1994; Kuester, et al., 

1999; Hultink and Langerak, 2001）、そのような市場での競争において、焦点企業は、既に獲得し

た利潤機会の維持・防衛という目的を重視しやすいであろう。その結果、市場の成長率が低いほ

ど、焦点企業は、脅威と知覚しやすい自社にとっての主力カテゴリーに導入された競合企業の新

製品に対して反応製品導入行動を採用する可能性が高いと考えられる。他方、成長率の高い市場

ほど、焦点企業は、企業成果の改善可能性や新たな取り組みの成功可能性を高く知覚しやすいた

め（Miller and Chen, 1994; Kuester, et al., 1999; Hultink and Langerak, 2001）、そのような市場での

競争において、焦点企業は、新たな利潤機会の発見・獲得という目的を重視しやすいであろう。

その結果、市場の成長率が高いほど、焦点企業は、機会と知覚しやすい自社にとっての非主力カ

テゴリーに導入された競合企業の新製品に対して反応製品導入行動を採用する可能性が高いと

考えられる。以上の議論を踏まえ、次の仮説を提唱する。 

 

 仮説 5  市場の成長率が低いほど、焦点企業は、競争において新たな利潤機会の発見・獲得

という目的よりも、既に獲得した利潤機会の維持・防衛という目的を相対的に重視

しやすいため、自社にとっての非主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品よ

りも、自社にとっての主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品に対して反応

製品導入行動を採用する可能性が高い。 
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4－3－4 交互効果に関する仮説 

 

 仮説 1 から仮説 5 のうち、前 2 者の仮説で扱った要因、すなわち、焦点企業の競争地位およ

び焦点企業の戦略タイプは、基本的な焦点企業の反応的競争パターンを促進／抑制する要因で

あると考えられる一方、後 3 者の仮説で扱った要因、すなわち、焦点企業の企業成果、競合企業

の規模、および市場の成長率は、状況に応じた変動的な焦点企業の反応的競争パターンを促進／

抑制する要因であると考えられる。このような基本的な焦点企業の反応的競争パターンを促進

／抑制する要因の影響と状況に応じた変動的な焦点企業の反応的競争パターンを促進／抑制す

る要因の影響が一致している場合、一方の競争目的の相対的な重視度は非常に高くなり、その結

果、反応的競争パターンに関するより顕著な傾向が観察されるであろう。以上の議論を踏まえて、

次の仮説群を提唱する。 

 

 仮説 6  競争地位が高い焦点企業ほど、自社にとっての非主力カテゴリーに導入された競合

企業の新製品よりも、自社にとっての主力カテゴリーに導入された競合企業の新製

品に対して反応製品導入行動を採用する可能性は、（a）焦点企業の企業成果が高い

ほど、（b）競合企業の規模が大きいほど、（c）市場の成長率が低いほど高い。 

 

 仮説 7  戦略タイプが防衛型に近い焦点企業ほど、自社にとっての非主力カテゴリーに導入

された競合企業の新製品よりも、自社にとっての主力カテゴリーに導入された競合

企業の新製品に対して反応製品導入行動を採用する可能性は、（a）焦点企業の企業

成果が高いほど、（b）競合企業の規模が大きいほど、（c）市場の成長率が低いほど

高い。 
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図表 4－3 実証研究Ⅰの仮説群 

 

 以上の実証研究Ⅰの仮説群は、図表 4－3 に要約されるとおりである。 

なお、分析に際しては、カテゴリーの成長率とカテゴリーの新製品導入数を統制変数としてモ

デルに加えた。カテゴリーの成長率が低いほど、またカテゴリーの新製品導入数が多いほど、当

該カテゴリーに導入された新製品に対する脅威の知覚は強まり、機会の知覚は弱まると考えら

れる。したがって、カテゴリーの成長率は、焦点企業にとっての主力カテゴリーの場合、当該カ

テゴリーに導入された新製品に対する焦点企業の反応製品導入行動の採用に負の影響を、焦点

企業にとっての非主力カテゴリーの場合、当該カテゴリーに導入された新製品に対する焦点企

業の反応製品導入行動の採用に正の影響を、それぞれ及ぼすであろう。他方、カテゴリーの新製

品導入数は、焦点企業にとっての主力カテゴリーの場合、当該カテゴリーに導入された新製品に

対する焦点企業の反応製品導入行動の採用に正の影響を、焦点企業にとっての非主力カテゴリ

ーの場合、当該カテゴリーに導入された新製品に対する焦点企業の反応製品導入行動の採用に

負の影響を、それぞれ及ぼすであろう。そのため、これらカテゴリー特性の影響を統制した上で、

仮説として提唱した 5 つの要因が、焦点企業の反応的競争パターンに及ぼす影響の経験的テス

トを行う。 

 

基本的な企業の反応的競争パターンの

促進／抑制要因 

変動的な企業の反応的競争パターンの

促進／抑制要因 

焦点企業の戦略タイプ（防衛型） [H2：＋] 

焦点企業の企業成果 [H3：＋]  
競合企業の規模 [H4：＋] 
市場の成長率 [H5：－]  

反応的競争パターン（防衛型／攻撃型） 

主力カテゴリーに導入された新製品に

対する反応製品導入行動（1） 
or 

非主力カテゴリーに導入された新製品

に対する反応製品導入行動（0） 

焦点企業の競争地位 [H1：＋] 

交互効果 
[H6(a)：＋, H6(b)：＋, H6(c)：－] 
[H7(a)：＋, H7(b)：＋, H7(c)：－]   
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4－4 分析方法 

 

4－4－1 分析対象 

 

 実証分析に際して、本論は、競争ダイナミクス研究（e.g., Smith, et al., 1991; Chen and MacMillan, 

1992; Chen, et al., 1992; Chen and Miller, 1994; Miller and Chen, 1994, 1996; Young, et al., 1996; Ferrier, 

et al., 1999; Ferrier, 2001; Ferrier and Lee, 2002; Derfus, et al., 2008; Marcel, et al., 2010）に倣い、実

際に市場に導入された新製品に関する 2 次データを収集し、経験的テストを行った。2 次データ

を使用する場合、焦点企業の目的や評価を直接測定することができないものの、1 次データを使

用する場合に生じる回答者の回顧的なバイアスや、少数かつ主要な競合企業に対する反応製品

導入行動のみにサンプルが制限される可能性を避けることができる（Debruyne, et al., 2010）。本

論の主要な関心の 1 つは、同一企業であっても状況に応じて反応的競争パターンが異なるか否

かをテストすることにあるため、今回は同一企業の多様な状況における複数の反応製品導入行

動に関するデータが収集できる 2 次データを選択した。 

まず、分析対象産業には、（1）マーケティング・ミックスの 4P の中で、製品を用いた競争が

最も盛んな産業、（2）新製品の成功・失敗に関する不確実性が高い産業、および（3）新製品や

売上に関する公開データが豊富な産業という 3 つの条件を満たす清涼飲料水産業を選択した。

清涼飲料水産業の導入製品（新製品・リニューアル製品を含む）は毎年 1000 製品を超えるが、その

中で翌年まで生き残る新製品はわずか 3 製品程度と言われるほど、製品競争が激しくかつ新製

品の成功・失敗に関する不確実性が高い産業である。また、産業専門誌や当該産業を対象とした

民間調査レポートも豊富に存在する。 

また、本論の実証分析においては、各焦点企業にとっての主力カテゴリーおよび非主力カテゴ

リーを識別する必要がある。そのため、分析対象市場には、清涼飲料水産業の市場の中でも、各

企業の売上データが入手可能なカテゴリーが 3 カテゴリー以上存在する炭酸飲料市場、果汁飲
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料市場、野菜飲料市場、および茶系飲料市場の 4 市場を選択した。 

 さらに、分析対象企業には、各市場において、分析対象期間における平均市場シェアが 1％以

上かつ分析対象期間にデータソースにおいて 1 製品以上の新製品導入行動が報告されている企

業を選択した。その結果、分析対象企業は、炭酸市場 8 社、果汁飲料市場 12 社、野菜市場 7 社、

茶系飲料市場 8 社であった13。 

最後に、分析対象期間は、2008 年 1 月から 2014 年 12 月の 7 年間であった。 

 製品に関するデータは、株式会社ビバリッジジャパン社の発行する産業専門誌である

『Beverage Japan』および株式会社日本経済新聞デジタルメディアの運営するデータベースであ

る『日経テレコン 21』を通じて入手した各社のプレスリリースから収集した。市場レベル・カ

テゴリーレベルの売上データは、株式会社富士経済の発行する調査レポートである『清涼飲料マ

ーケティング要覧』から収集した14。 

 

4－4－2 反応製品導入行動の識別 

 

反応行動を分析対象とする実証分析において最も重要なことは、反応行動をどのように識別

するのかということである。既存研究は、産業専門誌や、ニュースリリース、IR 資料を対象と

した内容分析によって、反応行動を識別してきた。本論は、既存研究を参考に、6 つのプロセス、

すなわち、（1）導入製品データの収集、（2）新製品とリニューアル製品の分類、（3）各市場のカ

                                                   

13 清涼飲料水産業においては、同一企業であっても市場によって競争地位や戦略タイプが異なる場合が多

い。実際、本論の分析対象市場のリーダー企業は全て異なる企業である。そのため、本論の分析におい

ては、複数の市場に参入している同一企業であっても、市場ごとに個別企業として扱っている。 

14 株式会社富士経済との契約に従って、本論において、分析対象企業の企業名や、売上、市場シェア等を

記載することはできない。そうした情報に関しては、『清涼飲料マーケティング要覧』を直接参照のこと。 
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テゴリーの設定、（4）新製品の分類、（5）反応基準の設定、および（6）新製品ペアの反応関係

の判定を通じて、最終的に、各新製品に対して、同一市場の新製品導入企業（競合企業）以外の

各企業（焦点企業）が、反応製品導入行動を採用したか否かを識別した。 

「（1）導入製品データの収集」プロセスにおいては、『Beverage Japan』から、対象期間に、

対象市場において、対象企業が導入した 5163 製品に関するデータを収集した（炭酸飲料市場：

1342 製品、果汁飲料市場：1561 製品、野菜飲料市場：770 製品、茶系飲料市場：1490 製品）。 

「（2）新製品とリニューアル製品の分類」プロセスにおいては、『Beverage Japan』および各

社のプレスリリースの情報を参考に、5163 製品を 2198 の新製品（炭酸飲料市場：612 製品、果汁

飲料市場：899 製品、野菜飲料市場：322 製品、茶系飲料市場：355 製品）と 2975 のリニューアル製品

（炭酸飲料市場：730 製品、果汁飲料市場：662 製品、野菜飲料市場：448 製品、茶系飲料市場：1135 製品）

に分類した。清涼飲料水産業におけるリニューアル製品の大部分は、パッケージの変更に代表さ

れる既存製品を僅かに変更しただけの製品である。そのため、リニューアル製品は、今後の売上

に関する不確実性が低い。そうした製品に対する反応製品導入行動の意思決定メカニズムは、本

論や競争ダイナミクス研究が暗黙裡に想定する不確実性が存在する中で、脅威や機会の知覚と

いった主観的評価に基づいて採用される反応製品導入行動の意思決定メカニズムとは本質的に

異なると考えられる。そのため、リニューアル製品に分類された製品は、以降のプロセスから除

外した。 

「（3）各市場のカテゴリーの設定」プロセスにおいては、『清涼飲料マーケティング要覧』を参

考に、炭酸飲料市場では、コーラ炭酸／透明炭酸／果汁炭酸／着色・フレーバー炭酸／乳性炭酸

／ジンジャエール炭酸／その他の 7 カテゴリーを、果汁飲料市場では、高果汁（果汁 100％）／

中果汁（果汁 10～99％）／低果汁（果汁 10％未満）／その他の 4 カテゴリーを、野菜飲料市場で

は、トマト（トマト汁 100％）／野菜（野菜汁 100％）／野菜＆果汁（野菜汁＋果汁 100％）／その他

の 4 カテゴリーを、そして茶系飲料市場では、日本茶／烏龍茶／麦茶／ブレンド茶／その他の 5

カテゴリーをそれぞれ設定した。 
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「（4）新製品の分類」プロセスにおいては、「（1）導入製品データの収集」プロセスで参照した

『Beverage Japan』の情報を参考に、全ての新製品を「（3）各市場のカテゴリーの設定」プロセ

スで設定したカテゴリーに分類した。その結果、炭酸飲料市場においては、612 製品が、コーラ

炭酸：44 製品／透明炭酸：88 製品／果汁炭酸：221 製品／着色・フレーバー炭酸：112 製品／

乳性炭酸：49 製品／ジンジャエール炭酸：18 製品／その他：80 製品に分類され、果汁飲料市場

においては、899 製品が、高果汁（果汁 100％）：246 製品／中果汁（果汁 10～99％）：370 製品／

低果汁（果汁 10％未満）：243 製品／その他：40 製品に分類され、野菜飲料市場においては、322

製品が、トマト（トマト汁 100％）：20 製品／野菜（野菜汁 100％）：68 製品／野菜＆果汁（野菜汁

＋果汁 100％）：117 製品／その他：57 製品に分類され、そして茶系飲料市場においては、355 製

品が、日本茶：178 製品／烏龍茶：12 製品／麦茶：21 製品／ブレンド茶：77 製品／その他：67

製品に分類された。その他には、「（1）導入製品データの収集」プロセスで参照した、『Beverage 

Japan』においては各市場を構成するカテゴリーとして扱われているものの、「（3）各市場のカ

テゴリーの設定」プロセスで参照した『清涼飲料マーケティング要覧』においては各市場を構成

するカテゴリーとして扱われていないカテゴリー（e.g., 炭酸飲料市場：エナジードリンク、果汁飲料

市場：ゼリー飲料、野菜飲料市場：豆乳飲料、茶系飲料市場：ハーブティー）に属する新製品が分類さ

れていた。そのため、今回のデータソースから、各企業のその他に含まれるカテゴリーの売上デ

ータを欠損値なく入手することは不可能であった。したがって、各市場のその他に分類された新

製品は、以降のプロセスから除外した。 

「（5）反応基準の設定」プロセスにおいては、日本の清涼飲料水産業を対象に実証分析を行っ

た既存研究（淺羽，2002）およびデータソースを参考に、（ⅰ）導入期間の間隔、（ⅱ）容器・容

量分類、および（ⅲ）訴求内容分類に関する 3 つの基準を設定した。まず、導入期間の間隔に関

して、淺羽（2002）が実施した日本の清涼飲料水メーカーに対するインタビュー結果を参考に、

競合企業の新製品をきっかけとして導入された新製品か否かを判断する期間として、「（ⅰ）対象

の新製品との導入期間の間隔が 6 ヶ月以内か否か」という基準を設定した。次に、容器・容量分
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類に関して、清涼飲料水産業の製品は容器・容量が異なると、ターゲットや、飲用シーン、小売

店における販売の棚が異なるため、データソースを参考に 14 種類の容器・容量分類、すなわち、

（a）ミニ PET（～350ml）、（b）標準 PET（～600ml）、（c）ファミリーPET（601ml～）、（d）ミニ

缶（～280ml）、（e）標準缶（～380ml）、（f）ビッグ缶（381ml～）、（g）ミニ紙（～250ml）、（h）標

準紙（～500ml）、（i）ファミリー紙（501ml～）、（j）プラスチック・カップ、（k）パウチ、（l）び

ん、（m）ホット、（n）冷凍を特定し、その上で「（ⅱ）対象の新製品と容器・容量分類が一致し

ているのか否か」という基準を設定した。最後に、訴求内容分類に関して、清涼飲料水産業の製

品には同一カテゴリーという条件だけでは捉えきれない多様性が存在するため、データソース

を参考に 6 種類の訴求内容分類、すなわち、（a）主要素材自体の訴求、（b）主要素材の量・種類

の訴求、（c）付加素材の訴求、（d）機能性の訴求、（e）健康性の訴求、および、（f）安全性の訴

求を特定し、その上で「（ⅲ）対象の新製品と訴求内容が 1 つ以上一致しているのか否か」とい

う基準を設定した。なお、2014 年 7 月以降に導入された新製品は、「（ⅰ）対象の新製品との導

入期間の間隔が 6 ヶ月以内か否か」という基準により、今回の分析対象期間内のデータだけで

は、各新製品に対して各焦点企業が反応製品導入行動を採用したか否かを判断することができ

ない。そのため、2014 年に導入された全ての新製品は、以降のプロセスから除外した。 

「（6）新製品ペアの反応関係の判定」プロセスにおいては、「（5）反応基準の設定」プロセスで

設定した 3 つの反応基準に基づいて、同一カテゴリーの全ての新製品ペアの反応関係の有無を

判定した。その際、3 つの反応基準を全て満たす新製品ペアのみを反応関係にあると判断した。

反応基準を満たしているのか否かに関して、（ⅰ）導入期間の間隔および（ⅱ）容器・容量分類

に関する反応基準は、「（1）導入製品データの収集」プロセスで参照した『Beverage Japan』の

情報に基づいて判断し、（ⅲ）訴求内容分類に関する反応基準は、各社のプレスリリースにおけ

る製品情報に基づいて本論著者が慎重に判断した15。本論著者が、各訴求内容が実際に訴求され 

                                                   

15 判断の必要な作業に関して、海外のトップ・ジャーナルに掲載されるような既存研究においては、研究目
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図表 4－4 訴求内容の判断に用いた表現例 

 訴求とコードした表現の例 

主要素材の訴求 天然…、〇〇産…、甘みの強い…、厳選した…  

主要素材の量・種類の訴求 強…、濃縮…、◯種の…、濃い…、◯倍の… 

付加素材の訴求 …フレーバー、果肉入り、黒酢配合、ジンジャーエキス 

機能性の訴求 

（栄養素の付加） 
難消化性デキストリン、ビタミン C、鉄分、ミネラル 

健康性の訴求 

（カロリー・糖類等の除去） 
カロリーオフ、糖類ゼロ、食塩不使用、カフェインゼロ 

安全性の訴求 

（着色料・保存料等の除去） 
着色料不使用、保存料不使用、香料不使用 

ただし、主要素材とは、同一カテゴリーの製品に含まれる共通素材であり、 

付加素材とは栄養素を除くその他素材である。 

 

ていると判断した表現の例は、図表 4－4 に示されるとおりである。 

以上の識別プロセスを通じて、反応関係にある 1660 ペアが識別された（炭酸飲料市場：436 ペ

ア、果汁飲料市場：772 ペア、野菜飲料市場：197 ペア、茶系飲料市場：255 ペア）。本論サンプルにお

いて、各焦点企業が反応製品導入行動を採用する機会の総数、すなわち、新製品の数×同一市場

の新製品導入企業以外の企業の数は、16912 であったため、識別プロセスの結果は、そのうち約

1 割において、実際に反応製品導入行動が採用されたことを示していた。実証研究Ⅰの説明対象

は、焦点企業の反応性、すなわち、焦点企業が反応製品導入行動を採用するか否かではなく、焦

                                                   

的を知らない複数のコーダーに個別に作業を依頼し、不一致の結果に関しては合議の上、統一した結論

を出してもらうというプロセスによって判断の信頼性を高めている。本論においては、作業量の多さと

時間的な制約によって、そうしたプロセスを採用することはできなかった。その点は、本論の限界の 1

つとして挙げられる。代わりに、ここでは、無作為に抽出した 100 製品に関して、研究目的を知らない

1 名のコーダーに、判断基準を説明した上で、作業を依頼した。その結果、コーダーの判断と本論著者の

判断は完全に一致した。そのため、本論著者の判断は一定の信頼性を有していると言い得るであろう。 



第 4 章 実証研究Ⅰ：製品競争における 

企業の反応的競争パターンを促進／抑制する要因 

86 

点企業の反応的競争パターン、すなわち、自社にとっての主力カテゴリーに導入された競合企業

の新製品と自社にとっての非主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品に対する焦点企業

の反応製品導入行動の相対的な採用傾向にある。そのため、分析には、反応製品導入行動が採用

されたサンプルのみを用いた。なお、説明変数の測定において 1 年のラグをとったため、2008

年に導入された新製品に対する反応製品導入行動のサンプルは分析対象から除外された。その

結果、実証研究Ⅰの最終的なサンプルは、2009 年から 2013 年の 5 年間に導入された新製品に

対する 1317 の反応製品導入行動によって構成された。 

 

4－4－3 変数の測定 

 

まず、被説明変数に関して、実証研究Ⅰの被説明変数である反応的競争パターンは、2 値変数

によって測定した。各焦点企業の反応製品導入行動のうち、当該企業にとっての主力カテゴリー

に導入された新製品に対する反応製品導入行動は 1、非主力カテゴリーに導入された新製品に対

する反応製品導入行動は 0 とコーディングした。各焦点企業にとっての主力カテゴリーと非主

力カテゴリーを分類する基準には、焦点企業にとって最も高い売上を上げているカテゴリー（す

なわち、主力カテゴリー）か否か（すなわち、非主力カテゴリー）、という基準を用いた。焦点企業に

とっての主力カテゴリーの売上が当該企業の市場全体の売上に占める割合の平均値は 70％を超

えていたため、このような基準は、主力カテゴリーと非主力カテゴリーを識別する上で妥当な基

準であると見なし得るであろう。本論のサンプルにおける、自社にとっての主力カテゴリーに導

入された競合企業の新製品に対する反応製品導入行動および非主力カテゴリーに導入された競

合企業の新製品に対する反応製品導入行動は、それぞれ 567 行動および 750 行動であった。 

 また、説明変数に関して、仮説 1 に対応した説明変数である焦点企業の競争地位は、焦点企業

の t－1 期の市場シェアによって測定した。仮説 2 に対応した説明変数である焦点企業の戦略タ

イプは、焦点企業の t－1 期の売上上位 3 カテゴリーの売上が当該企業の市場全体の売上に占め
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る割合の HHI の自然対数によって測定した。この値が大きい焦点企業ほど、選択的なカテゴリ

ー、すなわち、狭い市場領域において活動していることを意味しているため、戦略タイプが防衛

型に近いと見なすことができる一方、この値が小さい焦点企業ほど、多様なカテゴリー、すなわ

ち、広い市場領域において活動していることを意味しているため、戦略タイプが探索型に近いと

見なすことができるであろう。仮説 3 に対応した説明変数である焦点企業の企業成果は、焦点

企業の t－1 期から t 期の市場全体の売上の変化率によって測定した。仮説 4 に関連した説明変

数である競合企業の規模は、競合企業の t－1 期の市場全体の売上の自然対数によって測定した。

仮説 5 に対応した説明変数である市場の成長率は、市場の t－1 期から t 期の総売上の変化率に

よって測定した。 

そして最後に、統制変数に関して、1 つ目の統制変数であるカテゴリーの成長率は、カテゴリ

ーの t－1 期から t 期の総売上の変化率によって測定した。2 つ目の統制変数であるカテゴリー

の製品導入数は、カテゴリーに t－1 期に導入された新製品の総数によって測定した。 

 

4－4－4 分析手法の検討 

 

本論のサンプルは、4 つの市場の観測値をプールしており、かつ 1 つの焦点企業の複数の反応

製品導入行動に関する観測値を含むことから、観測値が市場または焦点企業ごとにネストされ

ている可能性が懸念される。このように観測値が集団ごとにネストされ、その集団内類似性が高

い場合、観測値間の独立性が確保されないため、単純な回帰モデルによる推定結果はバイアスを

抱えてしまう可能性があると指摘されている（Kreft and Leeuw, 1998）。その可能性の有無をテス

トするために、集団内類似性の指標の 1 つである ICC（級内相関：全変動に占める集団間変動の割

合）を市場間および焦点企業間の両者において算出した。その結果、ICC の値は、市場間が 0.14、

焦点企業間が 0.27 であった。ICC が 0.10 以上の場合に集団内類似性が疑われるという一般的

な基準（清水，2014）と照らし合わせた結果、本論のサンプルにおいては、市場間および焦点企
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業間の両者の集団内類似性に対処する必要性があるということが示唆された。そこで、分析手法

として、このような階層性のある観測値に対処することのできる分析手法であり、被説明変数が

2 値変数の場合に用いるマルチレベル・ロジスティック回帰モデル（混合効果ロジスティック回帰モ

デル）を選択した。その際、観測値の階層として、まず全ての観測値が市場ごとにネストされ、

さらに市場ごとの観測値が焦点企業ごとにネストされているという 3 階層を想定した。また、

変量効果として、市場レベルのランダム切片と焦点企業レベルのランダム切片を想定した。 

 

 

4－5 分析結果 

 

4－5－1 記述統計量と変数間の相関 

 

分析モデルに含まれる各変数の記述統計量および変数間の相関係数は、それぞれ図表 4－5 お

よび図表 4－6 に示されるとおりであった。 

 

図表 4－5 各変数の記述統計量 

 平均値 標準偏差 最小値 最大値 

1. 反応カテゴリー 0.43 0.50 0.00 1.00 

2. 焦点企業の競争地位 0.11 0.13 0.00 0.64 

3. 焦点企業の戦略タイプ 8.64 0.30 7.43 9.21 

4. 焦点企業の企業成果 1.06 0.34 0.72 4.55 

5. 競合企業の規模 10.17 1.14 7.20 12.75 

6. 市場の成長率 1.01 0.05 0.89 1.12 

7. カテゴリーの成長率 1.05 0.16 0.75 1.66 

8. カテゴリーの新製品数 33.72 16.38 0.00 65.00 
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図表 4－6 変数間の相関係数 

 1 2 3 4 5 6 7 8 

1. 反応カテゴリー 1.00        

2. 焦点企業の競争地位 －0.05 1.00       

3. 焦点企業の戦略タイプ 0.05 －0.17 1.00      

4. 焦点企業の企業成果 0.02 －0.12 0.21 1.00     

5. 競合企業の規模 0.07 0.05 －0.11 －0.00 1.00    

6. 市場の成長率 0.01 －0.00 －0.05 －0.14 －0.02 1.00   

7. カテゴリーの成長率 －0.17 0.03 －0.07 0.14 －0.05 0.50 1.00  

8. カテゴリーの新製品数 0.20 －0.23 0.15 －0.05 －0.17 0.03 －0.07 1.00 

 

4－5－2 モデルの推定結果 

 

 モデルの推定結果は、図表 4－7 に示されるとおりであった。なお、モデル 1 は、交互作用項

を含まないモデル、モデル 2 は交互作用項を含むモデルであった。推定においては、交互作用項

と元になる変数間にしばしば観察される多重共線性を最小化するために、事前に中心化したデ

ータを使用した（Jaccard, Turrisi, and Wan, 1990）。 

両モデルにおける市場レベルのランダム切片の分散、すなわち、市場ごとの切片の変動の程度

は、それぞれ 0.44（モデル 1）、0.44（モデル 2）であり、焦点企業レベルのランダム切片の分散、

すなわち、焦点企業ごとの切片の変動の程度は、それぞれ 0.63（モデル 1）、0.60（モデル 2）であ

った。これらの市場ごとおよび焦点企業ごとの分散の大きさは、本分析において階層性のある観

測値に対処することのできるマルチレベル・ロジスティック回帰モデルを使用することが妥当で

あったことを示唆している。実際、通常のロジスティック回帰モデル（変量効果を含まないモデル）

とマルチレベル・ロジスティック回帰モデルを比較した尤度比検定の結果は、変量効果を含むマ

ルチレベル・ロジスティック回帰モデルの方がモデルとしての適合性が高いことを示唆していた

（モデル 1：Χ2＝160.29, p＜0.01、モデル 2：Χ2＝124.74, p＜0.01）。 
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図表 4－7 推定結果（被説明変数：反応的競争パターン［1：防衛型（主力）、0：攻撃型（非主力）］） 

独立変数 モデル 1 モデル 2 

焦点企業の競争地位 [H1：＋] 0.41
***

 2.75
***

 

焦点企業の戦略タイプ（防衛型の程度） [H2：＋] －0.03
***

 －0.16
***

 

焦点企業の企業成果 [H3：＋] - 0.59
***

 - 1.51
***

 

競合企業の規模 [H4：＋] - 0.11
***

 - 0.13
***

 

市場の成長率 [H5：－] 4.42
***

 2.72
***

 

焦点企業の競争地位×焦点企業の企業成果 [H6（a）：＋]  - 27.06
***

 

焦点企業の競争地位×競合企業の規模 [H6（b）：＋]  －0.28
***

 

焦点企業の競争地位×市場の成長率 [H6（c）：－]  －28.30
***

 

焦点企業の戦略タイプ×焦点企業の企業成果 [H7（a）：＋]  3.27
***

 

焦点企業の戦略タイプ×競合企業の規模 [H7（b）：＋]  - 0.51
***

 

焦点企業の戦略タイプ×市場の成長率 [H7（c）：－]  －11.75
***

 

カテゴリーの成長率 －1.89
***

 －2.00
***

 

カテゴリーの新製品数 0.02
***

 0.03
***

 

切片 1.17
***

 1.35
***

 

市場レベルのランダム切片の分散 0.44
***

 0.44
***

 

焦点企業レベルののランダム切片の分散 0.63
***

 0.60
***

 

Wald Χ2 24.92
***

 45.66
***

 

尤度比 －755.18
***

 －740.16
***

 

***は 1%、**は 5％、*は 10％水準で有意。 

 

仮説に関して、分析の結果は、各要因の主効果に関する仮説 1 から仮説 5 の 5 つの仮説群の

うち、1 つの仮説の明確な支持および 2 つの仮説の弱い支持を示していた。仮説 1 に関して、焦

点企業の競争地位は、当該企業が、自社にとっての非主力カテゴリーに導入された競合企業の新

製品よりも、自社にとっての主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品に対して反応製品

を導入する傾向に、10％水準で有意な正の影響を及ぼしていた（モデル 2：β＝2.75, p＜0.10）。し
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たがって、仮説 1 は、弱い支持を得たと見なし得るであろう。 

仮説 2 に関して、焦点企業の戦略タイプ（防衛型の程度）は、当該企業が、自社にとっての非

主力カテゴリーに導入された新製品よりも、自社にとっての主力カテゴリーに導入された新製

品に対して反応製品を導入する傾向に、有意な影響を及ぼしていなかった（モデル 2：β＝－0.16, 

p＞0.10）。したがって、仮説 2 は、支持されなかったと見なし得るであろう。 

仮説 3 に関して、焦点企業の企業成果は、当該企業が、自社にとっての非主力カテゴリーに導

入された競合企業の新製品よりも、自社にとっての主力カテゴリーに導入された競合企業の新

製品に対して反応製品を導入する傾向に、5％水準で有意な正の影響を及ぼしていた（モデル 2：

β＝1.51、p＜0.05）。したがって、仮説 3 は、支持されたと見なし得るであろう。 

仮説 4 に関して、新製品を導入した競合企業の規模は、焦点企業が、自社にとっての非主力カ

テゴリーに導入された競合企業の新製品よりも、自社にとっての主力カテゴリーに導入された

当該企業の新製品に対して反応製品を導入する傾向に、10％水準で有意な正の影響を及ぼして

いた（モデル 2：β＝0.13、p＜0.10）。したがって、仮説 4 は、弱い支持を得たと見なし得るであろ

う。 

仮説 5 に関して、市場の成長率は、焦点企業が、自社にとっての非主力カテゴリーに導入され

た競合企業の新製品よりも、自社にとっての主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品に

対して反応製品を導入する傾向に、有意な影響を及ぼしていなかった（モデル 2：β＝2.72, p＞0.10）。

したがって、仮説 5 は、支持されなかったと見なし得るであろう。 

次に、各要因の交互効果に関して、分析の結果は、仮説 6 および仮説 7 の 2 つの仮説群を概

ね支持する結果を示していた。仮説 6 に関して、焦点企業の競争地位と焦点企業の企業成果の

交互作用項（H6（a））は、焦点企業が、自社にとっての非主力カテゴリーに導入された競合企業

の新製品よりも、自社にとっての主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品に対して反応

製品を導入する傾向に、1％水準で有意な正の影響を及ぼしていた（モデル 2：β＝27.06, p＜0.01）。

焦点企業の競争地位と競合企業の規模の交互作用項（H6（b））は、焦点企業が、自社にとっての
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非主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品よりも、自社にとっての主力カテゴリーに導

入された競合企業の新製品に対して反応製品を導入する傾向に、有意な影響を及ぼしていなか

った（モデル 2：β＝－0.28, p＞0.10）。焦点企業の競争地位と市場の成長率の交互作用項（H6（c））

は、焦点企業が、自社にとっての非主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品よりも、自社

にとっての主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品に対して反応製品を導入する傾向に、

5％水準で有意な負の影響を及ぼしていた（モデル 2：β＝－28.30, p＜0.05）。したがって、仮説 6

は、部分的に支持されたと見なし得るであろう。 

仮説 7 に関して、焦点企業の戦略タイプ（防衛型の程度）と焦点企業の企業成果の交互作用項

（H7（a））は、焦点企業が、自社にとっての非主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品より

も、自社にとっての主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品に対して反応製品を導入す

る傾向に、5％水準で有意な正の影響を及ぼしていた（モデル 2：β＝3.27, p＜0.05）。焦点企業の競

争地位と競合企業の規模の交互作用項（H7（b））は、焦点企業が、自社にとっての非主力カテゴ

リーに導入された競合企業の新製品よりも、自社にとっての主力カテゴリーに導入された競合

企業の新製品に対して反応製品を導入する傾向に、5％水準で有意な正の影響を及ぼしていた（モ

デル 2：β＝0.51, p＜0.05）。さらに、焦点企業の競争地位と市場の成長率の交互作用項（H7（c））

は、焦点企業が、自社にとっての非主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品よりも、自社

にとっての主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品に対して反応製品を導入する傾向に、

5％水準で有意な負の影響を及ぼしていた（モデル 2：β＝－11.75, p＜0.05）。したがって、仮説 7

は、支持されたと見なし得るであろう。 

 最後に統制変数に関して、予測通り、新製品の導入カテゴリーの成長率は、焦点企業が、自社

にとっての非主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品よりも、自社にとっての主力カテ

ゴリーに導入された競合企業の新製品に対して反応製品を導入する傾向に、1％水準で有意な負

の影響を及ぼしていた（モデル 2：β＝－2.00, p＜0.01）。すなわち、焦点企業は、非主力カテゴリ

ーが成長している場合、当該カテゴリーに導入された競合企業の新製品に対して反応製品を導
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入する傾向が強い一方、主力カテゴリーが成長している場合、当該カテゴリーに導入された競合

企業の新製品に対して反応製品を導入する傾向が弱いことが示唆された。また、新製品の導入カ

テゴリーの新製品数は、焦点企業が、自社にとっての非主力カテゴリーに導入された競合企業の

新製品よりも、自社にとっての主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品に対して反応製

品を導入する傾向に、1％水準で有意な正の影響を及ぼしていた（モデル 2：β＝0.03, p＜0.01）。す

なわち、焦点企業は、非主力カテゴリーに多くの新製品が導入されている場合、当該カテゴリー

に導入された競合企業の新製品に対して反応製品を導入する傾向が弱い一方、主力カテゴリー

に多くの新製品が導入されている場合、当該カテゴリーに導入された競合企業の新製品に対し

て反応製品を導入する傾向が強いことが示唆された。 

 

4－5－3 考察 

 

 まず、 本論が扱った 5 つの要因の主効果（焦点企業の競争地位、焦点企業の戦略タイプ、焦点企業

の企業成果、競合企業の規模、および市場の成長率）に関する分析結果は、その大部分が明確な支持

を示していなかった。すなわち、これらの要因の大部分は、単独では、焦点企業の特定の反応的

競争パターン（すなわち、防衛型または攻撃型）を促進／抑制し得ない可能性が示唆された。例外

的に、焦点企業の企業成果に関しては、焦点企業の企業成果が高い場合には、防衛型の反応的競

争パターンが促進されやすく、低い場合には、攻撃型の反応的競争パターンが促進されやすいと

いうことが明確に支持された。このような結果の理由として、近年の経営者やマーケターが受け

ている短期的な成果を要求する利害関係者からの圧力の高まりが、企業の意思決定に及ぼす企

業成果の影響を強めている可能性が考えられる。 

 他方、より興味深い知見として、5 つの要因の主効果に関する分析結果とは対照的に、5 つの

要因の交互効果（焦点企業の競争地位×焦点企業の企業成果／競合企業の規模／市場の成長率および焦

点企業の戦略タイプ×焦点企業の企業成果／競合企業の規模／市場の成長率）に関する分析結果は、そ
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の大部分が明確な支持を示していた。こうした主効果と交互効果の対照的な結果は、事前に予測

していた結果ではなかったものの、現実の企業の意思決定の複雑さを考慮すると、妥当な結果で

あると考えられる。すなわち、現実の企業は、単純な 1 つの要因の影響のみによって、一方の競

争目的（すなわち、既に獲得した利潤機会の維持・防衛または新たな利潤機会の発見・獲得）を相対的に

重視し、その結果、特定の反応的競争パターン（すなわち、防衛型または攻撃型）を示すほど単純

な意思決定主体ではない。しかし、基本的な競争目的の重視度に影響を及ぼすことによって、特

定の反応的競争パターンを促進／抑制する要因（具体的には、焦点企業の競争地位および焦点企業の

戦略タイプ）と、状況に応じた変動的な競争目的の重視度に影響を及ぼすことによって、特定の

反応的競争パターンを促進／抑制する要因（具体的には、焦点企業の企業成果、競合企業の規模、お

よび市場の成長率）の影響が一致するような状況に直面した場合、企業は、一方の競争目的（すな

わち、既に獲得した利潤機会の維持・防衛または新たな利潤機会の発見・獲得）を相対的に重視し、そ

の結果、特定の反応的競争パターン（すなわち、防衛型または攻撃型）を示すと考えられる。この

ように、単純な 1 つの要因の影響ではなく、複数の要因の組み合わせの影響によって、ようや

く、反応的競争パターンに特定の傾向が観察されるという本論の知見は、Montgomery, et al.

（2005）の探索的な調査によって見出された、反応行動を予測することの困難性に関する経営幹

部達の知覚とも整合的であるように思える。 
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第 5 章 実証研究Ⅱ：製品競争における 

企業の競争パターンが当該企業の企業成果に及ぼす影響 

 

 

本章においては、実証研究Ⅱと題し、第 3 章第 3 節で概観した競争ダイナミクス研究の研究

潮流Ⅱの知見を踏まえて、製品競争における企業の競争パターンが当該企業の企業成果に及ぼ

す影響を探究する。具体的には、第 1 節において、製品競争における企業の競争パターンが当該

企業の企業成果に及ぼす影響を説明する上で、競争ダイナミクス研究に残された課題を指摘す

る。第 2 節において、第 1 節で指摘した課題を考慮し、実証研究Ⅱの概念枠組を提唱する。第 3

節において、第 2 節で提唱した概念枠組に基づいて、仮説群を提唱する。第 4 節において、提唱

した仮説群の経験的妥当性を吟味するための実証分析の方法を提示する。そして最後に、第 5 節

において、実証分析の結果を示し、その考察を行う。 

 

 

5－1 問題意識 

 

第 3 章第 3 節で概観したとおり、競争ダイナミクス研究の研究潮流Ⅱの既存研究は、企業の競

争的行動や企業間の競争的相互作用が企業成果に及ぼす影響を探究してきた。特に、研究潮流Ⅱ

の既存研究の中心的な企業成果の説明変数は、競争性、すなわち、競争的行動全般の積極的な採

用の程度であり、多くの既存研究が、企業の競争性が当該企業の企業成果に及ぼす影響は正であ

るということに関する経験的な証拠を提示してきた（e.g., Miller and Chen, 1994; Young, et al., 

1996; Ferrier, et al., 1999; Ferrier, 2001; Derfus, et al., 2008; Chen, et al., 2010）。 

しかし、既存研究は、全ての種類の競争的行動の目的が、研究潮流Ⅰとは逆に、新たな利潤機
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会の発見・獲得であるかのように想定し、機会の知覚に基づいて採用される競争的行動しか描写

してこなかった。また、競争的行動の手段として先行行動と反応行動を区別してこなかった。前

者に関して、製品を用いた競争的行動の中には、研究潮流Ⅰの既存研究が想定しているとおり、

既に獲得した利潤機会の維持・防衛を目的に、脅威の知覚に基づいて採用される種類の競争的行

動も存在するであろう。そのため、企業の競争的行動が当該企業の企業成果に及ぼす影響をより

よく描写するためには、異なる競争目的に基づく 2 つのタイプの競争的行動を想定する必要が

あると考えられる。また、後者に関して、伝統的な先発優位・後発優位に関する既存研究は、イ

ノベーションによって新たな市場の創造を目指す戦略と、模倣によって創造された市場に後か

ら参入する戦略は、それぞれ異なるメリットやデメリットを有するため、それらの有効性は、戦

略を採用する企業や市場の特性によって異なると主張してきた（e.g., Carpenter and Nakamoto, 

1989; Golder and Tellis, 1993）。同様に、自社主導の先行行動と他社追随の反応行動もまた、それ

ぞれ異なるメリットやデメリットを有するため、それらの有効性は、企業および市場の特性によ

って異なるであろう。そのため、企業の競争的行動が当該企業の企業成果に及ぼす影響をよりよ

く描写するためには、異なる競争手段に基づく 2 つのタイプの競争的行動を想定する必要があ

ると考えられる。 

そこで本論は、まず、競争的行動として、新製品導入行動に着目し、脅威の知覚よりも機会の

知覚に基づいて新製品導入行動を積極的に採用する傾向を「攻撃型の競争パターン」と、機会の

知覚よりも脅威の知覚に基づいて新製品導入行動を積極的に採用する傾向を「防衛型の競争パ

ターン」と、それぞれ定義する。同様に、反応製品導入行動よりも先行製品導入行動を積極的に

採用する傾向を「先行型の競争パターン」と、先行製品導入行動よりも反応製品導入行動を積極

的に採用する傾向を「反応型の競争パターン」と、それぞれ定義する。その上で、攻撃型と防衛

型のどちらの競争パターンが、高い企業成果の達成に貢献するのか、さらには、先行型と反応型

のどちらの競争パターンが、高い企業成果の達成に貢献するのかに関する仮説群を提唱し、その

経験的妥当性を吟味する。 
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本論の実証研究Ⅱは、第 2 章第 3 節において競争志向型マーケティング研究が今後取り組む

べき課題として指摘した、「既存企業 対 既存企業」という競争枠組の下で展開される企業レベ

ルの競争の対応に貢献する知見の提供（図表 2－2 を併せて参照）を目指した研究である。したが

って、本論の実証研究Ⅱの知見は、競争志向型マーケティング研究の課題を克服し、その発展の

一助に成り得ると期待することができるであろう。 

 

 

5－2 概念枠組 

 

5－2－1 競争パターンを構成する新製品導入行動のタイプ 

 

 前述のとおり、新製品を用いた競争的行動（すなわち、新製品導入行動）は、競争ダイナミクス

研究の既存研究がこれまで考慮してこなかった 2 つの次元、すなわち、競争目的が新たな利潤

機会の発見・獲得か既に獲得した利潤機会の維持・防衛かという次元と、競争手段が先行製品導

入行動か反応製品導入行動かという次元を考慮することによって、より精緻に描写することが

可能である。そこで、本論は、企業の競争的行動が当該企業の企業成果に及ぼす影響を議論する

上で、図表 5－1 に示されているとおり、異なる競争目的および異なる競争手段に基づく新製品

導入行動のタイプを区別する。 

その際、実証研究Ⅱにおいても、実証研究Ⅰと同様に、異なる競争目的に基づく新製品導入行

動を区別するために、新製品導入カテゴリーが、企業にとっての主力カテゴリーか、それとも非

主力カテゴリーかを考える。企業が、自社にとっての非主力カテゴリーに新製品を導入する場合、

その競争目的は新たな利潤機会の発見・獲得である可能性が高いであろう。なぜなら、一般的に、

主力カテゴリーよりも非主力カテゴリーの方が、企業にとっての新規顧客の割合が大きく、既存

顧客の割合が小さいため、新たな利潤機会を発見・獲得する余地が大きく、既に獲得した利潤機 
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図表 5－1 異なる競争目的および競争手段に基づく新製品導入行動 

 

会を維持・防衛する必要性が低いと考えられるためである。他方、自社にとっての主力カテゴリ

ーに新製品を導入する場合、その競争目的は既に獲得した利潤機会の維持・防衛である可能性が

高いであろう。なぜなら、一般的に、非主力カテゴリーよりも主力カテゴリーの方が、企業にと

っての新規顧客の割合が小さく、既存顧客の割合が大きいため、新たな利潤機会を発見・獲得す

る余地が小さく、既に獲得した利潤機会を維持・防衛する必要性が高いと考えられるためである。 

そこで、本論は、図表 5－1 に示されるとおり、競争目的が新たな利潤機会の発見・獲得であ

る新製品導入行動は、企業にとっての非主力カテゴリーにおいて観察されやすく、競争目的が既

に獲得した利潤機会の維持・防衛である新製品導入行動は、企業にとっての主力カテゴリーにお

いて観察されやすいと想定する。 

 

5－2－2 競争パターンと企業成果に関する概念枠組 

 

 企業の競争的行動が当該企業の企業成果に及ぼす影響を議論する上で、既存研究は、主に、競
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争性、すなわち、競争的行動を積極的に採用する程度に着目してきた（e.g., Miller and Chen, 1994; 

Young, et al., 1996; Ferrier, et al., 1999; Ferrier, 2001; Derfus, et al., 2008; Chen, et al., 2010）。しか

し、前述のとおり、新製品を用いた競争的行動（すなわち、新製品導入行動）は、競争目的および

競争手段によって、異なるタイプに分類することが可能であり、どちらのタイプの競争的行動を

積極的に採用するかによって、企業成果に及ぼす影響も異なると考えられる。 

 まず、競争目的に関して、異なる競争目的に基づく 2 つのタイプの新製品導入行動（すなわち、

非主力カテゴリーへの新製品導入行動と主力カテゴリーへの新製品導入行動）は、企業成果に対する貢

献方法が異なると考えられる。具体的には、非主力カテゴリーへの新製品導入行動は、その競争

目的と同様に、新たな利潤機会を発見・獲得することを通じて、企業成果に貢献するであろう。

他方、主力カテゴリーへの新製品導入行動は、既に獲得した利潤機会の持続性を高めることを通

じて、企業成果に貢献するであろう。 

異なる競争目的に基づく競争的行動を区別していない既存研究は、どちらのタイプの競争的

行動を積極的に採用することが、より高い企業成果に貢献するかという問いには回答すること

ができていない。そこで、本論は、脅威の知覚よりも機会の知覚に基づいて非主力カテゴリーへ

の新製品導入行動を積極的に採用する傾向、すなわち、「攻撃型の競争パターン」と、機会の知

覚よりも脅威の知覚に基づいて主力カテゴリーへの新製品導入行動を積極的に採用する傾向、

すなわち、「防衛型の競争パターン」のどちらの競争パターンが、高い企業成果に貢献するのか、

その有効性は、企業特性や市場特性によって異なるのか、といった問いに対する回答を探究する。 

 次に、競争手段に関して、異なる競争手段に基づく 2 つのタイプの新製品導入行動（すなわち、

先行製品導入行動と反応製品導入行動）は、新たな知識を獲得するための異なる学習方法であると

考えられる。具体的には、先行製品導入行動は、企業が自ら市場に対して行う実験の結果から学

ぶ直接的な学習方法と見なすことができるであろう。他方、反応製品導入行動は、競合企業が市

場に対して行う実験の結果から学ぶ間接的な学習方法と見なすことができるであろう。 

異なる競争手段に基づく競争的行動を区別していない既存研究は、どちらのタイプの競争的 
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図表 5－2 競争パターンと企業成果に関する概念枠組 

 

 

行動を積極的に採用することが、より高い企業成果に貢献するかという問いには回答すること

ができていない。そこで、本論は、反応製品導入行動よりも先行製品導入行動を積極的に採用す

る傾向を「先行型の競争パターン」と、先行製品導入行動よりも反応製品導入行動を積極的に採

用する傾向を「反応型の競争パターン」のどちらの競争パターンが、高い企業成果に貢献するの

か、その有効性は、企業特性や市場特性によって異なるのか、といった問いに対する回答を探究

する。以上の議論を踏まえて提唱される競争パターンと企業成果に関する概念枠組は、図表 5－

2 に示されるとおりである。 
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5－3 仮説提唱 

 

5－3－1 2 つの競争目的に基づく競争パターンに関する仮説 

 

 オーストリア学派経済学および競争ダイナミクス研究は、動態的競争の中で既に獲得した利

潤機会がいずれ失われていくことを過度に強調し、新たな利潤機会の発見・獲得を目的とした競

争的行動の重要性を主張してきた（e.g., Kirzner, 1973; D’Aveni, 1994; Derfus, et al., 2008）。確かに、

既存の利潤機会がすぐに失われてしまうものであり、それを防ぐことができないのであれば、新

たな利潤機会の発見・獲得を目的とした競争的行動を通じて、次々と利潤機会を発見・獲得する

ことのできる企業ほど、高い企業成果を達成することができるであろう。 

 しかしながら、現実の市場を俯瞰すると、ある企業が新製品導入行動によって獲得した利潤機

会は、すぐに失われる場合もあれば、比較的長期に渡って持続する場合もある。後者のように獲

得した利潤機会を比較的長期にわたって持続させる要因の 1 つが、その利潤機会の維持・防衛

を目的とした当該企業による適切な新製品導入行動にあると考えられる。例えば、継続的な先行

製品導入行動によって製品バラエティを拡充したり、効果的な反応製品導入行動によって競合

企業の新製品に利潤機会を奪われることを防いだりすることで、既存顧客を維持する新製品導

入行動が、その例として挙げられるであろう。 

 したがって、新たな利潤機会の発見・獲得を目的として、自社にとっての非主力カテゴリーに

新製品を積極的に導入する行動と同様に、既に獲得した利潤機会の維持・防衛を目的として、自

社にとっての主力カテゴリーに新製品を積極的に導入する行動もまた、企業成果に貢献すると

考えられる。そして、獲得した利潤機会はすぐに失われてしまうという想定も、獲得した利潤機

会は半永久的に維持されるという想定も、非現実的であることを踏まえると、どちらか一方のタ

イプの新製品導入行動に偏重する企業よりも、両タイプの新製品導入行動をバランスよく用い

ている企業の方が、高い企業成果を達成することができると考えられる。以上の議論を踏まえ、
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次の仮説を提唱する。 

 

 仮説 1  企業の非主力カテゴリーへの新製品導入比率は、当該企業の企業成果に逆 U 字型

の影響を及ぼす。 

 

5－3－2 2 つの競争目的に基づく競争パターンの交互効果に関する仮説 

 

2 つの競争目的に基づく競争パターン（すなわち、新たな利潤機会の発見・獲得を目的として、自社

にとっての非主力カテゴリーに新製品を積極的に導入する行動と、既に獲得した利潤機会の維持・防衛を

目的として、自社にとっての主力カテゴリーに新製品を積極的に導入する行動という 2 つのタイプの新製

品導入行動の相対的な採用傾向）の有効性は、企業の資源や能力によって異なると考えられる。本

論は、それぞれのタイプの新製品導入行動の有効性に影響を及ぼす企業特性として、企業の競争

地位および企業の戦略タイプを取り上げ、2 つの競争目的に基づく競争パターンとの交互効果を

吟味する。 

まず、企業の競争地位に関して、競争地位が高い企業ほど、当然、豊富な資源を有している。

非主力カテゴリーへの新製品導入行動と主力カテゴリーへの新製品導入行動を比較した場合、

前者の方が既存の資源を活用することができない分、新製品導入行動の採用により多くの資源

を要するであろう。そのため、豊富な資源を有する競争地位が高い企業の方が、非主力カテゴリ

ーへの新製品導入行動の積極的な採用の有効性が高いと考えられる。以上の議論を踏まえ、次の

仮説を提唱する。 

 

 仮説 2  企業の非主力カテゴリーへの新製品導入比率と企業の競争地位の交互効果は、当該

企業の企業成果に正の影響を及ぼす。 
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次に、企業の戦略タイプに関して、Miles and Snow（1978）の提唱する戦略タイプのうち防衛

型に近い企業ほど、それまでの経験によって、主力カテゴリーへの新製品導入行動に関連した能

力を有する可能性が高い一方、探索型に近い企業ほど、それまでの経験によって、非主力カテゴ

リーへの新製品導入行動に関連した能力を有する可能性が高いであろう。そのため、戦略タイプ

が防衛型に近い企業の方が、主力カテゴリーへの新製品導入行動の積極的な採用の有効性が高

い一方、戦略タイプが探索型に近い企業の方が、非主力カテゴリーへの新製品導入行動の積極的

な採用の有効性が高いと考えられる。以上の議論を踏まえ、次の仮説を提唱する。 

 

 仮説 3  企業の非主力カテゴリーへの新製品導入比率と企業の戦略タイプ（防衛型の程度）の

交互効果は、当該企業の企業成果に負の影響を及ぼす。 

 

さらに、2 つの競争目的に基づく競争パターン（すなわち、新たな利潤機会の発見・獲得を目的と

して、自社にとっての非主力カテゴリーに新製品を積極的に導入する行動と、既に獲得した利潤機会の維

持・防衛を目的として、自社にとっての主力カテゴリーに新製品を積極的に導入する行動という 2 つのタ

イプの新製品導入行動の相対的な採用傾向）の有効性は、市場の競争度によっても異なると考えられ

る。本論は、それぞれのタイプの新製品導入行動の有効性に影響を及ぼす市場特性として、市場

の新製品導入数および市場の変動性を取り上げ、2 つの競争目的に基づく競争パターンとの交互

効果を吟味する。 

既存研究は、市場の競争が激しいほど、獲得した利潤機会がすぐに失われる可能性が高く、新

たな利潤機会の発見・獲得の必要性が高まると主張している（D’Aveni, 1994）。そのため、新製品

の導入数が多く、変動性の高いような競争の激しい市場ほど、競争ダイナミクス研究が主張する

とおり非主力カテゴリーへの新製品導入行動の積極的な採用の有効性が高いと考えられる。以

上の議論を踏まえ、次の仮説群を提唱する。 
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図表 5－3 2 つの競争目的に基づく競争パターンに関する仮説群 

 

 仮説 4  企業の非主力カテゴリーへの新製品導入比率と市場の新製品導入数の交互効果は、

当該企業の企業成果に正の影響を及ぼす。 

 

 仮説 5  企業の非主力カテゴリーへの新製品導入比率と市場の変動性の交互効果は、当該企

業の企業成果に正の影響を及ぼす。 

 

 以上の 2 つの競争目的に基づく競争パターンに関する仮説群は、図表 5－3 に要約されるとお

りである。 

 

5－3－3 2 つの競争手段に基づく競争パターンに関する仮説 

 

 競争ダイナミクス研究は、新たな利潤機会の発見・獲得を目的とした競争的行動の積極的な採

用が高い企業成果に貢献すると主張してきたが、その際、競争手段、すなわち自社主導の先行行

動と他社追随の反応行動を区別してこなかった（e.g., Ferrier, et al., 1999; Ferrier, 2001; Chen, et 

2 つの競争目的に基づく競争パターン [攻撃型／防衛型]  

非主力カテゴリーへの新製品導入比率
2
 [H1：－] 

企業成果 

市場シェアの変化率 非主力カテゴリーへの新製品導入比率 

企業特性 

企業の戦略タイプ（防衛型の程度）  

企業の競争地位  

市場特性 

市場の変動性 

市場の新製品導入数  

交互効果 
[H2：＋] 
[H3：－] 

交互効果 
[H4：＋] 
[H5：＋]   
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al., 2010）。しかしながら、オーストリア学派経済学においては、これら 2 つのタイプの行動は、

新たな知識を獲得する上で、異なる学習方法であると考えられている。 

 オーストリア学派経済学は、市場の無知から生じる利潤機会を機敏に察知して、獲得しようと

試みる企業家的な行動が企業に利潤をもたらすと主張している（Kirzner, 1973）。また、Dickson

（1992）は、このような企業家的行動を行うことができる意思決定者の能力を競争合理性と呼び、

競争合理性は、（1）常に自己改善の欲求を維持し続け、そのための情報収集や行動を積極的に行

うこと、（2）偏りのない学習によって認知の精度を高めること、および（3）発見した利潤機会

に対して迅速に対応することによって、高められると主張した。また、Dickson（1992）は、学

習方法として、自社が自ら市場に対して行う実験の結果から学ぶ直接的な学習と、競合企業が市

場に対して行う実験の結果から学ぶ間接的な学習を挙げている。 

製品競争の文脈において、前者の学習方法を多用する企業は先行製品導入行動を、後者の学習

を多用する企業は反応製品導入行動を、それぞれ積極的に採用しやすいと考えられる。しかしな

がら、このような一方の学習方法を偏重することは、換言すると、学習の重要な 2 つのソースの

内 1 つのソースしか十分に活用できていないことを意味しており、結果的に、（2）偏りのない学

習によって認知の精度を高めることを困難にすると考えられる。 

 したがって、2 つの競争手段、すなわち、先行製品導入行動と反応製品導入行動をバランスよ

く用いることによって、直接的な学習と間接的な学習をバランスよく行っている企業の方が、偏

りのない学習によって、認知の精度を高め、競争的行動の対象となる機会や脅威を機敏に、かつ

正確に評価することができると考えられる。以上の議論を踏まえ、次の仮説を提唱する。 

 

 仮説 6  企業の反応製品導入比率は、当該企業の企業成果に逆 U 字型の影響を及ぼす。 
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5－3－4 2 つの競争手段に基づく競争パターンの交互効果に関する仮説 

 

2 つの競争手段に基づく競争パターン（すなわち、自社主導の先行製品を積極的に導入する行動と、

競合企業追随の反応製品を積極的に導入する行動という 2 つのタイプの新製品導入行動の相対的な採用傾

向）の有効性は、企業の資源や能力によって異なると考えられる。本論は、それぞれのタイプの

新製品導入行動の有効性に影響を及ぼす企業特性として、企業の競争地位および企業の戦略タ

イプを取り上げ、2 つの競争手段に基づく競争パターンとの交互効果を吟味する。 

まず、企業の競争地位に関して、競争地位が高い企業ほど、当然、高い情報収集能力および情

報処理能力を有している。先行製品導入行動と反応製品導入行動を比較した場合、前者の方が自

社主導である分、新製品導入行動の採用により多くの情報収集および情報処理を行う必要性が

あるであろう。そのため、高い情報収集能力および情報処理能力を有する競争地位が高い企業の

方が、先行製品導入行動の積極的な採用の有効性が高いと考えられる。以上の議論を踏まえ、次

の仮説を提唱する。 

 

 仮説 7  企業の反応製品導入比率と企業の競争地位の交互効果は、当該企業の企業成果に負

の影響を及ぼす。 

 

次に、企業の戦略タイプに関して、Miles and Snow（1978）の提唱する戦略タイプのうち防衛

型に近い企業ほど、競争経験が乏しいため、間接的な学習から効果的な反応製品導入行動の採用

に結びつける能力が低いと考えられる一方、探索型に近い企業ほど、競争経験が豊富であるため、

間接的な学習から効果的な反応製品導入行動の採用に結びつける能力が高いと考えられるであ

ろう。そのため、戦略タイプが探索型に近い企業の方が、反応製品導入行動の積極的な採用の有

効性が高いと考えられる。以上の議論を踏まえ、次の仮説を提唱する。 
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 仮説 8  企業の反応製品導入比率と企業の戦略タイプ（防衛型の程度）の交互効果は、当該企

業の企業成果に正の影響を及ぼす。 

 

さらに、2 つの競争手段に基づく競争パターン（すなわち、自社主導の先行製品を積極的に導入す

る行動と、競合企業追随の反応製品を積極的に導入する行動という 2 つのタイプの新製品導入行動の相対

的な採用傾向）の有効性は、市場の競争度によって異なると考えられる。本論は、それぞれのタ

イプの新製品導入行動の有効性に影響を及ぼす市場特性として、市場の新製品導入数および市

場の変動性を取り上げ、2 つの競争手段に基づく競争パターンとの交互効果を吟味する。 

参入順位別戦略におけるイノベーション戦略と模倣戦略の議論（e.g., Golder and Tellis, 1993）

と同様に、先行製品導入行動は相対的にハイリスク・ハイリターンであり、反応製品導入行動は

相対的にローリスク・ローリターンであると考えられる。市場の競争が激しいほど、リスクを受

容して新たな利潤機会の獲得に成功したとしても、その利潤機会がすぐに失われる可能性が高

く、その結果、リスクやコストに見合う十分なリターンが得られない可能性が高いであろう。そ

のため、新製品導入数が多く、変動性の高いような競争の激しい市場ほど、反応製品導入行動の

積極的な採用の有効性が高いと考えられる。以上の議論を踏まえ、次の仮説群を提唱する。 

 

 仮説 9  企業の反応製品導入比率と市場の新製品導入数の交互効果は、当該企業の企業成果

に正の影響を及ぼす。 

 

 仮説 10 企業の反応製品導入比率と市場の変動性の交互効果は、当該企業の企業成果に正の

影響を及ぼす。 

 

 以上の 2 つの競争手段に基づく競争パターンに関する仮説群は、図表 5－4 に要約されるとお

りである。 
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図表 5－4 2 つの競争手段に基づく競争パターンに関する仮説群 

 

 

なお、仮説 1 から仮説 5 の 2 つの競争目的に基づく競争パターンに関する仮説群および仮説

6 から仮説 10 の 2 つの競争手段に基づく競争パターンに関する仮説群の両者の分析に際して、

市場の集中度および市場の成長率をモデルに加えた。市場の集中度が低いほど、また市場の成長

率が低いほど、当該市場の競争圧力が高まると考えられる。したがって、市場の集中度および市

場の成長率は、それぞれ企業成果に負の影響を及ぼすであろう。 

また、新製品導入数ではなく、2 つの競争目的および 2 つの競争手段をそれぞれバランスよく

用いた競争パターンが重要であるという本論の主張をテストするために、企業の新製品導入数

も、それぞれ統制変数としてモデルに加えた。 

さらに、交互作用項として用いた、企業の競争地位、企業の戦略タイプ、市場の新製品導入数、

および市場の変動性も、それぞれ統制変数としてモデルに加えた。 

 

 

 

2 つの競争手段に基づく競争パターン [先行型／反応型] 

反応製品導入比率
2
 [H6：－] 

企業成果 

市場シェアの変化率 反応製品導入比率 

企業特性 

企業の戦略タイプ（防衛型の程度）  

企業の競争地位  

市場特性 

市場の変動性 

市場の新製品導入数  

交互効果 
[H7：＋] 
[H8：－] 

交互効果 
[H9：＋] 
[H10：＋]   
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5－4 分析方法 

 

5－4－1 分析対象 

 

実証分析に際して、本論は、競争ダイナミクス研究（e.g., Smith, et al., 1991; Chen and MacMillan, 

1992; Chen, et al., 1992; Chen and Miller, 1994; Miller and Chen, 1994, 1996; Young, et al., 1996; Ferrier, 

et al., 1999; Ferrier, 2001; Ferrier and Lee, 2002; Derfus, et al., 2008; Marcel, et al., 2010）に倣い、実

際に市場に導入された新製品に関する 2 次データを収集し、経験的テストを行った16。2 次デー

タを使用する場合、企業の目的や評価を直接測定することができないものの、1 次データを使用

する場合に生じる回答者の回顧的なバイアスや、少数かつ主要な競合企業に対する反応製品導

入行動のみにサンプルが制限される可能性を避けることができる（Debruyne, et al., 2010）。本論

の主要な関心は、同一企業であっても状況に応じて競争パターンが企業成果に及ぼす影響が異

なるか否かをテストすることにあるため、今回は同一企業の多様な状況における複数の新製品

導入行動に関するデータが収集できる 2 次データを選択した。 

まず、実証研究Ⅰと同様に、分析対象産業には、（1）マーケティング・ミックスの 4P の中で、

製品を用いた競争が最も盛んな産業、（2）新製品の成功・失敗に関する不確実性が高い産業、お

よび（3）新製品や売上に関する公開データが豊富な産業という 3 つの条件を満たす清涼飲料水

産業を選択した。 

また、実証研究Ⅰと同様に、分析対象市場には、清涼飲料水産業の市場の中でも、各企業の売

上データが入手可能なカテゴリーが 3 カテゴリー以上存在する炭酸飲料市場、果汁飲料市場、

野菜飲料市場、および茶系飲料市場の 4 市場を選択した。 

 さらに、実証研究Ⅰと同様に、分析対象企業には、各市場において、分析対象期間における平

                                                   

16 実証研究Ⅱに用いているデータは、実証研究Ⅰで用いているデータと同一である。 
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均市場シェアが 1％以上かつ分析対象期間にデータソースにおいて 1 製品以上の新製品導入行

動が報告されている企業を選択した。その結果、分析対象企業は、炭酸市場 8 社、果汁飲料市場

12 社、野菜市場 7 社、茶系飲料市場 8 社であった。 

最後に、実証研究Ⅰと同様に、分析対象期間は、2008 年 1 月から 2014 年 12 月の 7 年間であ

った。 

 実証研究Ⅰと同様に、製品に関するデータは、株式会社ビバリッジジャパン社の発行する産業

専門誌である『Beverage Japan』および株式会社日本経済新聞デジタルメディアの運営するデ

ータベースである『日経テレコン 21』を通じて入手した各社のプレスリリースから収集した。

市場レベル・カテゴリーレベルの売上データは、株式会社富士経済の発行する調査レポートであ

る『清涼飲料マーケティング要覧』から収集した。 

 

5－4－2 先行製品と反応製品の識別 

 

実証研究Ⅰと同様に、実証研究Ⅱにおいても、6 つのプロセス、すなわち、（1）導入製品デー

タの収集、（2）新製品とリニューアル製品の分類、（3）各市場のカテゴリーの設定、（4）新製品

の分類、（5）反応基準の設定、および（6）新製品ペアの反応関係の判定を通じて、最終的に、

各企業の新製品が、先行製品か反応製品かを識別した。識別プロセスは、実証研究Ⅰと実証研究

Ⅱで同様であるが、最終的に識別したい対象は異なる。実証研究Ⅰにおいては、競合企業の新製

品を基準にその製品に各焦点企業が反応製品導入行動を採用したか否かを識別することが目的

であった一方、実証研究Ⅱにおいては、焦点企業の新製品を基準にその製品が各競合企業の新製

品導入行動に対する反応製品導入行動か否かを識別することが目的である。 

「（1）導入製品データの収集」プロセスにおいては、『Beverage Japan』から、対象期間に、

対象市場において、対象企業が導入した 5163 製品に関するデータを収集した（炭酸飲料市場：

1342 製品、果汁飲料市場：1561 製品、野菜飲料市場：770 製品、茶系飲料市場：1490 製品）。 
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「（2）新製品とリニューアル製品の分類」プロセスにおいては、『Beverage Japan』および各

社のプレスリリースの情報を参考に、5163 製品を 2198 の新製品（炭酸飲料市場：612 製品、果汁

飲料市場：899 製品、野菜飲料市場：322 製品、茶系飲料市場：355 製品）と 2975 のリニューアル製品

（炭酸飲料市場：730 製品、果汁飲料市場：662 製品、野菜飲料市場：448 製品、茶系飲料市場：1135 製品）

に分類した。清涼飲料水産業におけるリニューアル製品の大部分は、パッケージの変更に代表さ

れる既存製品を僅かに変更しただけの製品である。そのため、リニューアル製品は、今後の売上

に関する不確実性が低い。そうした製品に対する反応製品導入行動の意思決定メカニズムは、本

論や競争ダイナミクス研究が暗黙裡に想定する不確実性が存在する中で、脅威や機会の知覚と

いった主観的評価に基づいて行う反応製品導入行動の意思決定メカニズムとは本質的に異なる

と考えられる。そのため、リニューアル製品に分類された製品は、以降のプロセスから除外した。 

「（3）各市場のカテゴリーの設定」プロセスにおいては、『清涼飲料マーケティング要覧』を参

考に、炭酸飲料市場では、コーラ炭酸／透明炭酸／果汁炭酸／着色・フレーバー炭酸／乳性炭酸

／ジンジャエール炭酸／その他の 7 カテゴリーを、果汁飲料市場では、高果汁（果汁 100％）／

中果汁（果汁 10～99％）／低果汁（果汁 10％未満）／その他の 4 カテゴリーを、野菜飲料市場で

は、トマト（トマト汁 100％）／野菜（野菜汁 100％）／野菜＆果汁（野菜汁＋果汁 100％）／その他

の 4 カテゴリーを、そして茶系飲料市場では、日本茶／烏龍茶／麦茶／ブレンド茶／その他の 5

カテゴリーをそれぞれ設定した。 

「（4）新製品の分類」プロセスにおいては、「（1）導入製品データの収集」プロセスで参照した

『Beverage Japan』の情報を参考に、全ての新製品を「（3）各市場のカテゴリーの設定」プロセ

スで設定したカテゴリーに分類した。その結果、炭酸飲料市場においては、612 製品が、コーラ

炭酸：44 製品／透明炭酸：88 製品／果汁炭酸：221 製品／着色・フレーバー炭酸：112 製品／

乳性炭酸：49 製品／ジンジャエール炭酸：18 製品／その他：80 製品に分類され、果汁飲料市場

においては、899 製品が、高果汁（果汁 100％）：246 製品／中果汁（果汁 10～99％）：370 製品／

低果汁（果汁 10％未満）：243 製品／その他：40 製品に分類され、野菜飲料市場においては、322
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製品が、トマト（トマト汁 100％）：20 製品／野菜（野菜汁 100％）：68 製品／野菜＆果汁（野菜汁

＋果汁 100％）：117 製品／その他：57 製品に分類され、そして茶系飲料市場においては、355 製

品が、日本茶：178 製品／烏龍茶：12 製品／麦茶：21 製品／ブレンド茶：77 製品／その他：67

製品に分類された。その他には、「（1）導入製品データの収集」プロセスで参照した、『Beverage 

Japan』においては各市場を構成するカテゴリーとして扱われているものの、「（3）各市場のカ

テゴリーの設定」プロセスで参照した『清涼飲料マーケティング要覧』においては各市場を構成

するカテゴリーとして扱われていないカテゴリー（e.g., 炭酸飲料市場：エナジードリンク、果汁飲料

市場：ゼリー飲料、野菜飲料市場：豆乳飲料、茶系飲料市場：ハーブティー）に属する新製品が分類さ

れていた。そのため、今回のデータソースから、各企業のその他に含まれるカテゴリーの売上デ

ータを欠損値なく入手することは不可能であった。したがって、各市場のその他に分類された新

製品は、以降のプロセスから除外した。 

「（5）反応基準の設定」プロセスにおいては、日本の清涼飲料水産業を対象に実証分析を行っ

た既存研究（淺羽，2002）およびデータソースを参考に、（ⅰ）導入期間の間隔、（ⅱ）容器・容

量分類、および（ⅲ）訴求内容分類に関する 3 つの基準を設定した。まず、導入期間の間隔に関

して、淺羽（2002）が実施した日本の清涼飲料水メーカーに対するインタビュー結果を参考に、

競合企業の新製品をきっかけとして導入された新製品か否かを判断する期間として、「（ⅰ）対象

の新製品との導入期間の間隔が 6 ヶ月以内か否か」という基準を設定した。次に、容器・容量分

類に関して、清涼飲料水産業の製品は容器・容量が異なると、ターゲットや、飲用シーン、小売

店における販売の棚が異なるため、データソースを参考に、14 種類の容器・容量分類、すなわ

ち、（a）ミニ PET（～350ml）、（b）標準 PET（～600ml）、（c）ファミリーPET（601ml～）、（d）

ミニ缶（～280ml）、（e）標準缶（～380ml）、（f）ビッグ缶（381ml～）、（g）ミニ紙（～250ml）、（h）

標準紙（～500ml）、（i）ファミリー紙（501ml～）、（j）プラスチック・カップ、（k）パウチ、（l）

びん、（m）ホット、（n）冷凍を特定し、その上で「（ⅱ）対象の新製品と容器・容量分類が一致

しているのか否か」という基準を設定した。最後に、訴求内容分類に関して、清涼飲料水産業の
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製品には同一カテゴリーという条件だけでは捉えきれない多様性が存在するため、データソー

スを参考に、6 種類の訴求内容分類、すなわち、（a）主要素材自体の訴求、（b）主要素材の量・

種類の訴求、（c）付加素材の訴求、（d）機能性の訴求、（e）健康性の訴求、および、（f）安全性

の訴求を特定し、その上で「（ⅲ）対象の新製品と訴求内容が 1 つ以上一致しているのか否か」

という基準を設定した。なお、2008 年 6 月以前に導入された新製品は、「（ⅰ）対象の新製品と

の導入期間の間隔が 6 ヶ月以内か否か」という基準により、今回の分析対象期間内のデータだ

けでは、各新製品が反応製品か否かを判断することができない。そのため、2008 年に導入され

た全ての新製品は、以降のプロセスから除外した。 

「（6）新製品ペアの反応関係の判定」プロセスにおいては、「（5）反応基準の設定」プロセスで

設定した 3 つの反応基準に基づいて、同一カテゴリーの全ての新製品ペアの反応関係の有無を

判定した。その際、3 つの反応基準を全て満たす新製品ペアのみを反応関係にあると判断した。

反応基準を満たしているのか否かに関して、（ⅰ）導入期間の間隔および（ⅱ）容器・容量分類

に関する反応基準は、「（1）導入製品データの収集」プロセスで参照した『Beverage Japan』の

情報に基づいて判断し、（ⅲ）訴求内容分類に関する反応基準は、各社のプレスリリースにおけ

る製品情報に基づいて本論著者が慎重に判断した17。本論著者が、各訴求内容が実際に訴求され

ていると判断した表現の例は、図表 5－5 に示されるとおりである。 

                                                   

17 判断の必要な作業に関して、海外のトップ・ジャーナルに掲載されるような既存研究においては、研究目

的を知らない複数のコーダーに個別に作業を依頼し、不一致の結果に関しては合議の上、統一した結論

を出してもらうというプロセスによって判断の信頼性を高めている。本論においては、作業量の多さと

時間的な制約によって、そうしたプロセスを採用することはできなかった。その点は、本論の限界の 1

つとして挙げられる。代わりに、ここでは、無作為に抽出した 100 製品に関して、研究目的を知らない

1 名のコーダーに、判断基準を説明した上で、作業を依頼した。その結果、コーダーの判断と本論著者の

判断は完全に一致した。そのため、本論著者の判断は一定の信頼性を有していると言い得るであろう。 
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図表 5－5 訴求内容の判断に用いた表現例 

 訴求とコードした表現の例 

主要素材の訴求 天然…、〇〇産…、甘みの強い…、厳選した…  

主要素材の量・種類の訴求 強…、濃縮…、◯種の…、濃い…、◯倍の… 

付加素材の訴求 …フレーバー、果肉入り、黒酢配合、ジンジャーエキス  

機能性の訴求 

（栄養素の付加） 
難消化性デキストリン、ビタミン C、鉄分、ミネラル 

健康性の訴求 

（カロリー・糖類等の除去） 
カロリーオフ、糖類ゼロ、食塩不使用、カフェインゼロ 

安全性の訴求 

（着色料・保存料等の除去） 
着色料不使用、保存料不使用、香料不使用 

ただし、主要素材とは、同一カテゴリーの製品に含まれる共通素材であり、 

付加素材とは栄養素を除くその他素材である。 

 

以上の識別プロセスを通じて、691 の先行製品（炭酸飲料市場：211 製品、果汁飲料市場：276 製

品、野菜飲料市場：86 製品、茶系飲料市場：108 製品）と 940 の反応製品（炭酸飲料市場：250 製品、

果汁飲料市場：461 製品、野菜飲料市場：111 製品、茶系飲料市場：118 製品）が識別された。識別され

た先行製品と反応製品は、企業・年ごとに集計された。なお、被説明変数として t 期から t＋1

期の市場シェアの変化率を用いたため、2014 年に導入された新製品導入行動のサンプルは分析

対象から除外された。その結果、実証研究Ⅱの最終的なサンプルは、2009 年から 2013 年の 5

年間の 35 企業、すなわち、175 企業・年によって構成された。 

 

5－4－3 変数の測定 

 

まず、被説明変数に関して、被説明変数である企業成果は、既存研究（Ferrier, 2001）に倣い、

相対的な企業成果の尺度である市場シェアの変化率を用いた。市場シェアの変化率は、t 期から

t＋1 期の企業の市場全体の売上の変化率によって測定した。 
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 また、説明変数に関して、仮説 1 に対応した説明変数である企業の非主力カテゴリーへの新

製品導入比率は、企業が t 期に市場に導入した新製品の総数に占める企業が t 期に非主力カテゴ

リーに導入した新製品の数によって測定した。各企業にとっての主力カテゴリーと非主力カテ

ゴリーを分類する基準には、各企業にとって最も高い売上を上げているカテゴリー（すなわち、

主力カテゴリー）か否か（すなわち、非主力カテゴリー）という基準を用いた。各企業の主力カテゴ

リーの売上が当該企業の市場全体の売上に占める割合の平均値は 70％を超えていたため、この

ような基準は、主力カテゴリーと非主力カテゴリーを識別する上で妥当な基準であると見なし

得るであろう。仮説 6 に対応した説明変数である企業の反応製品導入比率は、企業が t 期に市場

に導入した新製品の総数に占める企業が t 期に導入した反応製品の数によって測定した。仮説 2

および仮説 7 に対応した説明変数である企業の競争地位は企業の t 期の市場シェアによって測

定した。仮説 3 および仮説 8 に対応した説明変数である企業の戦略タイプは、企業の t 期の売

上上位 3カテゴリーの売上が当該企業の市場全体の売上に占める割合の HHIの自然対数によっ

て測定した。この値が大きい企業ほど、選択的なカテゴリー、すなわち、狭い市場領域において

活動していることを意味しているため、戦略タイプが防衛型に近いと見なすことができる一方、

この値が小さい企業ほど、多様なカテゴリー、すなわち、広い市場領域において活動しているこ

とを意味しているため、戦略タイプが探索型に近いと見なすことができるであろう。仮説 4 お

よび仮説 9 に対応した説明変数である市場の新製品導入数は、市場の t 期に導入された新製品

の総数によって測定した。仮説 5 および仮説 10 に対応した説明変数である市場の変動性は、既

存研究（e.g., Chen, et al., 2010）を参考に、市場の上位 3 企業の t－1 期の市場シェアと t 期の市

場シェアの差の絶対値を平均することよって測定した。 

そして最後に、統制変数に関して、1 つ目の統制変数である市場の集中度は、市場の t 期の上

位 3 企業の HHI の自然対数によって測定した。2 つ目の統制変数である市場の成長率は、市場

の t 期から t＋1 期の総売上の変化率によって測定した。3 つ目の統制変数である企業の新製品

導入数は、企業が t 期に導入した新製品の総数によって測定した。 
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5－4－4 分析手法の検討 

 

本論のサンプルはパネルデータであるため、統計学のテキストに倣い、まず、Hausman 検定

を行った。Hausman 検定の結果、全てのモデルにおいて帰無仮説が棄却されたため、分析モデ

ルには、変量効果モデルが選択された。 

 

 

5－5 分析結果 

 

5－5－1 記述統計量と変数間の相関 

 

分析モデルに含まれる各変数の記述統計量および変数間の相関係数は、それぞれ図表 5－6 お

よび図表 5－7 に示されるとおりであった。 

 

図表 5－6 各変数の記述統計量 

 平均値 標準偏差 最小値 最大値 

1.  市場シェアの変化率 1.00 0.21 0.00 2.19 

2.  非主力カテゴリー導入比率 0.48 0.36 0.00 1.00 

3.  反応製品導入比率 0.52 0.31 0.00 1.00 

4.  企業の競争地位 0.10 0.12 0.00 0.55 

5.  企業の戦略タイプ 8.63 0.32 7.43 9.21 

6.  市場の新製品導入数 73.54 41.53 22.00 153.00 

7.  市場の変動性 1.53 1.00 0.39 5.05 

8.  市場の集中度 7.20 0.81 6.06 8.17 

9.  市場の成長率 1.01 0.04 0.93 1.12 

10. 企業の新製品導入数 7.53 6.99 0.00 33.00 
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図表 5－7 変数間の相関係数 

 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 

1.  市場シェアの変化率 1.00          

2.  非主力カテゴリー導入比率 0.16 1.00         

3.  反応製品導入比率 0.27 0.28 1.00        

4.  企業の競争地位 0.04 0.05 －0.04 1.00       

5.  企業の戦略タイプ －0.04 －0.25 0.02 －0.20 1.00      

6.  市場の新製品導入数 0.14 0.23 0.31 －0.22 －0.03 1.00     

7.  市場の変動性 0.03 0.18 0.10 －0.02 －0.04 0.23 1.00    

8.  市場の集中度 －0.05 0.01 －0.27 0.25 －0.11 －0.78 0.04 1.00   

9.  市場の成長率 0.08 0.02 0.03 0.04 －0.05 －0.08 －0.18 0.18 1.00  

10. 企業の新製品導入数 0.16 0.15 0.19 0.40 －0.12 0.40 0.14 －0.23 －0.02 1.00 

 

5－5－2 モデルの推定結果 

 

 モデルの推定結果は、図表 5－8 および図表 5－9 に示されるとおりであった。なお、モデル

1（2 次項を含まない線形モデル）およびモデル 2（2 次項を含む非線形モデル）は、異なる競争目的に

基づく競争パターンに関する仮説群と関連したモデル、モデル 3（2 次項を含まない線形モデル）

およびモデル 4（2 次項を含む非線形モデル）は、異なる競争手段に基づく競争パターンに関する

仮説群と関連したモデルであった。推定においては、交互作用項と元になる変数間にしばしば観

察される多重共線性を最小化するために、事前に中心化したデータを使用した（Jaccard, et al., 

1990）。 

まず、モデル 1 とモデル 2 の比較に関して、2 次項を含む非線形モデルであるモデル 2 の適

合度指標は統計的に有意であり（Χ2＝25.46, p＜0.05）、また、2 次項を含む非線形モデルであるモ

デル 2 の方が、2 次項を含まない線形モデルであるモデル 1 よりも説明力が高かった。次に、モ

デル 3 とモデル 4 の比較に関して、2 次項を含む非線形モデルであるモデル 4 の適合度指標の

みが統計的に有意であり（Χ2＝21.52, p＜0.10）、また、2 次項を含む非線形モデルであるモデル 4  
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図表 5－8 モデル 1・モデル 2 の推定結果（被説明変数：市場シェアの変化率） 

独立変数 モデル 1 モデル 2 

非主力カテゴリーへの新製品導入比率 0.01
***

 0.03
***

 

非主力カテゴリーへの新製品導入比率 2 [H1：－] 
***

 －0.33
***

 

非主力カテゴリーへの新製品導入比率 

×企業の競争地位 [H2：＋] 
- －0.69

***

 - －0.58
***

 

非主力カテゴリーへの新製品導入比率 

×企業の戦略タイプ（防衛型の程度） [H3：－] 
- 1.01

***

 - 0.12
***

 

非主力カテゴリーへの新製品導入比率 

×市場の新製品導入数 [H4：＋] 
－0.00

***

 －0.00
***

 

非主力カテゴリーへの新製品導入比率 

×市場の変動性 [H5：＋] 
0.03

***

 0.04
***

 

企業の競争地位 －0.02
***

 0.00
***

 

企業の戦略タイプ（防衛型の程度） 0.02
***

 0.02
***

 

市場の新製品導入数 0.00
***

 0.00
***

 

市場の変動性 －0.02
***

 －0.02
***

 

市場の集中度 0.06
***

 0.05
***

 

市場の成長率 0.15
***

 0.10
***

 

企業の新製品導入数 0.00
***

 －0.00
***

 

切片 0.47
***

 0.55
***

 

Wald Χ2 21.44
***

 25.46
***

 

R2 0.12
***

 0.14
***

 

   ***は 1%、**は 5％、*は 10％水準で有意。 

 

の方が、2 次項を含まない線形モデルであるモデル 3 よりも説明力が高かった。以上の結果は、

異なる競争目的に基づく競争パターンに関するモデルにおいても、異なる競争手段に基づく競

争パターンに関するモデルにおいても、線形モデルよりも非線形モデルの方が、モデルの適合度

が高いことを示唆していた。 
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図表 5－9 モデル 3・モデル 4 の推定結果（被説明変数：市場シェアの変化率） 

独立変数 モデル 3 モデル 4 

反応製品導入比率 0.08
***

 0.43
***

 

反応製品導入比率 2 [H6：－] 
***

 －0.32
***

 

反応製品導入比率 

×企業の競争地位 [H7：＋] 
- 0.16

***

 - 0.17
***

 

反応製品導入比率 

×企業の戦略タイプ（防衛型の程度） [H8：－] 
- 0.30

***

 0.32
***

 

反応製品導入比率 

×市場の新製品導入数 [H9：＋] 
－0.00

***

 －0.00
***

 

反応製品導入比率 

×市場の変動性 [H10：＋] 
0.05

***

 0.06
***

 

企業の競争地位 －0.08
***

 －0.09
***

 

企業の戦略タイプ（防衛型の程度） 0.00
***

 0.02
***

 

市場の新製品導入数 0.00
***

 0.00
***

 

市場の変動性 －0.02
***

 －0.02
***

 

市場の集中度 0.04
***

 0.04
***

 

市場の成長率 0.11
***

 0.02
***

 

企業の新製品導入数 0.00
***

 0.00
***

 

切片 0.56
***

 0.66
***

 

Wald Χ2 16.53
***

 21.52
***

 

R2 0.10
***

 0.12
***

 

   **は 5％、*は 10％水準で有意。 

 

次に、仮説に関して、異なる競争目的に基づく競争パターンに関する仮説群の分析結果は、モ

デル 2 に示されるとおりであった。仮説 1 に関して、非主力カテゴリーへの新製品導入比率の 2

乗項は、市場シェアの変化率に、5％水準で有意な負の影響を及ぼしていた（モデル 2：β＝－0.33,  

p＜0.05）。この結果は、非主力カテゴリーへの新製品導入比率と市場シェアの変化率が逆 U 字型



第 5 章 実証研究Ⅱ：製品競争における 

企業の競争パターンが当該企業の企業成果に及ぼす影響 

120 

の関係にあることを示唆している。したがって、仮説 1 は、支持されたと見なし得るであろう。

他方、仮説 2 から仮説 5 の交互効果に関しては、5 つの交互作用項のうち 4 つが非有意であり、

唯一仮説 4 に関する非主力カテゴリーへの新製品導入比率と市場の新製品導入数の交互作用項 

は、市場シェアの変化率に、5％水準で有意な影響を及ぼしていたものの、その符号は仮説の予

測に反して負であった（モデル 2：β＝－0.00, p＜0.05）。ただし、非主力カテゴリーへの新製品導

入比率と市場の新製品導入数の交互作用項の係数は極めて小さいものであった。したがって、仮

説 2 から仮説 5 は、支持されなかったと見なし得るであろう。なお、統制変数は、全て非有意で

あった。 

また、異なる競争手段に基づく競争パターンに関する仮説群の分析結果は、モデル 4 に示さ

れるとおりであった。仮説 6 に関して、反応製品導入比率の 2 乗項は、市場シェアの変化率に、

10％水準で有意な負の影響を及ぼしていた（モデル 4：β＝－0.32, p＜0.10）。この結果は、反応製

品導入比率と市場シェアが逆 U 字型の関係にあることを示唆している。したがって、仮説 6 は、

弱い支持を得たと見なし得るであろう。他方、仮説 7 から仮説 10 の交互効果に関しては、5 つ

の交互作用項のうち 4 つが非有意であり、仮説 8 に関する反応製品導入比率と焦点企業の戦略

タイプの交互作用項は、市場シェアの変化率に、5％水準で有意な影響を及ぼしていたものの、

その符号は仮説の予測に反して正であった（モデル 4：β＝0.32, p＜0.05）。したがって、仮説 7 か

ら仮説 10 は、支持されなかったと見なし得るであろう。なお、統制変数は、全て非有意であっ

た。 

 

5－5－3 考察 

 

 まず、 異なる競争目的に基づく競争パターン（攻撃型または防衛型）に関して、分析の結果、非

主力カテゴリーへの新製品導入比率と市場シェアが逆 U 字型の関係にあることが明確に支持さ

れた。すなわち、新たな利潤機会の発見・獲得を目的として、自社にとっての非主力カテゴリー
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への新製品導入行動に偏った採用傾向（攻撃型の競争パターン）を有している企業よりも、また、

既に獲得した利潤機会の維持・防衛を目的として、自社にとっての主力カテゴリーへの新製品導

入行動に偏った採用傾向（防衛型の競争パターン）を有している企業よりも、その両者をバランス

よく採用する企業の方が、高い企業成果を達成できるということが示唆された。さらに興味深い

ことに、主力カテゴリーへの新製品導入比率を考慮した本論の分析モデルにおいて、積極的な競

争的行動の採用にあたる新製品導入行動の採用数は有意な影響を及ぼしていなかった。この結

果の 1 つの解釈として、高い企業成果の実現にとって真に重要なのは、積極的な競争的行動の

採用ではなく、競争目的に関してバランスの取れた競争的行動の採用である可能性があるであ

ろう。 

また、異なる競争手段に基づく競争パターン（先行型または反応型）に関して、分析の結果、反

応製品の導入比率と市場シェアが逆 U 字型の関係にあることが弱いながらも支持された。すな

わち、競争手段として、他社追随の反応製品導入行動に偏った採用傾向（反応型の競争パターン）

を有している企業よりも、また、自社主導の先行製品導入行動に偏った採用傾向（先行型の競争

パターン）を有している企業よりも、その両者をバランスよく採用する企業の方が、高い企業成

果を達成できるということが示唆された。さらに興味深いことに、反応製品導入比率を考慮した

本論の分析モデルにおいても、積極的な競争的行動の採用にあたる新製品導入行動の採用数は

有意な影響を及ぼしていなかった。この結果の 1 つの解釈として、高い企業成果の実現にとっ

て真に重要なのは、積極的な競争的行動の採用ではなく、競争手段に関してバランスの取れた競

争的行動の採用である可能性があるであろう。 
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第 6 章 おわりに 

 

 

本章においては、本論を総括し、その成果および今後の課題を議論する。具体的には、第 1 節

において、本論の研究課題とそれに対する 2 つの実証研究を振り返り、得られた知見とそこか

ら導き出される成果を提示する。そして最後に、第 2 節において、本論の限界に言及し、今後の

研究の展望を示す。 

 

 

6－1 要約と成果 

 

6－1－1 実証研究Ⅰの要約と成果 

 

実証研究Ⅰにおいては、競合企業の新製品導入行動に対する焦点企業の反応的競争パターン

（すなわち、脅威と知覚した競合企業の新製品導入行動に対する反応製品導入行動および機会と知覚した競

合企業の新製品導入行動に対する反応製品導入行動という 2 つのタイプの反応製品導入行動の相対的な採

用傾向）を促進／抑制する要因を探究した。その際、競争ダイナミクス研究のうち、企業の競争

的行動や企業間の競争的相互作用を促進／抑制する要因を探究してきた研究潮流Ⅰの既存研究

の知見を足掛かりとした。 

研究潮流Ⅰの既存研究は、主に、動態的競争の基礎にあたる、競合企業の競争的行動（例えば、

新製品導入行動）に対する企業（焦点企業）の反応行動（例えば、反応製品導入行動）を促進／抑制す

る要因を探究してきた（e.g., MacMillan, et al., 1985; Smith, et al., 1991; Chen and MacMillan, 1992; 

Chen, et al., 1992; Chen and Miller, 1994; Chen, et al., 2007; Marcel, et al., 2010）。しかし、既存研究

は、全ての種類の反応行動の目的が、既に獲得した利潤機会の維持・防衛であるかのように想定
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してきた。換言すると、既存研究は、焦点企業が競合企業の競争的行動に対して知覚する脅威、

すなわち、競合企業の競争的行動が自社の企業成果に及ぼすと知覚する負の影響に動機づけら

れて採用する種類の反応行動しか描写してこなかった。現実的には、競合企業が導入した新製品

に対する反応行動には、新たな利潤機会の発見・獲得を目的とし、焦点企業が競合企業の競争的

行動に対して知覚する機会、すなわち、競合企業の競争的行動に対する反応行動が自社の企業成

果に及ぼすと知覚する正の影響に動機づけられて採用する種類の反応行動も存在するであろう。

そのため、焦点企業の反応行動をよりよく描写するためには、異なる競争目的に基づく 2 つの

タイプの反応行動を想定する必要があると考えられる。その場合、外部環境に対して選択的な注

意を向ける企業の情報処理特性（Ocasio, 1997, 2011）を考慮すると、焦点企業は、両タイプの反

応行動を常に偏りなく採用するとは考え難く、むしろ、競争において既に獲得した利潤機会の維

持・防衛という目的を重視するか、新たな利潤機会の発見・獲得という目的を重視するかに応じ

て、どちらかのタイプの反応行動を積極的に採用すると考えられるであろう。そのため、焦点企

業の反応行動をよりよく描写するためには、2 つのタイプの反応行動の相対的な採用傾向、すな

わち、反応的競争パターンを促進／抑制する要因を探究することの方が重要であると考えられ

る。 

そこで本論は、まず、競合企業の新製品導入行動に対する反応行動として、反応製品導入行動

に着目し、機会と知覚しやすい自社にとっての非主力カテゴリーに導入された競合企業の新製

品よりも、脅威と知覚しやすい自社にとっての主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品

に対して反応製品導入行動を積極的に採用する傾向を「防衛型の反応的競争パターン」と、脅威

と知覚しやすい自社にとっての主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品よりも、機会と

知覚しやすい自社にとっての非主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品に対して反応製

品導入行動を積極的に採用する傾向を「攻撃型の反応的競争パターン」と、それぞれ定義した。

また、焦点企業の基本的な競争目的の重視度に影響を及ぼすことによって、特定の反応的競争パ

ターンを促進／抑制する要因として、焦点企業の競争地位および焦点企業の戦略タイプを、焦点
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企業の状況に応じた変動的な競争目的の重視度に影響を及ぼすことによって、特定の反応的競

争パターンを促進／抑制する要因として、焦点企業の企業成果、競合企業の規模、および市場の

成長率を取り上げた。その上で、いかなる要因が、防衛型と攻撃型のどちらの反応的競争パター

ンを促進／抑制するのかに関する仮説群を提唱した。 

清涼飲料水産業において実際に導入された新製品に関する 2 次データを用いた分析の結果、

予測（H1、H2、H4、および H5）に反して、上記の要因の大部分は、単独では、焦点企業の特定

の反応的競争パターンを促進／抑制し得ないことが示唆された。他方、非常に興味深いことに、

焦点企業の基本的な競争目的の重視度に影響を及ぼすことによって、特定の反応的競争パター

ンを促進／抑制する要因（具体的には、焦点企業の競争地位および焦点企業の戦略タイプ）と、焦点企

業の状況に応じた変動的な競争目的の重視度に影響を及ぼすことによって、特定の反応的競争

パターンを促進／抑制する要因（具体的には、焦点企業の企業成果、競合企業の規模、および市場の成

長率）の影響が一致する場合、焦点企業は、2 つの競争目的のいずれか一方を相対的に重視しや

すくなり、その結果、反応的競争パターンに顕著な傾向が観察される可能性が高くなることが見

出された。具体的には、企業成果が高い状況にある、競争地位の高い焦点企業ほど（H6（a））、ま

たは、成長率の低い市場に直面している、競争地位の高い焦点企業ほど（H6（c））、競争において

新たな利潤機会の発見・獲得という目的よりも、既に獲得した利潤機会の維持・防衛という目的

を相対的に重視しやすいため、機会と知覚しやすい自社にとっての非主力カテゴリーに導入さ

れた競合企業の新製品よりも、脅威と知覚しやすい自社にとっての主力カテゴリーに導入され

た競合企業の新製品に対して反応製品導入行動を積極的に採用する、防御型の反応的競争パタ

ーンが観察される可能性が高いことが示唆された。さらに、企業成果が高い状況にある、戦略タ

イプが防御型に近い焦点企業ほど（H7（a））、規模の大きい競合企業との競争状況における、戦略

タイプが防御型に近い焦点企業ほど（H7（b））、または、成長率の低い市場に直面している、戦略

タイプが防御型に近い焦点企業ほど（H7（c））、競争において新たな利潤機会の発見・獲得という

目的よりも、既に獲得した利潤機会の維持・防衛という目的を相対的に重視しやすいため、機会
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と知覚しやすい自社にとっての非主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品よりも、脅威

と知覚しやすい自社にとっての主力カテゴリーに導入された競合企業の新製品に対して反応製

品導入行動を積極的に採用する、防御型の反応的競争パターンが観察される可能性が高いこと

が示唆された。 

製品競争における企業の反応的競争パターン（すなわち、脅威と知覚した競合企業の新製品導入行

動に対する反応製品導入行動および機会と知覚した競合企業の新製品導入行動に対する反応製品導入行動

という 2 つのタイプの反応製品導入行動の相対的な採用傾向）を促進／抑制する要因を探究した実証

研究Ⅰは、反応製品導入行動の予測に貢献する知見の提供によって、動態的競争下における製品

戦略に有益な示唆を与えたと見なすことができるであろう。加えて、実証研究Ⅰの知見は、競争

ダイナミクス研究においてこれまで考慮されてこなかった、新たな利潤機会の発見・獲得を目的

に、機会の知覚に基づいて採用される反応行動の存在を指摘した点、および、2 つのタイプの反

応行動を想定した場合、それらの相対的な採用傾向である企業の反応的競争パターンを促進／

抑制するのは、単純な 1 つの要因の影響ではなく、複数の要因の組み合わせの影響である可能

性を指摘した点において、競争ダイナミクス研究自体の発展の一助にも成り得たと見なすこと

ができるであろう。 

 

6－1－2 実証研究Ⅱの要約と成果 

 

実証研究Ⅱにおいては、反応的競争パターンを含む企業の競争パターン（すなわち、機会の知覚

に基づく新製品導入行動および機会の知覚に基づく新製品導入行動という 2 つのタイプの新製品導入行動

の相対的な採用傾向と、先行製品導入行動および反応製品導入行動という 2 つのタイプの新製品導入行動

の相対的な採用傾向）が当該企業の成果に及ぼす影響を探究した。その際、競争ダイナミクス研究

のもう 1 つの研究潮流であり、企業の競争的行動や企業間の競争的相互作用が企業成果に及ぼ

す影響を探究してきた研究潮流Ⅱの既存研究の知見を足掛かりとした。 
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研究潮流Ⅱの既存研究は、主に、企業の積極的な競争的行動（例えば、新製品導入行動）の採用

が当該企業の企業成果に及ぼす影響を探究し、その影響は正であるということに関する数多く

の経験的な証拠を提示してきた（e.g., Miller and Chen, 1994; Young, et al., 1996; Ferrier, et al., 1999; 

Ferrier, 2001; Derfus, et al., 2008; Chen, et al., 2010）。しかし、既存研究は、全ての種類の競争的行

動の目的が、研究潮流Ⅰとは逆に、新たな利潤機会の発見・獲得かのように想定し、機会の知覚

に基づいて採用される競争的行動しか描写してこなかった。また、競争的行動の手段として先行

行動と反応行動を区別してこなかった。前者に関して、製品を用いた競争的行動の中には、研究

潮流Ⅰの既存研究が想定しているとおり、既に獲得した利潤機会の維持・防衛を目的に、脅威の

知覚に基づいて採用される種類の競争的行動も存在するであろう。そのため、企業の競争的行動

が当該企業の企業成果に及ぼす影響をよりよく描写するためには、異なる競争目的に基づく 2つ

のタイプの競争的行動を想定する必要があると考えられる。また、後者に関して、伝統的な先発

優位・後発優位に関する既存研究は、イノベーションによって新たな市場の創造を目指す戦略と、

模倣によって創造された市場に後から参入する戦略は、それぞれ異なるメリットやデメリット

を有するため、それらの有効性は、戦略を採用する企業や市場の特性によって異なると主張して

きた（e.g., Carpenter and Nakamoto, 1989; Golder and Tellis, 1993）。同様に、自社主導の先行行動

と他社追随の反応行動もまた、それぞれ異なるメリットやデメリットを有するため、それらの有

効性は、企業および市場の特性によって異なるであろう。そのため、企業の競争的行動が当該企

業の企業成果に及ぼす影響をよりよく描写するためには、異なる競争手段に基づく 2 つのタイ

プの競争的行動を想定する必要があると考えられる。 

そこで本論は、まず、競争的行動として、新製品導入行動に着目し、既に獲得した利潤機会の

維持・防衛を目的に、脅威の知覚に基づいて採用されやすい自社にとっての主力カテゴリーへの

新製品導入行動よりも、新たな利潤機会の発見・獲得を目的に、機会の知覚に基づいて採用され

やすい自社にとっての非主力カテゴリーへの新製品導入行動を積極的に採用する傾向を「攻撃

型の競争パターン」と、新たな利潤機会の発見・獲得を目的に、機会の知覚に基づいて採用され
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やすい自社にとっての非主力カテゴリーへの新製品導入行動よりも、既に獲得した利潤機会の

維持・防衛を目的に、脅威の知覚に基づいて採用されやすい自社にとっての主力カテゴリーへの

新製品導入行動を積極的に採用する傾向を「防衛型の競争パターン」と、それぞれ定義した。同

様に、反応製品導入行動よりも、先行製品導入行動を積極的に採用する傾向を「先行型の競争パ

ターン」と、先行製品導入行動よりも、反応製品導入行動を積極的に採用する傾向を「反応型の

競争パターン」と、それぞれ定義した。また、攻撃型または防衛型の競争パターンおよび先行型

または反応型の競争パターンと企業成果の関係に影響を及ぼす焦点企業特性として、焦点企業

の競争地位および焦点企業の戦略タイプを、市場特性として、市場の新製品導入数および市場の

変動性を取り上げた。その上で、攻撃型と防衛型のどちらの競争パターンが、高い企業成果の達

成に貢献するのか、さらには、先行型と反応型のどちらの競争パターンが、高い企業成果の達成

に貢献するのか、に関する仮説群を提唱した。 

清涼飲料水産業において実際に導入された新製品に関する 2 次データを用いた分析の結果、

予測したとおり（H1 および H6）、2 つの競争目的に基づく競争パターン（すなわち、攻撃型／防衛

型の競争パターン）、すなわち、主力カテゴリーへの新製品導入行動と非主力カテゴリーへの新製

品導入行動の相対的な採用傾向に関しても、2 つの競争手段に基づく競争パターン（すなわち、

先行型／反応型の競争パターン）、すなわち、先行製品導入行動と反応新製品導入行動の相対的な採

用傾向に関しても、それぞれどちらか一方のタイプの新製品導入行動に偏った競争パターンを

有する企業よりも、両方のタイプの新製品導入行動をバランスよく採用する競争パターンを有

する企業の方が、高い企業成果を達成することが示唆された。また、非常に興味深いことに、競

争目的や競争手段に基づく 2 つのタイプの新製品導入行動の相対的な採用傾向を考慮した本論

の分析モデルにおいて、積極的な競争的行動の採用にあたる新製品導入行動の採用数は、企業成

果に有意な影響を及ぼしていなかった。この結果の 1 つの解釈として、高い企業成果の達成に

とって真に重要なのは、積極的な競争的行動の採用ではなく、競争目的および競争手段に関して

バランスの取れた競争的行動の採用である可能性があるであろう。 
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製品競争における企業の競争パターン（すなわち、機会の知覚に基づく新製品導入行動および機会

の知覚に基づく新製品導入行動という 2 つのタイプの新製品導入行動の相対的な採用傾向と、先行製品導

入行動および反応製品導入行動という 2 つのタイプの新製品導入行動の相対的な採用傾向）が当該企業

の企業成果に及ぼす影響を探究した実証研究Ⅱは、有効な新製品導入行動の採用傾向に貢献す

る知見の提供によって、動態的競争下における製品戦略に有益な示唆を与えたと見なすことが

できるであろう。加えて、実証研究Ⅱの知見は、競争ダイナミクス研究においてこれまで考慮さ

れてこなかった競争的行動の 2 つの次元、すなわち、競争目的が新たな利潤機会の発見・獲得か

既に獲得した利潤機会の維持・防衛かという次元と、競争手段が先行製品導入行動か反応製品導

入行動かという次元によって描写したより精緻な企業の競争パターンが当該企業の企業成果に

及ぼす影響を探究した点、および、目的や手段を考慮せず闇雲に競争的行動を採用することが必

ず高い企業成果に貢献するわけではない可能性を指摘した点において、競争ダイナミクス研究

自体の発展の一助にも成り得たと見なすことができるであろう。 

 

 

6－2 本論の限界と今後の展望 

 

6－2－1 本論の限界 

 

 本論は、いくつかの限界を抱えている。まず、本論は、実証分析に際して、清涼飲料水産業と

いう単一産業のデータのみを用いた。戦略グループに関する研究（e.g., Newman, 1978）が示唆す

るように、競争戦略における手段や規範は、産業ごとに大きく異なることが予測される。そのた

め、（反応的競争パターンを含む）競争パターンを分析対象とする本論のような研究においては、特

に、複数の産業によるデータを用いて、外部妥当性を高めることが重要であると考えられる。し

たがって、今後の研究においては、本論の知見が他の産業においても適用可能であるのか否かを
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確認することが望まれるであろう。 

また、本論は、実証分析に際して、（反応的競争パターンを含む）競争パターンを測定するため、

同一企業の多様な状況における複数の新製品導入行動に関するデータが収集できる 2 次データ

を選択した。しかし、2 次データを用いた場合、企業の目標や評価（知覚）といった内生的要因

を直接的に測定することができない。さらに、2 次データを用いた競争目的や競争手段の判断は、

入手可能な情報という制約の中で行わざるを得ず、それゆえ、判断の結果に誤りを含む可能性を

排除することができない。したがって、今後の研究においては、1 次データと 2 次データを併せ

て用いることによって、本論が主張した論理の妥当性も含めた、精度の高い実証分析を行ってい

くことが望まれるであろう。 

 さらに、本論は、データの制約にも起因して、全ての新製品導入行動に関する意思決定が、市

場レベル（e.g., 炭酸飲料市場、果飲料汁市場、野菜飲料市場、および茶系飲料市場）において行われる

企業のみを暗黙裡に想定してきた。しかし、実際には、新製品導入行動に関する意思決定が、ブ

ランドレベルにおいて行われる企業もあれば、全社的なレベルにおいて行われる企業も存在す

ると考えられる。当然、そのような意思決定のレベルの差異は、意思決定に影響を及ぼす要因や

目標とする成果に差異を生じさせるであろう。したがって、今後の研究においては、事前のヒヤ

リング調査などを通じて、分析対象企業の意思決定構造やプロセスを理解した上で、より適切な

想定を置くことが望まれるであろう。 

 

6－2－2 今後の展望 

  

本論は、動態的競争下における製品戦略に示唆を与えることを目指し、製品競争における企業

の（反応的競争パターンを含む）競争パターンの促進／抑制要因および成果への影響を探究してき

た。その際、（反応的競争パターンを含む）競争パターンに関しては、競争目的（具体的には、新たな

利潤機会の発見・獲得／既に獲得した利潤機会の維持・防衛）と競争手段（具体的には、先行製品導入行
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動／反応製品導入行動）という 2 つの次元を、促進／抑制要因に関しては、一部の焦点企業特性

（具体的には、競争地位・戦略タイプ・企業成果）、競合企業特性（具体的には、規模）、および市場特

性（具体的には、成長率）を、そして成果に関しては、焦点企業の企業成果をそれぞれ考慮してき

た。しかしながら、（1）製品競争における（反応的競争パターンを含む）競争パターンの更なる次

元の考慮、（2）製品競争における（反応的競争パターンを含む）競争パターンの異なる促進／抑制

要因の考慮、および（3）製品競争における（反応的競争パターンを含む）競争パターンが当該企業

の成果以外に及ぼす影響の考慮、という 3 点において拡張の余地が残されている。 

（1）製品競争における（反応的競争パターンを含む）競争パターンの更なる次元の考慮に関して、

現実の製品競争における（反応的競争パターンを含む）競争パターンの次元には本論の考慮しきれ

ていない次元が数多く存在する。例えば、水平的な差別化製品か垂直的な差別化製品かという次

元や、既存ブランドを用いた製品か新ブランドを用いた製品かという次元が考えられる。そうし

た多様な次元を考慮した（反応的競争パターンを含む）競争パターンの促進／抑制要因や企業成果

への影響を探究することによって、現実の製品競争をよりよく描写することができるであろう。 

（2）製品競争における（反応的競争パターンを含む）競争パターンの異なる促進／抑制要因の考

慮に関して、現実の製品競争における（反応的競争パターンを含む）競争パターンの促進／抑制要

因にも本論の考慮しきれていない要因が数多く存在する。例えば、既存製品や既存ブランドのイ

メージは、しばしば製品競争における（反応的競争パターンを含む）競争パターンの幅を制限した

り、（反応的競争パターンを含む）競争パターンに特定の傾向を生じさせたりする可能性が考えられ

る。そうした既存製品や既存ブランドの影響が、製品競争における（反応的競争パターンを含む）

競争パターンに及ぼす影響を探究することによって、競争ダイナミクス研究によって考慮され

てこなかった製品競争に特有の知見を獲得することができるであろう。 

（3）製品競争における（反応的競争パターンを含む）競争パターンが当該企業の成果以外に及ぼ

す影響の考慮に関して、競争ダイナミクス研究の理論的背景であるオーストリア学派経済学の

関心と同様に、製品競争における（反応的競争パターンを含む）競争パターンをカテゴリーレベル
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や市場レベルで考えた場合、個別企業の成果だけでなく、カテゴリーや市場の盛衰を説明するこ

とが可能であると考えられる。そうしたカテゴリーレベルや市場レベルの（反応的競争パターンを

含む）競争パターンを促進／抑制する要因やその結果を探究することによって、多様な視点から

製品競争を描写し得ると期待することができるであろう。 

このように、製品競争における（反応的競争パターンを含む）競争パターンに関する研究におい

て取り組むべき課題は豊富に存在する。そのような豊富な課題に対し、本論を足掛かりにして取

り組み、新たな知見を提供し続けることによって、競争視点の知見が乏しいマーケティング研究

の発展に貢献することができると考えられる。 
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図表 1－2  研究潮流Ⅱの既存研究と本論の研究枠組の対比 
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第 2 章 競争志向型マーケティング研究の課題 

図表 2－1  既存研究の着目してきた競争と今後着目すべき競争の比較（静態－動態） 
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図表 3－4  焦点企業の競争性や反応性を促進／抑制する焦点企業特性 

図表 3－5  既存研究が扱ってきた焦点企業特性の AMC 枠組に基づく整理 

図表 3－6  焦点企業の競争性や反応性を促進／抑制する競合企業特性 

図表 3－7  既存研究が扱ってきた競合企業特性の AMC 枠組に基づく整理 

図表 3－8  焦点企業の反応性を促進／抑制する競争的行動特性 

図表 3－9  既存研究が扱ってきた競争的行動特性の AMC 枠組に基づく整理 

図表 3－10 研究潮流Ⅰの既存研究の概要 

図表 3－11 研究潮流Ⅱの概念枠組 
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第 4 章 実証研究Ⅰ：製品競争における企業の反応的競争パターンを促進／抑制する要因 

図表 4－1  異なる競争目的に基づく反応製品導入行動 

図表 4－2  反応的競争パターンとその促進／抑制要因に関する概念枠組 

図表 4－3  実証研究Ⅰの仮説群 

図表 4－4  訴求内容の判断に用いた表現例 

図表 4－5  各変数の記述統計量 

図表 4－6  変数間の相関係数 

図表 4－7  推定結果（被説明変数：反応的競争パターン[1：防衛（主力）、0：攻撃（非主力）]） 

 

第 5 章 実証研究Ⅱ：製品競争における企業の競争パターンが 

当該企業の企業成果に及ぼす影響 

図表 5－1  異なる競争目的および競争手段に基づく新製品導入行動 

図表 5－2   競争パターンと企業成果に関する概念枠組 

図表 5－3  2 つの競争目的に基づく競争パターンに関する仮説群 

図表 5－4  2 つの競争手段に基づく競争パターンに関する仮説群 

図表 5－5  訴求内容の判断に用いた表現例 

図表 5－6  各変数の記述統計量 

図表 5－7  変数間の相関係数 

図表 5－8  モデル 1・モデル 2 の推定結果（被説明変数：市場シェアの変化率） 

図表 5－9  モデル 3・モデル 4 の推定結果（被説明変数：市場シェアの変化率） 
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あとがき 

 

 本論は、著者の修士課程 2 年間の研究成果をまとめたものである。著者は、企業視点からのマ

ーケティング研究、依拠する研究領域の包括的なレビューとそれに基づく仮説の導出、および 2

次データを用いた実証分析に挑戦するという目標を胸に、大学院へと進学した。しかし、進学後

すぐにそれらの目標を達成するために必要な知識や労力の膨大さを知ることとなった。その膨

大さに圧倒されそうになりながらも、多くの方々のお力添えを得て、目の前に積み重なった課題

を 1 つ 1 つ克服してきた。修士課程修了という節目に、その試行錯誤の成果を形にしたのが本

論である。それゆえ、本論には、まだまだ至らぬ点や勉強不足の点が数多く存在する。それでも、

2 年前の自分には到底執筆することができなかったであろう本論を改めて読み返してみると、こ

れから歩んでいく長い研究人生の一歩目を踏み出したことを実感することができ、心から嬉し

く思う。 

本論の執筆に際し、様々な形でお力添えいただいた方々にこの場を借りて御礼を申し上げた

い。まず、指導教授である慶應義塾大学商学部の小野晃典先生に対して、厚く御礼申し上げたい。

小野先生には、学部生時代から多大なご指導を賜ってきた。先生にお会いしていなければ、学問

の道を志す今の自分は存在していなかったであろう。本論の執筆に際しても、先生の温かいお言

葉が何よりの励みとなった。ここに心からの感謝の意を表したい。また、大学院の授業を通じて

ご指導いただいた、慶應義塾大学商学部の髙橋郁夫先生、髙田英亮先生、中島隆信先生、谷口和

弘先生、元玉川大学の二宮智子先生、東海大学の遠藤誠二先生、目白大学の井上綾野先生、会津

大学の八木橋彰先生、東洋大学の千葉貴宏先生、および千葉商科大学の赤松直樹先生、学会を通

じてご指導いただいた、京都大学の成生達彦先生、青山学院大学の芳賀康浩先生、東洋大学の長

嶋広大先生、横浜国立大学の谷地弘安先生、小樽商科大学の猪口純路先生、日本大学の金雲鎬先

生、横山斉理先生、立命館大学の金昌柱先生、吉田満梨先生、中央大学の結城祥先生、岡山大学

の日高優一郎先生、および多摩大学の酒井麻衣子先生に対しても、この場を借りて心より感謝申
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し上げると共に、未熟な点ばかりの著者であるが、今後もご指導いただけるよう宜しくお願い申

し上げたい。そして、研究面でも研究以外の面でも著者を支えて頂いた、大学院の先輩の菊盛真

衣氏、白石秀壽氏、竹内亮介氏、林艶葒氏、蒲英氏、韓貞烈氏、および邱騰箴氏、同期の王皓莹

氏、同期兼後輩の石井隆太氏、後輩の廖舒忻氏に対しても、この場を借りて謝意を表したい。さ

らに、瀬尾博之様をはじめとする株式会社富士経済マネージメントの皆様のお力添えなしには、

本論の執筆に必要なデータを収集することができなかった。皆様の寛大なご配慮とお取り計ら

いに対して、厚く御礼申し上げたい。加えて、データ収集作業を協力して頂いた小野晃典研究会

第 11 期生、第 12 期生、第 13 期生、および日根栞氏に対しても、この場を借りて謝意を表した

い。そして最後に、故郷の札幌からいつも著者を応援してくれた祖母と母に感謝の意を表したい。 

これをもって修士論文の執筆は幕を閉じる訳であるが、著者の研究人生は始まったばかりで

ある。これからも、真摯に、根気強く、熱意を持って研究活動に取り組んでいきたい。 
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